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寄稿 ・解説

通魔産業省の個人情報保護施策

通商産業省 機械情報産業薄 情轍醸 シス苦ム開発課

1.こ れ まで の個 人情 報保 護施 策

近年 における情報処理技術の著 しい発展に

より,電 子計算機(コ ンピュータ)を 利用 し

て様々な情報 を大量かつ迅速に処理すること

が可能となってきているが,こ のような情報

化の進展によって,個 人指向のクレジ ッ トロ

ー ン等の消費者信用取引,ダ イレク トマーケ

ティング等 において,ニ ーズの多様化 ・個性

化に対応 した効率的な事業活動の展開が可能

となる一方で,個 人に関する情報が本人の知

らない間に収集 ・蓄積され,ま た,本 人の予

想外 の 目的 に利用 されているという事態や,

誤情報又 は不完全な情報が利用 ・提供されて

いるという事態が見受けられるようになって

きていることから,民 間部門,行 政部門 とも

に個人情報の適正な保護についての取組を進

めてきたところである。

民間部門については,1980年(昭 和55年)に

策定 された経済協力開発機構(OECD)の 「プ

ライバ シー保護 と個人デー タの国際流通につ

いてのガイ ドラインに関する理事会勧告」(O

ECDガ イ ドライン)を 受 けて,昭 和62年 には

財団法人金融情報 システムセンター・・(FISC)

が 「金融機関等における個人データ保護のた

めの取扱指針」を,昭 和63年 には財団法人日

本情報処理開発協会(JIPDEC)が 「民間部門

における個人情報保護のためのガイドライン」

を,そ れぞれ策定 し,個 人情報保護のための

自主的な取 り組みを開始 した。また,通 商産

業省 においても,平 成元年4月 に,機 械情報

産業局長の懇談会である 「情報化対策委員会

個人情報保護部会」の報告 として,「 民間部

門における電子計算機処理に係る個人情報の

保護について(指 針)」(個 人情報保護ガイ ド

ライン)を と りまとめ,JIPDECが 策定 した

「民 間部門における個 人情報保護のためのガ

イドライン」を当部会の指針 として改めて広

く関係者に提示するとともに,平 成元年6月

28日 付けで,本 指針 に基づいてガイ ドライン

の策定を行うよう,関 係事業者団体に対する

通達 を発出し,指 導を行 った。さらに,平 成

元年7月7日 には,通 商産業大臣告示 により,

「電子計算機処理に係 る個人情報保護のため

の措置等についての登録簿に関する規則」を

定め,事 業者及 び事業者団体等が実施 してい

る個人情報保護のための措置の概要,国 民等

か らの問い合わせ先等 についての申告内容を

登録する 「個人情報保護措置登録簿制度」を

創設 し,12団 体 からの登録 を受 けてきた。
し

一方,行 政部門については,国 の行政機関

については 「行政機関の保有する電子計算機

処理に係る個人情報の保護に関する法律」

(昭和63年12月 法律第95号)に より,ま た地

方公共団体 については1,312団 体(平 成9年

4月 現在)で 独 自の条例 によ り,そ れぞれ個

人情報保護への対応 を行っている。
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2.個 人情 報保 護 を巡 る状 況 の変化

個人情報保護ガイドラインの策定等の各施

策は,個 人情報の適切な保護に一定の成果を

上げてきたところである。しかし,以 下に述

べ るような個人情報保護 を巡る昨今の内外の

状況の急激な変化により,従 来の個人情報保

護施策の見直 しの必要が生 じてきた。

(1)国 内における状況の変化

昨今の情報技術の進歩は目を見張るものが

あり,特 にダウンサイジング,エ ンド ・ユー

ザー ・コンピューテ ィング等により,従 来の

大型 コンピュータを用いた大量 ・定型業務の

処理に伴 うもののみならず,中 小 を含 めた

様々な事業者等が情報システムを利用して個

人情報を取 り扱 うことが可能となった結果,

個人情報が分散 した形で蓄積 ・利用される可

能性が高まり,個 人情報の部分的利用 による

本人 についての虚像や誤った予断の形成,正

当な権限のないものによる情報の不当な利用,

改 ざん,加 工等が行 われるおそれも強 まって

きている。

また,最 近のインターネットの爆発的な拡

大 に代表 されるオープンなコンピュータ ・ネ

ットワークの世界的な発展等により,い った

ん ネ ッ トワー ク上 に乗せ られた個人情報は,

一瞬のうちに国境 をも越えて広範囲に流通す

ることが可能となっていることから,よ り大

規模な個人情報の侵害事例の発生のおそれが

強まるとともに,個 人情報保護の国際的な調

和が必要 となってきている。

実際,コ ンピュータ処理 された個人情報に

関する侵害事例が多発 しつつある。特に,平

成10年 に入ってか らは,そ の件数が激増 して

お り,銀 行業,イ ンターネ ットプロバイダー

業,人 材派遣業,前 払式特定取引事業,共 済

生活協同組合等多岐に渡る分野において,侵

害事例が発生 した という報道 もされている。

(2)国 際的な動向

先進諸国においては,従 来か ら各国の国内

法等 による個人情報の保護が図られてきたと

ころであり,1980年(昭 和55年)に は,個 人

情報の保護 に関する8原 則が盛 り込 まれた

OECDガ イ ドラインが策定 されている。 しか

し,近 年のネ ットワークの発達 によ り,国 際

的な個人情報の流通に対応 した取 り組みの強

化や個人情報保護のための制度の国際的な調

和を図るべき要請が高まってきており,各 国

において個人情報保護強化へ向けた取 り組み

が開始されている。

※OECD理 事会勧告8原 則

a収 集制限の原則

個人デー タの収集には,制 限 を設 ける

べ きであ り,デ ー タの収集は適法かつ公

正な手段によって,か つ適当な場合 には,

データ主体 に通知又は同意 を得て行うべ

きである。

bデ ・・・…タ内容の原則

個人データは,そ の利用 目的に沿 った

ものであるべきであり,か つ利用 目的に

必要な範囲内で正確,完 全であ り,最 新

なものに保たれなければならない。

c目 的明確化の原則

収集 目的は収集時より遅 くない時期に

おいて明確化されなければならず,そ の

後の利用は当初の収集 目的 と両立 し,か

つ明確化された ものに制限すべ きである。

d利 用制限の原則

個人データは明確化された目的以外に

使用されるべきではない。

e安 全保護の原則

個人データは,紛 失 ・破壊 ・使用 ・修

正 ・開示等の危険に対 し,合 理的な安全
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保護措置により保護されなければならな

い

f公 開の原 則

個 人 デー タに係 る開発,実 施,政 策 は,

一般 的 に公 開 しな ければ な らない
。 また

個 人 デー タの存在,性 質及 びその主 要 な

利 用 目的 とともにデー タ管理者 を明示す
'る 手段 を容易 に利 用 で きなけれ ばな らな

いo

g個 人参加の原則

自己に関するデー タの所在を確認 し,

知らしめ られるべ きであること。 自己に

関するデータについて異議申立がで き,

異議が認 められた場合には,そ のデータ

を消去,修 正,完 全化,又 は補正 させ る

ことがで きなければならない。

h責 任の原則

データ管理者は,上 記諸原則 を実施す

るための措置 に従う責任を有すべ きであ

る。

特に,EUに おいては,1995年(平 成7年)

10月 に 「個人デー タ処理に係 る個人情報の保

護及び当該データの自由な移動に関する欧州

議会及び理事会の指令」(EU指 令)が 採択 さ

れ,域 内各国は当該指令に適合す るよう3年

以内に法制化 を含めた検討 を行 うよう求めら

れている。EU指 令では,域 内各国 は公的分

野,民 間分野 を包括的に規制す る法律の制定

が求められている。(通 常,こ う した包括的

規制 をオムニバ ス方式 と呼んでいる。)ま た,

EU指 令上,個 人情報の第三国へ の移転 につ

いて,第 三国が十分な レベルの保護措置を講

じていない場合にはその移転が禁止されるほ

か,第 三国が十分なレベシルの保護措置を講じ

ていない とEU委 員会 が認定 した場合 には,

第三国 と交渉で きるこ ととなってお り,「個

人情報 の十分 な レベ ルの保護 」 を世 界 に広 げ

るこ とを意 図 した もの となっ ている。

一方
,米 国 にお いて は,EUの 取組 とは対

照 的に包括法 は制定 せず,業 界 ・分 野 ご との

実態 にあ った対 応 を行 うセ グメ ン ト方式 を採

用 してい るが,こ れ まで も,連 邦 政府が保 有

す る個 人情 報 を対 象 とした 「プ ライバ シー法」

(1974年)を 始 め,「 公 正信 用 報告 法」(1970

年),「 ケー ブル通 信政 策法 」(1984年),「 ビ

デ オプ ラ イバ シー法」(1988年)等 の各種 セ

グ メ ン ト法 が制 定 されて い る。 さ らに,EU

指 令等 の動 きも受 けて,個 人情 報保護 施策 を

強化 してお り,1997年(平 成9年)7月 に大

統 領府 か ら発表 された 「グローバ ル な電子 商

取 引 のため の枠 組 み」 の 中で も 「米 国政府 は,

プラ イバ シーの 自主規 制 システ ム を実施 す る,

現 在取 り組 まれ てい る民 間部 門 の努 力 を支援

す る」 とい う言 及が され,1998年(平 成10年)

5月 には ゴア副 大統領 が 「21世紀 に向 けた プ

ライバ シー ア クシ ョンプラ ン」 を発 表 し,医

療 分野 の法制化 の支援 等個 人情報保 護施 策の

充実 の方向性 が示 され てい る。

その他,1995年(平 成7年)に は,相 次 い

で韓 国,香 港及 び台湾 のア ジア諸 国 におい て

も個 人情報 保護 に関す る法律 が 制定 されてい

る こ とは注 目に値 す る。 ・

3.個 人情報保護を巡る基本的考え方

(1)情 報化の進展に伴う負の側面を最小限に
し

情報化の進展によって大量かつ迅速に個人

情報が管理,蓄 積 されるようになった結果,

消費者のニーズに合 った商品 ・サービスの提

供等が可能となるなど,安 全かつ利便性 の高

い取引が可能 となっている。 しかしなが ら,

インターネッ ト等のネ ットワーク技術の進展,

普及等による個人情報の流通の加速化によっ
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て,自 己の個人情報が知 らない間に収集,蓄

積 され,本 人の予想外の 目的に利用されるこ

と等によってプライバシーが侵害される懸念

も高まっているのも事実である。したがって,

こうした情報化により懸念 される負の側面に

迅速に対応することが急務となっている。

(2)業 種業態ごとの取組が重要

個人情報 を扱う業種は,多 岐多様 にわたる

が,業 種業態により,取 引形態や取 り扱 う個

人情報 に差異が見られる。また,こ れから21

世紀 に向けて,経 済の構造変革が急速 に進む

とともに,情 報技術 を始め とする産業技術が

大 きく進展していくこととなる。

こうした中,わ が国において適切な個人情

報の保護を図るためには,個 々の業界の実態

に合わせた具体的かつ実効的な体制整備を進

めていくことが不可欠である。その際,個 人

情報の質によって,取 るべ き保護体制が異な

って くることに留意が必要であり,個 人信用

情報,医 療情報等センシティブな情報 を扱う

分野においては,法 制化 も含めた厳格 な対応

が望 まれる。(例 えば,あ る個人 につい て

「消費者金融か ら100万 円の借金 を してお り,

現在,1か 月ほど延滞 している」 という個人

情報 と 「昨 日の晩は,一 家で ピザ を食べた」

とい う個人情報では,取 るべ き保護体制が異

なって くる。)

(3)事 業者の自主的努力が不可欠

インターネット取引の普及等により,個 々

の商取引 において取 り扱 われる個人情報が,

多種多様 になってい く中,今 後 ます ます市場

において個人情報の取扱いについて厳 しいチ

ェック機能が働 くことになるのは必至である。

例えば,電 子モールでシ ョッピングをするに

は,決 済に関する情報 を含め個人情報の提供

が必要だが,消 費者は,安 心 して商品を購入

するために,自 己の情報に関 して適切な取扱

いを行っているかどうかについて大いに関心

を持つことになる。

したがって,個 々の事業者が,自 主的に的

確 な保護措置 を講 じ,そ れを消費者 にアピー

ルして信頼を得ることが,今 後の ビジネスに

おいて不可欠な要素となる。

(4)消 費者 に分か りやす く,使 いやすい制度

上記のような市場メカニズムを実効的に働

かせるためには,事 業者の 自主的取組 ととも

に,適 切 な個人情報保護を行っている企業が

消費者に分かりやすい仕組みを整備し,消 費

者からの苦情,不 安に対応する制度 を構築す

ることが重要である。

4.個 人情 報 保護 ガ イ ドライ ンの改正

(1)個 人情報保護ガイ ドラインの改正

2.で述べたような個人情報保護 を巡る国内

外の状況の変化を踏まえて,通 商産業省 にお

いては,平 成7年 度か ら,機 械情報産業局長

の研究会である 「プラバシー問題検討ワーク

キンググループ」(座 長:堀 部 政男 一橋大学

教授く当時〉)に おいて,抽 象的であった平

成元年のガイ ドラインを具体的かつ詳細にす

るような改正,民 間事業者の自主的な取 り組

みを補完する諸制度の整備,消 費者の苦情等

に対応する窓口機能の充実等の点に関する検

討を開始し,平 成8年4月 には,わ が国民間

企 業等 の事 業活動 の実態 を踏 まえ,ま た,

EU指 令採択等の国際的動 向をも視野 に入れ

た改正ガイドライン第1案 が完成 した。

そ して,平 成8年5月 か らは,改 正案に関

する関係者説明及び意見照会を,現 行通商産

業省に登録 を行 っている12の 事業者団体及び

結婚相談業,学 習塾業界等の対個人サービス

を提供する業界や地方公共団体等に対して実
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施し,さ らに,平 成8年12月 には,通 産省公

報及びインターネ ットホームページを通じて,

国民 に対 し広 く意見照会を行った。

このような過程を経て,従 来の個人情報保

護ガイ ドラインの改正版 として 「民間部門に

おける電子計算機処理に係る個人情報の保護

に関するガイドライン」(平 成9年3月4日

通商産業省告示第98号)を 告示するに至った。

今回の改正 により,OECDガ イ ドラインや

EU指 令 とも,個 人情報保護の内容において,

ほぼ同水準 となるもの と考 えている。

(2)業 界 ガイ ドラインの策定

改正 ガイ ドラインの中では,事 業者団体ご

との 「業界 ガイ ドライン」の策定が要請 され

てお り,各 業界で取 り組みが進め られている。

業界ガイドラインが策定されている団体 とし

ては,電 子 ネッ トワーク協議会,(社)情 報サ

ービス産業協会,日 本チェーンス トア協会,

(社)日本 ガス協会,(社)日 本通信販売協会,

(社)日本熱供給事業協会,日 本 コンパク トデ

ィスクレンタル商業組合,電 気事業連合会,

日本百貨店協会が挙げ られる。

なお,各 事業者は,こ れら業界 ガイ ドライ

ン等 を参考に して,自 社の取 り組みについて

の内規である 「コンプライアンス ・プログラ

ム」を策定することとされている。

(3)個 人情報保護ハ ン ドブックの策定

個人情報保護ガイドラインの改正を受けて,

個人情報保護について広 く一般 の理解を助け,

より実効性のある取 り組みが可能 となるよう

事例の研究や個人情報保護ガイドラインの詳

細な解説を行った個人情報保護ハンドブック

を10年2月 に策定 した。事 業者 団体 を始 め,

消費者,研 究者等 に幅広 く配布 している。

(4)電 子商取引に係る個人情報保護施策の充

実

電子モール等電子商取引に伴い蓄積される

個人情報について,電 子商取引実証推進協議

会(ECOM)に おいてガイ ドラインを策定

した。(平 成9年5月 にガイ ドライン案 を公

表,10年3月 にガイ ドライン策定)

(5)個 人信用情報の保護について

貸金業者,ク レジ ット業者等が取 り扱 う個

人信用情報については,侵 害事例の発生,多

重債務の防止等の観点か ら,そ の保護のあ り

方について検討が進められ,大 蔵省,通 商産

業省の合同懇談会である 「個人信用情報保

護 ・利用の在 り方に関する懇願会」において

平成10年6月 に報告書がまとめ られ,セ ンシ

ティブである個人情報の取 り扱いについて法

制化 も含めた対応による措置が図られるべき

であるという方向性が示されたところである。

5.個 人 情報 保 護 ガ イ ドライ ン改正 案の

内容

(1)社 会的差別要因 となる個人情報の取扱い

の禁止(第7条)

人種,民 族,信 教等の特定の機微 な個人情

報 については,情 報主体の明確 な同意がある

場合等を除いて収集,利 用及び提供 を禁止 し

ている。

(2)個 人情報の収集,利 用等 を行 う場合の要

件(第8条,第9条,第11条,第13条,

第14条)

個人情報の収集 を行 う際 には,本 人(情 報
ト

主体)に ①企業内の個人情報の取扱の管理者,

②個 人情報収集 の 目的,③ 個 人情報の開示,

訂正 を求める権利があること等 を伝えなけれ

ばならない。

また,個 人情報の収集 を間接的に行 う場合

には,改 めて本人に通知 しなければならない。

個人情報については収集の目的内で行わな
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ければならない。収集目的を超える場合には

改めて本人に了解を取らなければならない。

(3)個 人情報のセキュリティの確保(第17条)

個人情報の紛失,破 壊,改 ざん,漏 えい等

に対 し技術的,組 織的に対応 を行わなければ

ならない。

(4)個 人情報 を取 り扱 う管理者,従 事者の責

務(第18条,第22条,第23条)

企 業内で個人情報の取扱 に責任 を有する

「管理者」 を定めなければならない。管理者

は,関 係する従業員に個人情報保護の徹底を

図るとともに,個 人情報の取扱いに従事する

者 は,個 人情報の保護に十分な注意 を払 わな

ければならない。

(5)個 人情報の委託処理 に関する措置(第19

条)

アウ トソーシングの増加 によ り個人情報の

取扱を外部に委託する場合が見られるが,そ

の場合 には,個 人情報 に関す る秘密の保持,

両者の責任分担 を明確 にしなければならない。

(6)個 人情報の開示 ・訂正権(第20条)

企業は,本 人から自己の情報について開示

を求められた場合には,こ れに応ずる。また,

情報が誤 っていた場合には,訂 正 に応 じなけ

ればならない。

(7)自 己情報の利用又は提供の拒否権(第21

条)

企業が既 に保有 している情報 について,本

人か らその利用又は提供 を拒否 された場合に

は,こ れに応 じなければならない。

※個人情報保護ガイ ドライン

～民間部門における電子計算機処理に係る

個人情報の保護に関するガイドライン

(平成9年3月4日 通商産業省告示第98

号)～

一一6一

第1章 ガイ ドラインの目的

第1条 目的

第2章 定義

第2条 定義

第3章 ガイ ドラインの適用範囲

第3条 対象 となる個人情報

第4条 ガイ ドラインの拡張

第4章 個人情報の収集に関する措置

第5条 収集範囲の制限

第6条 収集方法の制限

第7条 特定の機微 な個人情報の収集

の禁止

第8条 情報主体か ら直接収集する場

合の措置

第9条 情報主体以外か ら間接的に収

集する場合の措置

第5章 個人情報の利用に関する措置

第10条 利用範囲の制限

第11条 目的内の利用の場合の措置

第12条 目的外の利用の場合の措置

第6章 個人情報の提供 に関す る措置

第13条 提供範囲の制限

第14条 目的内の提供の場合の措置

第15条 目的外の提供の場合の措置

第7章 個人情報の適正管理義務

第16条 個人情報の正確性の確保

第17条 個人情報の利用の安全性の確

保

第18条 個人情報の秘密保持に関する

従事者の責務

第19条 個人情報の委託処理に関する

措置

第8章 自己情報 に関する情報主体の権

利

第20条 自己情報 に関する権利

第21条 自己情報の利用又は提供の拒



寄稿 ・解説

否 推

窮9章 組織 及 び実 施責任

第22条 代 表者 による管理者 の指名

第23条 管 理者 の責務

第10章 その他

第24条 通信網 を利 用 して電磁 的記 録

を送受信 す る場合 の通知

(注)ガ イ ドライ ンの本文 は,JIPDECホ ー

ムペ ー ジ(http://www.jipdec.or.jp)で 閲

覧 で きる。

6.そ の他 の個 人情 報 保護 施策

以上,民 間部門における個人情報保護の強

化については,個 人情報保護ガイ ドラインを

中心 に対応を図っているところであるが,ガ

イ ドラインとパ ッケージでその実効性を担保

するための各種施策を進めている。

(1)プ ライバシーマーク制度

平成10年4月1日 か らJIPDECに おいてプ

ライバ シーマー ク制度 の受付が開始 された。

プライバシーマーク制度 とは,実 施団体であ

るJIPDECが,通 商産業省 の個 人情報保護 ガ

イ ドラインに沿って適切な個人情報の保護を

行っている事業者に対 して,そ の申請に基づ

き,取 り扱いが適切である旨を証明 したプラ

イバシーマークを付与 し,事 業者がJIPDEC

との契約の範囲内でマークを使用することが

できるという制度である。既に述べたとお り,

適切な個人情報の保護 を図る上では,民 間事

業者の自主的取組 を促進す るとともに,消 費

者にとって分か りやすい制度 を確立すること

が重要であるが,本 制度は,そ ういった観点

か らも個人情報保護レベルの向上に大きく資

するものとして評価でぎる。

(2)消 費者相談窓口制度

プライバシーマーク等によって,消 費者が

事業者の取組 について評価できる環境が整備

されることも重要であるが,一 方で,自 己の

個人情報の取 り扱 いについて相談できるシス

テムの整備も重要である。そういった問題意

識から,プ ライバシーマーク制度の運用開始

とともに,4月1日 にJIPDECに 消費者か ら

の苦情,相 談を受ける消費者相談窓口を設置

したところである。JIPDECの 相談窓口では,

個人情報保護について専門的な立場から相談

に応 じるとともに,市 町村等その他の窓口と

も連携 を図り,様 々なニーズに合った相談体

制の整備を図ってい くこととしている。

(3)個 人情報保護分科会の設置

また,EU指 令が求める 「十分な レベルの

保護」の確保のための施策の一環として,わ

が国の個人情報保護施策のあ り方について調

査審議 し,当 省 に対 し政策提言 を行 う機 関た

る 「個人情報保護分科会」を平成10年2月 に

産業構造審議会に設置 した。

分科会においては,国 内外 において個人情

報保護 に関する取組を行っている機関又は組

織との情報交換を実施しながら,個 人情報保

護の実態 を踏まえた個人情報保護措置のあり

方に関する調査審議 し,政 策提言 を行 う。

(4)個 人情報保護 に係る説明会の実施

個人情報保護については,事 業者,消 費者

の自主的な取 り組みが重要であるため,通 商

産業省ではその重要性について積極的に説明
、

会 を実施 している。

平 成10年4月 以 降,東 京(2回),大 阪,

名古屋,札 幌,福 岡,広 島,仙 台,高 松 にお

いて説明会 を実施 し,い ず れ も大変好 評で あ

った ところであ るが,今 後 ともこ うい った説

明会 を実施 してい きたい と考 えて いる。
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7.通 商産業省の個人情報保護施策について(ス キーム図)

商 産 業

通商産業省ガイドライン

業界団体

業界がイドライン

(C/P雛 形)

企業 企 業

(C/P)(C/P)

業

D

企

ぴ(

情報の

業界団体

業界がイドライン

(C/P雛 形)

産構審

個人情報保護分科会

(情 報 主 体)
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JIPDECREPORT

鐙業闘電子繭満引推進機構の発足について

1.企 業 間 電 子 商 取 引 推 進 機 構 の 発 足 に

つ い て

(財)日 本情報 処理 開発協 会 は平 成10年7月

1日 付 で付属 機 関 のSTEP推 進 セ ン ター を改

組 し,企 業 間電 子 商 取 引 推 進機 構(英 文 名

JapanEC/CALSOrganization,略 称JECALS)

を設立 しま した。STEP推 進 セ ンター(JSTEP)

お よびCALS技 術研 究組 合(NCALS)を 母体

と して新 た に誕生 した企 業 間電子 商取引 の実

用化 お よび国際標 準化推 進 のため の組 織です 。

7月10日 に は 荒 木 浩 電 気 事 業 連 合 会 会 長

(東京電 力 社長)を 議 長 に第1回 の評 議 会 が,

同27日 には運 営 委 員 会 が そ れ ぞ れ 開催 され,

本格 的 な活動 が始 ま りま した。会 員構 成,委

員 会構成,事 務 局体制 は表1,図1,図2の

通 りです 。最 新 の会 員 リス トな どはJECALS

の ホームペ ー ジを ご覧下 さい。

httP://www.jecals.jipdec.or,jp

▼表1会 員構成と会費

正 員

(会費300万 円、

団体 は600万 円)

評議会、運営委員会に参加し、本機構 の運営、事業内容、実施 プロジェク ト

等 に関する意思決定 に参画できる。

常駐研究員を派遣できる。各部会 ・分科会 ・WG活 動 に参加できる。

各部会に参加 し、実施プロジェク トの決定等に参加できる。

常駐研究員を派遣できる。分科会 ・WG活 動に参加できる。

一 般 会 員 事業成果、関連情報等の提供を受ける ことができる。

(会費80万 円)分 科会 ・WG活 動の一部に参加できる・

▼図1委 員会構成

標準化部会

・ISO国 内対策委員会

・JIS化委員会

▼図2事 務局体制
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JECALSの 活動 目的 は当然 の こ となが ら,

製品デー タ表現の国際標準化対応窓口として

永年の活動実績を持つJSTEPと,3年 間に及

ぶ数 々の実証実験 などを通 じてCALS(生

産 ・調達 ・運用支援統合情報 システム)の 有

効性 を実証 して きたNCALSの 事業活動,成

果 を継承す ることが基礎 になっています。し

かし,よ り積極的には新機構設立のための準

備委員会が5月 の時点でまとめた別掲の趣意

書 「設立に当たって」にもある通 り,日 本経

済の再活性化 と国際競争力向上を目標 とする

企業間電子商取引の 『実用化』と,グ ローバ

ルにそれを実現可能にす る 『国際標準化』で

す。

このため,JECALSは 高度産業情報化促進

のための国の資金と,活 動の主旨に賛同す る

企 業 ・団体 か らの会費 をもとに運営 され,

STEP(製 品モデルの表現 と交換 に関する標

準)を は じめ,CALS(生 産 ・調達 ・運用支

援統合情報システム)実 現のための要素技術

の調査 ・研究 ・開発や国際標準化への対応の

ほか,特 に国の行政機関などとの協調 により,

具体的なテーマに基づ く企業間電子商取引実

用化プロジェクトの展開や次世代インターネ

ットなど高速 ・大容量のデータ通信網運用技

術の研究に取 り組みます。

もちろん,企 業間電子商取引の現状 や課題,

問題点 を調査分析 した り,活 動の過程で生 じ

た様 々な情報 を広 く発信 し,活 動の成果を産

業界に浸透 させていくことも重要です。この

ためJECALSで は調査や広報活動 にも力 を注

いでい きます。

特に,初 年度の平成10年 度 は,政 府が景気

刺激を目的に総合経済対策を打ち出し,そ の

一環 として電子商取引の本格的導入のための

補正予算約500億 円が盛 り込 まれたことに伴

い,JECALSはECOMと 共 にその受け皿 とな

ることにな りました。具体的には国の出資を

受けたIPAか ら事業 を受託 し,企 業間電子商

取引の実用化に直結するプロジェクトを推進

するもので,す でに事業の公募 要領 を配布,

全国各地の通商産業局単位で実施 した説明会

も終了しました。

このうち,7月9日 に東京の関東通産局で

開かれた説明会には業界や企業などから予想

の倍の約700人 が参加,資 料が不足するほど

の関心の高 さでした。9月1日 に応募 を締 め

切 り,ほ ぼ1カ 月の書類審査,ヒ アリングを

経て10月 上旬 には契約締結の予定です。

また,こ れ とは別 に政府は来年度 に向けて

次世代インターネット構築のための予算措置

を講 じることになっており,こ れについて も

JECALSプ ロジェク トの推進 を担当す ること

になっています。

JECALSが 国 との連携 によりこの ようなプ

ロジェクトを推進するのは,高 速度大容量の

次世代情報 ネットワーク上で多数の国際企業

が情報を交換 ・共有し合う21世紀型の産業活

動環境 に積極的に対応 してい く必要があるか

らです。

このようにJECALSが 取 り組む実用化 プロ

ジェク トの具体的なテーマの決定は秋ごろに

なりますが,STEPの 実用化,標 準化 につい

ては平成10年 度の事業計画は旧J㎝EPで の検

討 ・審議 に基づ き,表2の ように決定 してい

ます。 また,STEPは じめ企業間電子商取引

推進のために必要な要素技術に関しては実用

化プロジェク トなどの流れの中で様々な角度

から検討されることが予想されます。こうし

た取 り組みの中か ら今後 はSTEPに 限 らず,

より広い視野か らの標準化活動が期待されて

います。
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JI理ECREPΩ 』窓忽

▼表2JECALSの 平成10年 度STEP関 連事業計画 と実施状況

国際標準化事業

平成6年 末の第一版 リリース以降 もSTEP規 格開発は順次進行 し拡大 しています。 この

ISO国 際規格STEPの 制定業務 に関 して,平 成10年 度 も次期 リリースに関する審議 を継続

する とともに,日 本案の国際会議への提案のため,積 極的に参画 して いきます。

(1)ISO国 内対策委員会 平成10年 度 はISO国 内対策委員会を引き続 き開催 し,製

の開催 品モデルデー タ交換のための国際規格STEPの 技術的検討 を行

い,rlSOTC184/SC4」 組織 の審議委員会 に引き続き参加 し

ます。

(2)国 際会 議への参加 とISOTCI84/SC4の 国際会議は平成10年 度 に3回 開催 され

交流 ます。 この国際会議 に出席 し,提 案 と審議 を行 うと共 に,会

議 に出席する各国STEP関 係者 と情報 を交換 し,そ の結果を国

内 に提供いた します 。

6月 には ドイツ(Badaibling)に て国際会議が開催 され まし

たが,STEP推 進セ ンターか らは10名 を派遣致 しま した。

(3)生 産プ ロセスシステ

ムの標準化(STEP基 盤

規格の開発)

平成10年 度,工 業技術院か らの新たな委託事 業 として活

動 を開始す るものです。

設計変更や生産工程で必要 とされ るダイナ ミック(動 的)な

製品モデル を表現す るための規格 を検 討 し,最 終 的 にはISO

へNWI(NewWorkltem)提 案 に持ってい く計画です。

平成10年 度 は3つ のダイナ ミックプロセス(① 設計変更へ

の対応 を可能 とす る製品モデル,② 設計モデルか ら生産モデ

ルへの変換 プロセ ス,③ 製品加工プ ロセ スの動的表現への要

求事項)を 対象に,STEP基 盤規格が具備すべ き要件 を抽出し,

整理を行 い次年度以降の開発へ繋げて い く作業を行 います。

2.JIS原 案作成事業

平成9年 度は,Part105(Kinematics),Part202(三 次元モデル と製図)のJIS原 案を作成

しま した。

平成10年 度 はPart45(マ テリアル),Part47(ト レランス),Part49(プ ロセスの構造 と

属性)のHS原 案を作成す る計画です。

3.プ ロジェク ト推進事業

前年度 に引き続き,発 電プラン トで用 いられ る製品モデルデータの表現技術,交 換技術,

標準化動向等 に関する調査研究 を行 うと共に,今 後重要 となるSTEPに 関する技術にっ い

て研究 を行 います。

平成9年 度で,「 機械部品WG」,「 実証推進WG」 は完了いた しましたが,そ の他 「発電プ

ラン ト」,「生産設計」等6つ のWGに ついては平成10年 度も引き続 き活動 を行 います。

平成10年 度の活動 にあたっては,工 業技術院のプラン トソフ トウェアの標準化調査事業

期間延長方針 によ り,具 体的成果に繋が る様活動計画を見直 しいた しました。

(1)発 電 プラ ン ト製 品モ 発電 プラン トのライフサイクル全般 を支援す るプラン ト ・

デルデ一夕交換技術 プ ロダク ト ・モデルの検討 を進め ます。

本年度 は平成9年 度 に開発 したスーパー ・モデルの検証を

行 い,ブ ラッシュアップ を図る計画です。具体的 には,プ ラ

ン トデー タウエアハ ウスの標 準化 とスーパー ・モデル との整

合性 を図 り,発 電 プラン ト分 野のプラン ト ・プロダク ト・モ

デル を確立す るものです。

更 に,AP227に っいて,特 にプラン トエ ンジニア会社か ら

配管製作業者 に渡 される 「配管 プ レファブデー タ」 に的を絞

り,実 務 に適用で きる レベル の詳細な新 しいコンフォーマ ン

スクラスの開発を行 うため検討を開始 します。
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(2)設 計 部 門 に お け る 設計部門 にとってSTEPの 実用化 は,今 や 目前の現実的な

STEP活 用技 術 課 題 とな って い ます 。 ま た,製 図 ・PDMお よびTDP(鯉202・

AP203・AP232)な どの分野に産業界の強い関心が注がれていま

す 。

本年度は,STEP活 用範囲を実業務 との関わ りを持 ちなが ら

拡大する方向で検討を進めていくためにPDM等 の実モデルを

中心に研究 を行っていく計画です。

(3)設 計 と生産のデ ータ 平成9年 度は 「AP224を 中心 とした設計～生産準備への情

イ ンタフェース技術 報伝達モデル実験」のデモプログラムを開発致 しました。

本年度は このデモプログラム を機能拡張 し,AP224の 業務

への適用性を実証評価 します。

更 に,AP203,AP224とAP214と の連携 可 能性 を調査 し連携

システムの検討 を行 う計画です。

(4)機 械分野の アセ ンブ 平成9年 度からの継続研究で,一 般の機械組立品を表現す

リモデルと解析技術 る ことが で きるアセ ンブ リモデルの開発 を行 うと共にケー ス

スタデ ィを通 してその実用性評価 を行 います。

(5)製 品のパラメ トリ ッ ISOの パ ラメ トリックス規格 開発パー トナー としての役割

クな表現技術 を継続 して行 います。

これ までの3年 間の成果 をベー スに,パ ラメ トリック ・カ
一ネル機能セットを詳細に検討し,実 装技術適応の可能性を

検討 します。

(6)プ ロダ ク トモデル を STEP技 術の普及 ・STEP規 格 の今後 の展 開に関連 して,プ

記述する言語技術 ロダクトモデルの諸相を記述する言語の新たなる枠組みが求

め られ て います。 プ ロダ ク トモ デル記 述言語 の要 求項 目と

EXP肥SSお よびEXPI硯SSHの 仕様 との関係を調査研究 します。

4.鯛 査普及事業

STEPに 関す る普及促 進及び国内 ・外 のSTEP実 用化 に関する技術,関 連す る応用技術 の

動向調査研究を行います。

(DSTEPに 関する普及促 STEP関 連情報の収集 と発信のための仕組みを強化 します。

進 特にSTEPの 理解 を深める情報の提供を強化 し,セ ミナー,デ

モ ンス トレー ション,ワ ー クショップの開催等企画,実 施 を

行 います。

(2)STEP実 用化 に関する 本 年 度 は,PDES.Inc,ProSTEP.GmbH等 各 国STEPセ ン タ ー

技術交流 との連携を深め,STEP実 用の効用 に関す る技術交流を行 ない

ます。また,こ の様な交流の中で国内 ・外のSTEP実 用化に関

する動向,応 用技術等の調査分析を行いその結果を広く産業

界へ情報提供 いた します。

(3)PDMス キ ー マ 作 成 プ AP203のCC1で 標準化 されている製品構成管理デ一 夕モデ

ロジェク トの企画 ル を,企 業で利用 している部品表およびPDMシ ステムか らの

要求仕様 に応 じて見直 し,日 欧米のSTEPセ ンター の間で標準

デー タモデル として策定するプロジェク トの可能性 について

企画 ・提案 します。

(4)PDES,ProSTEPと 共 同でSTEPプ ロモ ー シ ョン ビデオ の作成 を行 い,経 営 者 層 にSTEP

の理解 を深めても らい,STEP実 用化の促進を図 ります。
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製造業 における基盤技術 としてのSTEP実 用化 のため,わ

が国の先進的企 業や 業界 にお けるSTEPの 利用促進 を図 りま

す。

本年度は産業界で実用化ニーズの高いAP202,AP203を 中

心 とし,企 業 のSTEP実 用化を支援 するため
・質問回答サー ビス

・実用化 ガイ ドライ ン作成

・ラウン ドテーブル(ベ ンダー及びユーザ)の 開催

・データ交換実験環境 の提供

等を実施 いた します。

(2)HLDAIの 実証 およ び 平成8年 度,平 成9年 度 に情報処理振興事業協会(IPA)と

利用の推進 の 契 約 に よ り実 施 し たHLDAI(HighLevelDataAccess

Interface),STEPシ ステム構築支援環 境の研究開発 は平成9

年度 をもって研究開発 を完 了し,CADデ ータ交換 とPDMの デ
ータ活用への適応性が検証 され ました。

平成10年 度 は,こ の成果 を会員企 業に公開 し実用化 を促

進 します。 そのため,HLDAIの 産業界 における実証 ・実験 プ

ロジェク トを企画 ・実施する予定です。

2.設 立 に当 た って(設 立趣 意 書)

今 日,あ らゆる経済活動 に情報通信技術を

活用することによって,生 産性 ・効率性の飛

躍的な向上や新規産業の創出を促すことによ

り,経 済の好循環 を実現 させ,わ が国経済の

再活性化 と国際競争力の強化を図ることが焦

眉の課題 となっております。

このような 「デジタル革命」とも言うべき

変革期にあって,企 業間における電子商取引

は,調 達/販 売,設 計/製 造,運 用/保 守,

廃棄/再 利用などの製品のライフサ イクルに,

資金流,物 流等 を加 えた企業活動全般 にわた

るものであるため,産 業界にとってその実現

による効果は極めて大きいものと考えられま

す。それ以上に,世 界的な潮流 となっている

電子商取引に適切に対応 し,さ らにこれ をリ

ー ドしてい くことなくしては,ま す ますボー

ダレス化す る国際経済にわが国の産業界が大

きく立ち遅れると言っても過言ではありませ

ん。

企業間電子商取引に必要な広汎なシステム,

技術 については,生 産 ・調達 ・運用支援統合

情報 システム技術研究組合(CALS技 術研 究

組合)が,世 界に先駆けて平成7年6月 か ら

国際的 に注 目 されてい るCALSに 取 り組 み,

産業で共通 に利用するための実証研究に多 く

の成果を上げ,本 年5月 で終了することにな

りました。

今後は,CALS技 術研究組合等での実証事

業の成果を継承 しつつ,広 く産業界が結集 し

その創意 と工夫によって企業間電子商取引の

本格的実用化と普及に一丸となって取 り組む

必要があると考えます。これにより,わ が国
ト

における実証実験等の成果等英知を糾合 し,

互いに情報 を交換 し,刺 激を与 え合 うことに

より,わ が国のみならず世界の電子商取引の

一大センターとしての役割を果たそうとする

ものであ ります。

このような産業界での動きに対応 し,政 府

は,先 の総合経済対策 において電子商取引の
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本格的導入促進のために大規模な対策を決め

たところであ ります。

このため,産 業界が結集 して企業間電子商

取引に取 り組む場として,(財)日 本情報処理

開発協会の組織 を活用 し,同 協会が行 って き

たCALSの 重要 な技術要素の1つ であるSTEP

(製品モデルデー タの表現 と交換 に関する標

準)の 標準化や研究成果等 をも継承 して 「企

業間電子商取引推進機構」を設立 しようとす

るものです。

同組織は,電 子商取引に関連する技術進展

が著 しいことも勘案して,当 面2年 間を目途

とした活動 を予定 しています。その間,企 業

間電子商取引の実用化に向けたプラットフォ

ームの技術研究開発,業 際 ビジネス基盤の開

発や取引ルール等のモデル化,国 際標準化等

の目標 を設定す るとともに,わ が国の主要な

産業界,企 業の研究者による研究開発プロジ

ェクトを設け,企 業間電子商取引の一層の推

進 と当該分野において国際的に貢献し得る成

果を目指 し活動を行うものです。

平成10年5月12日

企業間電子商取引推進機構

設立準備委員会一同
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プライバ シーマーク制度 について

1.は じめ に

当協会 は,個 人情報の保護 を目的 と した

「プライバシーマーク制度」を平成10年4月

1日 より運用開始 しました。この制度は,民

間の事業者が顧客のプライバ シー保護を図る

ため,個 人情報を取扱 う体制等の整備状況を

審査 し,通 商産業省の個人情報保護 ガイ ドラ

インに準拠 していると認定 した場合に,そ の

ことを示す"プ ライバ シーマーク"の 使用 を

許可するものです。

この制度により,事 業者 には,プ ライバシ

ーマークが社会的信頼 を得る手段 となること

から,個 人情報 を適切 に取扱 うための体制整

備等に努力を傾けるインセンティブを与え,

情報主体である個人には,プ ライバシーマー

クによって事業者の個人情報の取扱いが適切

であることを容易に判断する一つの目安を提

供することになります。

2.背 景 と経 緯

コンピュータの活用が本格化するようにな

った1960年 代以降,企 業活動のためにコンピ

ュータに大量に蓄積された個人情報が不用意

に漏えいし,プ ライバシーの侵害が発生する

等の危険性が顕在化 したことから,先 進諸外

国では個人情報保護 に関する立法措置等が講

じられてきました。例えば,ス ウェーデ ンの

デー タ法(1973年),ア メリカの1974年 プラ

イバシー法(1974年),西 ドイツ(当 時)の

連邦デー タ保護法(1977年)等 です。

1980年 代 に入 ってまもな くOECDプ ライバ

シー ・ガイ ドラインを採択 し,わ が国をは じ

め加盟各国が個人情報の保護に取 り組んでき

ました。(詳 細 については,本 紙 「通商産業

省の個人情報保護施策」を参照 して下さい。)

また,1995年10月 にEU指 令が採択 された

ことか ら,個 人情報の保護が一国の問題 に止

まらず,国 際的な問題 として対応することが

必要な状況になってきました。

この ような状況の中,わ が国において も,

国際的な動向を反映 した個人情報保護の推進

を図る必要性から,通 商産業省においては民

間部門を対象とした個人情報保護ガイドライ

ンを改定 し平成9年3月4日 に公表 しました。

当協会では,こ の ような動 きを受けて 「個

人情報保護に係 る環境整備検討委員会」(委

員長:堀 部政男中央大学教授)を 設置 し,ガ

イ ドラインの実効性 を担保する具体的方策に

ついて検討を進めてきましたが,そ の成果 と

して 「プライバ シーマーク制度」を具体化す

ることができました。

3.プ ラ イバ シ ーマ ー ク制 度 の骨 子

3.1目 的

プライバ シーマーク制度は,個 人情報の取

扱いについて適切な保護措置を講ずる体制を
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整備 してい る民 間事 業者等 に対 し,そ の旨 を

示 す プ ライバ シーマー クを付 与 し,事 業 活動

に関 して プラ イバ シーマー クの使 用 を認 め る

もの です。

本制 度 は,個 人情報 の保護 に関す る個 人 の

意識 の向上 を図 る こと,民 間事業者 の個 人情

報の 取扱 いに関す る適 切性 の判断 の指標 を個

人 に与 える こ と,民 間事業 者 に対 して個 人情

報保 護措置(コ ンプ ライア ンス ・プロ グラム,

以 下 「CP」 とい う。)策 定へ の インセ ンテ ィ

ブ を与 え るこ とを主要 な 目的 と してい ます。

3.2実 施体制

本制度を実施する体制は,図(プ ライバ シ

ーマーク制度の枠組み)に 示す通 り,プ ライ

バ シーマーク付与機関 として当協会と,当 協

会が一定の条件 を満たした と判断して指定す

るプライバシーマーク付与指定機関で構成し

ています。

(1)プ ライバ シーマーク付与機関(付 与機 関)

指定機関 を指定すること,申 請 を受 けた事

業者の個人情報の保護体制が審査条件をクリ

アしているか どうかを審査 し認定すること,

認定 された事業者にプライバシーマークの使

用許可(付 与)を 行 うこ とをは じめ として,

本制度全体の適正 な運営管理 を行います。そ

のために,下 記の委員会等 を設置 して運営 し

ます。

①プライバシーマーク制度委員会

有識者,業 界団体代表,消 費者代表,法

曹界代表等で構成する当協会内に設置した

委員会で,指 定機関の指定 に関す る審議,

プライバ シーマークの付与の取消等の処分

に関する審議及びその他プライバシーマー

ク制度全般に係る事項を審議 します。

②消費者相談窓口

個人情報保護に関連する消費者からの問

合せ,苦 情等に対 して,関 連諸団体 と協調

して対応するための統一的窓口で,相 談内

容の分析 ・対応策の検討 を行い本制度の運

営に反映させます。当協会内に設置 してお

り,常 時受付けています。

(2)プ ライバ シーマーク付与指定機関(指 定

機関)

事業者の個人情報の保護体制等 を審査 し認

定する能力と体制を整備 した事業者団体等の

機関で,プ ライバ シーマーク制度委員会の審

議を経て当協会が指定 した機関です。民間の

事業者からプライバシーマーク付与の申請を

受付けて審査し,認 定する役割 を担 っていま

す。

3.3マ ーク付与の対象,単 位,有 効期限

(1)対 象

国内に活動拠点 を持ち,個 人情報 をコンピ

ュータによって処理している民間の事業者で,

少 な くとも下記の条件 を満た している事業者

が対象です。

①通商産業省の個人情報保護ガイ ドライン

または同ガイ ドラインに基づき民間事業

者が属する事業者団体が策定した業界ガ

イ ドラインに準拠 したCPを 定 めている

こと。

②CPに 基づ き,個 人情報 の適切 な管理が

実施 され,ま たは実施で きる体制が整備

されていること。

③申請の時期までの過去2年 間に,下 記の

事項の一つ以上に該当 したことが無いこ

と。

・個人情報の漏洩が発生 したことがある。

・個人情報の取扱いに関して情報主体の

権利を侵害したことがある。
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▼図:プ ライバシーマーク制度の枠組み

一 通商産業省

ピ醐 艦 麗鷲 ドライン)産 縦 書.会

(民 間部門の個人情報保護ガイドライン鮮鋭書)(一 世 猶)
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・プ ライバ シーマ ー ク付 与 の取 消処分 を

受 けた こ とがあ る。

(2)単 位

プ ラ イバ シーマー ク付 与 は,原 則 と して事

業 者(法 人)を 単位 とします。 た だ し,申 請

によっ て事業 部,工 場 又 はサ ー ビス(事 業)

単 位等,事 業者 の一部分 を単位 とす る こ とが

で きます。

(3)有 効 期限

プラ イバ シーマー クの付与 の認定 に よって

使 用 す る こ とが で きる期 間 は,2年 間 です 。

以降 の使 用 に関 しては,更 新 の手続 きが必 要

です 。

3.4料 金

プ ライバ シー マー クの付 与 を申請 して認 定

を受 け,プ ライバ シーマ ー ク を使 用す るため

には下記 の料 金 が必 要で す。

(1)プ ラ イバ シーマ ー ク付 与 の 申請手数料

プラ イバ シーマー ク付 与 申請 時 に必 要 な料

金 で,1申 請 当 り8万 円(消 費 税 別)で す 。

認定 の可否 にかか わ らず必要 です。

(2)プ ラ イバ シーマー ク使 用料

付 与 の認定 を受 けてプ ライバ シーマ ー クを

使 用す る場合 は,2年 間(有 効期 間)の 使 用

料 と して5万 円(消 費税 別)が 必要 です。

きます 。違反 した場合 には,プ ラ イバ シーマ

ー クの使 用 を取 消す等 の措置 を講 じます。

・店頭

・契 約約款

・説 明書

・宣伝 ・広告 用資料

・封 筒

・便 箋

・名刺

・ホ ームペ ージ 等

(2)マ ー クの権利 等

プ ライバ シーマ ー クの権利 は,付 与機 関が

保有 します。 したが って,不 正 に使 用 された

場合 には,法 的措 置 を講ず る こ とが あ ります 。

Al23456{01)

マーク部

登録番号

更新回数

事業者番号

指定機関コー ド

3.5プ ライバ シーマ ークの使 用

付与 の認 定 を受 けた事 業者 は,付 与機 関 と

の 間で使 用 条件等 を定 めた プラ イバ シーマ ー

ク使 用契約 を締結 して使 用 します。

(1)マ ー クを使 用で きる場所等

プ ライバ シーマ ー クは,プ ライバ シーマ ー

ク使 用 契 約,プ ラ イバ シー マ ー ク使 用 規程,

プ ライバ シー マー ク使用 手引 の定 め を順 守 し

た うえで,下 記 の場所等 に使用 す る こ とがで

3.6マ ーク付与の手続

プライバ シーマーク付与の手続きは,下 記

の流れにしたがって行われ ます。

(1)プ ライバシーマーク付与 申請の受付

プライバシーマークの付与を受けようとす

る事業者は,下 記の申請書類 を用意 して付与

機関または指定機関に申請 します。

①申請書

②登記簿謄本(ま たは抄本)等

一18一
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③組織の定款

④ コンプライアンス ・プログラム

(2)プ ライバ シーマー ク付与申請の審査

申請書類に基づいて個人情報の取扱いに関

する体制の整備状況について,通 商産業省の

個人情報保護 ガイ ドラインに準拠しているか

否かを審査 します。

申請書類で不明な場合には,追 加資料の請

求や現地調査等の実施も行う場合があります。

(3)プ ライバ シーマーク付与の可否の認定 ・

通知

審査の結果,通 商産業省の個人情報保護ガ

イ ドラインに準拠 していて体制の整備状況等

が妥当と判断できた場合は,認 定の通知 を し

ます。

また,不 合格の場合 については,一 定の期

間の範囲内で是正措置 を講ずることができま

す。

(4)プ ライバシーマーク使用契約の締結 ・公

表

認定した事業者からの使用料の振込みを確

認 した後,当 該事業者 との間でプライバシー

マーク使用契約を締結 し,そ の事実を当協会

のホームページを通 じて公表 します。

事業者は,プ ライバシーマークを事業活動

に活用することができるようになります。

4.運 用 状況

(1)普 及活動

本制度の普及を図る観点か ら,本 年4月 以

降全国8ヶ 所 において制度の説明会を開催し

ました。約2,000名 の参加 を得 て,プ ライバ

シー問題の重要性が事業者等においても強 く

認識されていることを改めて実感することが

できました。

参加者へのアンケート結果によると,43%

が プ ラ イバ シーマ ー クの使用 を検討 す る との

回答 を得 ま した。

(2)指 定機 関の指定

現在,(社)情 報 サ ー ビス産業協 会 を指 定機

関(指 定機 関 コー ド:B)と して指 定 してい

ます 。

(3)認 定 の状 況

現 在,審 査 中で認定 した事業者 はあ りませ

ん。

5.お わ りに

制度の運用状況で述べ たように,現 在のと

ころプライバ シーマークの付与を認定 した事

業者は出ていませんが,ま もな く認定するこ

とがで きる状況です。

実際に申請を受けて審査を開始すると,コ

ンプライアンス ・プログラムの策定等,事 業

者 においてはかな りの労力 を要するものであ

ることが判明しました。コンプライアンス ・

プログラムの原典は,通 商産業省の個人情報

保護ガイ ドラインであるわけですが,こ こに

規定 している24条 のガイ ドに対応 して,社 員

一同が実践できるレベルにまで具体化 した社

内規程(CP)と してブレークダウンするに

は,関 連部 門を巻 き込 んだ詳細な検討 と合意

が必要で,さ らに組織 としてのオーソライズ

も不可欠です。このことを考慮すると,制 度

発足か ら約4ヶ 月を経過 しようとしてい ます

が,申 請が進 まない状況 も理解することがで

きます。

本制度の目的の一つは,各 社が実践で きる

方法 を自らの確立し,個 人情報の取扱いの レ

ベルを一定の水準にまで押 し上げる努力を行

う契機を提供することにあるわけですから,

このことを考えると,本 制度が十分 にその役

割 を果た しつつあるこということができます。
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今 後,多 くの事業者 が本制 度 を活 用 され る

ことを望 む もので す。

最 後 に,本 制度 に関す るお 問合 せ は,下 記

にお願 いい た します。

プ ライバ シーマ ーク事務局

●消 費者相談 窓 口

電話:0120-116-213

● 申 請 等 の お 間 合 せ

電 話:03-3432-9387

FAX:03-3432-9419

E-mail:info-privacy@jipdec.or.jp

JIPDECホ ー ム ペ ー ジ:

http://www.jipdec.or.jp
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欝報托自書1998年 版の概要
一 情報ネットワーク社会の枠組みづくり一

「情報化白書1998年 版」 を6月 中旬に発表

しました。本 白書は,1967年 に 「コンピュー

タ白書」 として創刊され,1987年 版 よ り 「情

報化 白書」 に改題 し,わ が国情報化の動向 を

総合的に紹介する白書として,今 回,通 算32

冊 目の刊行 にな ります。

本 白書の構成は,① 毎年新規テーマ を設定

してまとめている総論,② 情報化編,情 報産

業編,環 境 ・基盤整備編,国 際編の4本 の柱

で構成 され,各 分野の最新動向を解説する各

論,③ 最新統計,情 報化年表などの基礎 デー

タを網羅 したデータ編,か ら成 っています。

今回の白書 では,「 情報 ネ ットワーク社会

の枠組みづ くり」を総論のテーマとしました。

世界の情報化潮流は,情 報 インフラ整備を前

提 に,そ れ を有効に活用す るための枠組みや

ルールづ くりへ と向かい,な かでも電子商取

引への取 り組みが活発化 しています。こうし

た状況を背景に,デ ジタル情報社会における

電子商取引を中心とした制度的な環境整備を

提唱 しました。

なお,本 白書 の編集 にあたっては,石 井

威望 氏(慶 応義塾大学大学院教授)を 委員

長 とする 「情報化 白書編集委員会」および廣

松 毅 氏(東 京大学大学院総合文化研究科 ・

教養学部教授)を 主査 とする 「同編集専 門委

員会」 において,内 容についてのご検討 をい

ただいたほか,多 数の執筆者の方々に もこ協

力 い ただ きま した。

以 下,「 情 報化 白書1998年 版 」 か ら,総 論

の概 要 をご紹介 します 。

1.情 報化 の新 たな展 開一 フ レー ム ワー

クづ くりへ

いま,わ が国 は,景 気低 迷,産 業空洞化,

国際競争力の低下等,多 岐 にわたる問題 を抱

えて新たな対応 と枠組みづ くりを必要として

いる。わが国ばか りではなく,世 界が新たな

秩序や枠組みを模索 しており,産 業 ・経済 ・

社会 を活性化するため,新 規産業の創出,社

会の高コス ト構造の是正 に向けて情報化の推

進を棋子とした取 り組みが図られている。か

ねてから,新 たな社会資本 としての情報 イン

フラ整備が指向されてきたが,近 年,イ ンタ

ーネッ トとい うグローバルな時代にふさわし

い手段が急速に普及 し,情 報 化のインパ ク ト

をさらに高めている。しかし㌧世の中のシス

テムの改革は後手に回っており,情 報技術 を

十分に活用できる仕組みにはなっていない。

インターネットの発展を背景に,電 子政府

と電子商取引を目指す動きが世界的潮流とな

った。特に,電 子商取引(EC)は 経済の成

長エンジンとして,そ の推進が世界的な取 り

組み課題となっており,な かで もインターネ

ッ ト上での不特定企業間,あ るいは企業 ・消

費者間の直接取引を可能とするECが 注 目を
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集 めて いる。

ECを 推 進 す るた め には,技 術 的 な課 題 と

制度 的な課題 の両面 か らの環境 整備 が要求 さ

れ,と りわけ,グ ローバ ルエ コノ ミーの観 点

か らは法制 度,商 慣行 な どのル ール につ い て,

国際的ハ ーモ ナ イゼー シ ョンを保 ちつ つ,今

後 の電子化 の実 態 に適応 す る柔軟 な枠 組み で

見直す取 り組 みが急務 であ る。そ うした問題

意識 に基 づ き,1997年 は,4月 に欧州 連 合

(EU)か ら 「ECに 関 す る欧 州 イニ シ アテ ィ

ブ」 が,5月 にわが 国通商 産業省 か ら 「デ ジ

タル経 済 の時代 に向 けて一世界 的 な電子 商取

引の発展 のため に」 が,7月 に米 連邦 政府 か

ら 「グ ローバ ル なECの 枠 組 み」 が 発 表 され,

日米 欧 のECに 関す る基本 政 策 が 出 そ ろ った。

これ らにお いて は,原 則 自由か,原 則規制 か

とい った方 向性 の違 い はある もの の,枠 組 み

の必要性 と国際 的議 論へ の参画 で同意 してお

り,検 討 すべ き課 題や解 決策 も大 方 は一致 し

てい る。

EC実 現 に向 けた具体 的 な取 り組 み につ い

ては,わ が 国は民間 レベルで諸 国 に一歩先 ん

じて成 果 をあ げて い る。 わが 国 にお い てEC

の コ ンセ プ トが注 目を集 めたの は,パ ソ コン

とイ ンターネ ッ トが爆発 的 に伸 び始 め た1995

～96年 の こ とであ るが ,こ の と き民 間 コンソ

ー シ アム に よる企 業 ・消 費 者 間ECの 実 証 実

験 プロジ ェ ク トが次 々 と立 ち上が った。1996

年初 には,共 通 プ ラ ッ トフォームづ く りの中

核 組 織 と して 「電 子 商 取 引 実証 推 進 協 議 会

(ECOM)」 が 発 足 し,1997年5月 に は各種

ガイ ドラ イン,モ デ ル約款,技 術 評価基準 等

の 中間成果 を公 表 して諸 国の 関心 を集 め,最

近 では国 際会合 にお け る議論 の たた き台 とし

て も使 用 され て い る。(な お,ECOMの 活動

につい ては,1998年 度 よ り2年 間で,さ らに

実用化に向けた取 り組みや国際連携を進める

こととして,フ ェーズ1[が 開始 されている。)

公的な取 り組み としては,1997年5月 に内

閣 より発表 された 「経済構造改革行動計画」

において,「2001年 までにEC実 現の課題 をク

リアする」旨の推進が謳われた。これを受け

て同年9月,高 度情報通信社会推進本部 に

「電子商取引等検討部会」が設置され,ECに

関する諸問題 の検討が重ねられている。また,

各省庁 において も,EC関 連 の個 別問題や情

報ネッ トワークの不正利用に絡む諸問題につ

いて,法 制化 を含めた対策を急いでいる。

ECの 市場規模 や経済効果 についてはさま

ざまな予測があるが,い ずれの予測で も今後

の急激 な成長を見込む点では一致 してお り,

寄せ られる期待 は大 きい。 インターネットの

高度利用で先行 し,市 場戦略性に優れた米情

報ハ イテク産業や,標 準化戦略 に長けた ヨー

ロ ッパ勢は,す で にEC市 場 に向けて技術開

発 と標準 をリンクさせた取 り組みを開始して

いる。なぜならば,ECフ レームワークをめ

ぐる国際連携 は,そ のまま世界標準で優位 を

得る手段ともなりうるからである。

ECが 社会 に定着す るため には,制 度環境,

技術基盤,施 策展開の3つ がバ ランスよく整

備 される必要がある。これら整備課題の検討

と並行 して,そ の構築 基盤 となる情報 インフ

ラや,利 用主体である企業 ・組織や消費者の

利用環境の実態を把握することも必要である。

このため,以 下2.では産業経済における情報

化の現況をデジタル経済における企業経営の

視点から概観 し,3.で はネ ットワーク環境の

進展に伴 う社会生活の利便性の広が りと裏腹

に,最 近頻発する トラブル事例か ら危険な側

面を整理 して対処課題 を明らかにしている。

これらを踏まえて4.では今後の健全で活力あ
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る高度情報化社会の展望 と課題 をEC実 現 に

向けた環境整備 を中心 にまとめている。

2.産 業 経 済 と情 報化

(1)産 業経済への インパ ク ト

アメリカで続 く景気好調を理由づける理論

として 「ニューエコノミー論」が台頭したこ

とをきっかけに,情 報技術が産業経済に与え

るインパ クトについて注目が集まるようにな

った。技術革新による生産性向上への寄与も

さることながら,情 報産業の成長力が産業経

済に与える影響も大きい。わが国においても,

郵政省の試算 で1990～95年 の情報通信産業の

生産増 による波及額合計が16.7兆 円(全 産業

の生産増加額31.1兆 円の うち),雇 用創 出効

果が76.3万 人 と,高 い経済波及効果が認め ら

れている。

(2)グ ローバル化 と構造改革

世界経済 の構造変化 と情報技術の進展は,

国際競争のパ ラダイムに大 きな影響を与えて

いる。ネットワーク化の進展により情報の流

通性が飛躍的に向上 したことで,産 業構造 は

知識集約型の色彩 を強めている。知識集約型

産業では,経 営資源やノウハウを積極的にオ

ー プンにすることが競争優位の条件 となる。

その端的な例がデファクトスタンダー ドであ

り,デ ファク トスタンダー ドの世界において

は情報技術の活用に長けたアメリカが常にイ

ニシアティブを発揮 している。

今 日の競争環境において,わ が国産業がそ

の付加価値 を高め,生 き残 るための鍵 を握 る

のは情報技術である。 したがって,情 報 ネッ

トワーク社会に則 したビジネス環境や雇用環

境の整備が必要なのはもちろんのこと,規 制

緩和の断行 など経済社会全体の構造改革も積

極的に推進されねばならない。

JZ㎜EC呪E鍵0』R忽

(3)コ ス ト重視 の経営

経営 環境が厳 しさを増す なかで,わ が 国企

業 は経 営 コス ト削減 に向 けた取 り組 み を展 開

してい るが,な か で も情報技術 を活 用す る動

きが顕 著 であ る。

まず挙 げ られ るの はア ウ トソー シ ングであ

る。企 業競 争力 を高 め る手段 と して経営 資源

を本 業 に集 中 させ る,い わ ゆる コアコ ンビ タ

ンスの経営 戦略 と してア ウ トソー シ ングが注

目され てい る。特 に,情 報 システ ムの構 築 ・

運 用業務 に関す るアウ トソー シ ング需 要 は高

く,コ ン ピュー タメー カーや情 報サ ー ビス企

業 に とって は新 た な ビジ ネスチ ャ ンス ともな

って い る。 ただ し,こ れ には課 題 もあ る。米

ElectronicDataSystems社 の手法(ユ ーザ ー

企 業 の システム要員 を丸 ご と引 き受 けて合 理

化 す る こ とによ り生 産性 の向上 を図 る)に 代

表 され る戦略 型 ア ウ トソー シ ングは,流 動 的

な雇 用形態 を持つ ア メ リカだか らこそ成功 し

た とも言 われ てい るが,こ れ に対 しわが 国の

雇 用形 態 は非流動 的で あ るこ とか ら,こ の雇

用 形 態の 問題 に今後 の わが国 にお ける戦略 型

ア ウ トソー シ ングの成否 がか か って いる。

次 に挙 げ られ るの はコーペ テ ィシ ョンであ

る。情 報 ネ ッ トワー ク化 の進展 で,各 企 業が

新 しい プラ ッ トフ ォー ムへの 対応 を迫 られ る

なか,イ ンフラ整備 や標準 化 とい った,競 争

基盤 となるプ ラ ッ トフ ォー ムについ ては協 力

(コ ー ポ レー シ ョン)し,製 品 ・サ ー ビスの

付加価 値 に よる競争(コ ンペ テ ィシ ョン)に

集 中す る,い わゆる コーペ テ ィシ ョンへ の取

り組み が具 体化 しつつ ある。実 際 に,自 動車

業界,流 通業界 な どにおけ る取 り組 み事 例が

あ る。

最後 に,イ ンター ネ ッ トを活 用 した取 り組

み につ い て挙 げ る。イ ンター ネ ッ トを活用 し
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た取 り組 み のなか で も,特 に注 目を集 め てい

るのは ネ ッ トワー ク調 達で あ る。 わが国 にお

いて はい まだ試行錯誤 の段 階 にあるが,ア メ

リカで はGeneralElectric社 のTPN(Trading

ProcessNetwork)を は じめ,ネ ッ トワー ク

調 達が急 速 に進 展 しつ つあ り,わ が 国 に もい

ずれ この波が訪 れ る ことは間違 い ない。 ネ ッ

トワー ク調達以外 には,イ ンター ネ ッ トバ ン

キ ング,イ ンター ネ ッ ト上 での株式 売買 な ど,

金融 ・証券 サー ビス にお け るイ ンターネ ッ ト

利 用 へ の 取 り組 みが 顕 著 で あ る。 これ らは,

いずれ もア メ リカ企 業 の取 り組 みが先 行 して

い るが,高 い コス ト削減 効果 が見込 まれ る こ

とか ら,金 融 ピ ックバ ンの一 環,効 果的 な手

法 として,わ が国金融機 関,証 券会社 も積極

的な姿勢 を見 せ ている。

(4)職 場 の電子環境 へ の対 応

企業 にお いて,情 報 ネ ッ トワー ク化 の メ リ

ッ トをフル に生かす ため には,組 織 ・業務 な

ど企 業 の内部環境 を電 子環境 に合 わせ て整備

す る こ とが重要 となる。

まず,業 務 プロセスの見直 しが必 要 であ る。

「根 回 し」,「阿 件 の呼吸 」 な どの言葉 に表 わ

され る暗黙 知 的要素の多 い 日本型経営 は,こ

れ まで の グルー プ企 業 内 に閉 じた システムで

は有 効 に機能 して いたが,グ ローバ ル化 が進

展 した今 で はか えって コス ト高 を招 く要 因 と

な ってい る。 さ らに,企 業連 携が進 むに した

がい,い くら情報技術 を活 用 した効率 的な業

務 プロセス を構 築 して も,そ れ が独 自に カス

タマ イズ され た もので あ る場合,予 想外 の コ

ス トを強 い られ るこ とがあ る。 このため,業

務 プ ロセ スの標準 化 は今 後不可 欠 な要素で あ

り,そ の関連 でERPパ ッケ ージが注 目を集 め

てい る。

また,セ キュ リテ ィお よび リス ク管理へ の

対応 も不可 欠で あ る。企 業活動 の電子 ネ ッ ト

ワー ク化 とオープ ンネ ッ トワー クの広 が りに

よって,企 業 の システムがハ ッキ ングあるい

は クラ ッキ ングの被害 を受 け,そ の影響 が社

会 の広 範 な域 に まで及 ぶ お そ れ が高 ま った。

このため,企 業 におい ては情報 セキ ュ リテ ィ,

リス ク管 理へ の早 急 な対 応 が 求 め られ るが,

現 時点 におい てわが 国企 業 の対応 は遅 れ てい

る。 しか しなが ら,危 機 意識 は徐 々 に高 ま り

つつ あ り,情 報 セ キュ リテ ィサ ー ビスの市 場

も形成 され よう として いる。 なお,セ キ ュ リ

テ ィ対 策 にあ たって は,シ ステム上で万 全 を

期す必 要 があ るの は もち ろんの こ と,従 業員

1人 ひ と りの セキ ュ リテ ィ意識 を高 め るこ と

も大切 であ り,今 後 の取 り組 みが期待 され る。

(5)サ イバ ー ビジネスの展 開

規制緩 和 と情 報技術 の活 用が相 まって,企

業 ・消 費 者 間 の電子 商 取 引(EC)を は じめ

とす る新 た な取引形 態が 生 みだ され た。 しか

し,未 知 の部分 が多 い こ とか ら,積 極 的 な ビ

ジ ネス展 開 につい ては逡 巡 す るケース も多 く,

この ためECの 展 開 に向 けて法 制度 的 あ る い

は商慣 行 的 に どの ような道 筋 をつ けて い くか

が焦点 とな ってい る。特 に,法 制 度面 におい

て は,す べ ての取 引 ルール を民法 ・商法等 の

法律 で カバ ーす るには限界 が あ り,現 実 的 に

考 えれば取 引 きの実態 に応 じた当事者 間の ル

ールづ く りが重要 とな る。 この ため,第1段

階 と して,ル ー ルづ くりの ひな形 となるモデ

ル約款や ガ イ ドラ イン等の策 定が必 要 とされ

る。 わが 国 にお いて は,す で に電子 商取 引実

証推 進協 議 会(ECOM)が 企 業 ・消 費者 間

ECに 関す る種 々 の標準 モ デル約 款,ガ イ ド

ラ イン,技 術評価 基準,解 説書 等 を作 成 して

お り,各 国か らの引 き合 い も相 次 いでい る。

この ほかに も,ク ロス ボー ダー取 引へ の対
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応 や,障 害 ・トラブルが発 生 した際 の責任分

担 に関す る ルール設定等,検 討 が必要 と され

る課題 は多い。 トラブル発生 の リス クにつ い

て は,こ れ を分 散 す るた め の一 手 法 と して,

損害 保険 制度 の導入 につい て議論 され るべ き

時期 に きて いる。

3.社 会 生活 と情 報 化

(1)社 会生活への インパク ト

情報化の波 は,産 業分野から社会生活の分

野へ と浸透している。特に,パ ソコンと電子

ネッ トワークはブームとも言える普及ぶ りを

見せた。このため,ネ ッ トワークの長所 を生

か した各種サービスへの期待が高まっており,

なかで も企業 ・消費者 間の電子商取引(EC)

については,効 果的な購買手段 として認識が

広 まりつつある。

(2)ネ ッ トワーク社会の危険な側面

電子 ネットワークの普及は,個 人による情

報発信 ・情報アクセスの機会を飛躍的に拡大

した一方で,犯 罪や不正行為など悪用事例の

多発 を招いた。ネットワーク上で行われる犯

罪や不正行為には,ネ ットワークの速報性 ・

広域性ゆえに極めて短期間で被害が拡大する,

本人確認の困難 さからな りすましが容易であ

る,こ れに加えて改 ざんによる痕跡が残 りに

くいことから,犯 人特定が難 しく,犯 罪行為

の事後否認 も行われやすい,な どの特徴があ

る。ネ ットワーク上 といえども,犯 罪や不正

行為 に対 しては現行の法制度が適用されるが,

これらは電子 ネッ トワークの利用を想定して

いないため,適 用上の問題や解釈の迷いを生

ずることがある。また,技 術的な性格が強い

ことによる対応の困難さという問題もある。

(3)サ イバー社会の消費者

現在,実 用化に向けて各所で取 り組 まれて

い る イ ン ター ネ ッ ト上 の 企 業 ・消 費者 間EC

は,消 費 者,販 売業者双 方 に種 々の メ リッ ト

があ る こ とか ら期待度 も高 い。 しか しなが ら,

イ ンター ネ ッ トの オー プ ン性 ゆ えに安 全面 ・

信 頼 面 で の不 安 は大 き く,ま た,広 告 ・契

約 ・代 金決済 までが 一貫 して ネ ッ トワー ク上

で行 われ る とい う取 引形態 もこれ まで想定 さ

れ て こなか った ものであ る。 この ため,消 費

者保護 の観点 か ら適切 な取 引ル ールの確立 が

必 要 とされ てお り,通 商産 業省 で法規定 の見

直 しを含 めた検討 が開始 され ている ほか,民

間にお いて も自主 ガイ ドライ ンな どの ルー ル

づ く りが 進 め られ て い る。 企 業 ・消 費者 間

ECの 普及 に向 け ては,特 に支払 い ・決 済面

で の不 安 が最大 の ネ ックになってお り,セ キ

ュ リテ ィの確 保 され た電 子決済手段 と魅 力 あ

るサー ビスの提供 が望 まれ る。

(4)ネ ッ トワー ク社会 の情報倫理

ネ ッ トワー ク上 におけ る有害情 報 の流通が

問題 にな ってい る。 しか し,国 際的 に連携 し

て対 処 す る こ とが 必 要 な問題 で あ りなが ら,

文化 ・思想 の相 違 もあ り,統 一 ルールの策定

は容 易で ない。 国内 の問題 に限 って も,表 現

の 自由 ・通信 の秘密 の保 護 の観 点 か ら規制 は

すべ きで ない とす る意 見 と,人 権保 護 ・青少

年保 護 ・知 的財 産権保護 等 の観 点か らある程

度 の規制 はや む を得 ない とす る意見 が相反 し,

両 者 の バ ラ ンス をい か には か る かが 難 しい。

法 的規制 の是非論 に よらず,業 界団体 におい

て 自主規 制 に向 け たガ イ ドラ イ ン策 定等 の動

きが あ るほか,技 術 的 な解決 策 として,受 信

者側 で不 適切 な情報 を選択 的 にブロ ックす る,

フ ィル タリング方式 につ いての検討 も進 め ら

れてい る。 一般 ユ ーザ ーにおい て も,ネ ッ ト

ワー ク利用 のル ール を守 り,自 らの行 う情報

の受 発信 に責任 を負 うこ と,そ のため にセ キ
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ユ リテ ィや著作 権 に関す る知識 を含 めた ネ ッ

トワー ク リテ ラシーの向上 に努 め る こ とが 求

め られ る。

4.今 後 の展望 と課 題 －EC実 現 に向 けた

環 境 整備

電子商取引(EC)が 本格的 な開花の時期

を迎 えている。インターネット上でECを 行

うための環境整備に向けた課題は,す なわち

高度情報化社会の実現に向けた取 り組み課題

でもある。課題は広範多岐にわたるものであ

るが,総 論 をしめ くくり,こ こでは① グロー

バルスタンダー ドと国際競争力,② 企業 ・消

費者間ECの ビジネスルール,③ECフ レーム

ワークのイニシアティブ,の3点 にポイン ト

を絞 り整理 した。

(1)グ ローバルスタンダー ドと国際競争力

わが国は,グ ローバルスタンダー ドに関連

して2つ の課題 を抱 えている。

1つ は対内的なもので,日 本の仕組みを国

内に閉じたものから世界に通用するオープン

な形に変えていくことである。経済,金 融 シ

ステムの再構築 と透明性の高い市場ルールの

形成は喫緊の課題である。

いま1つ は対外的なもので,そ れは国際規

格への提案力を持つことである。いまや市場

を制する決め手となるのは,技 術や性能の優

劣ではな く,標 準である。標準化戦略 に長け

たヨーロッパ,ハ イテク,ソ フ ト産業 におけ

るデファク トスタンダー ドを握 り世界市場で

の圧倒的優位を誇るアメリカに対し,わ が国

の対応は遅れている。国際規格の持つ意味 と

インパクトが大きく変わりつつある今日,積

極的に国際議論の場 に参画 し,標 準制定のイ

ニシアテ ィブをとることが国際競争力を確保

するうえでは不可欠である。世界標準の獲得

は,い かにコンソーシアムを組むかにより決

する。研究開発段階から内外企業との連携を

深め,戦 略的に日本企業の持つ技術力を世界

標準に活用していきたい。

(2)企 業 ・消費者間ECの ビジネスルール

企業 ・消費者 間ECは,個 人や中小企業 も

大企業に伍 してビジネスを行うチャンスをも

たらす ものであり,潜 在的 な可能性 は高 い。

しか し,そ の市場 はまだ未熟である。EC市

場が本格的に展開す るためには,利 用者 にと

って安全で信頼性のある取引ルールが用意さ

れなければならない。これに対応 して,各 種

ガイ ドラインやモデル約款など,企 業 ・消費

者 間ECの 取引 プロセスに沿 った ビジネスル

ールの具体案が提示されているが,今 後,さ

らに実ビジネスに沿 った,網 羅的なルール化

が必要 とされる。

現在,① 情報内容の取 り扱いにかかわる問

題 ②取引契約のルール設定と信用問題,③

支払 い決済にかかわる問題,の3つ の論点 を

中心 に,セ キュリティ対策,消 費者保護,課

税問題 など幅広い観点からルール化に向けた

取 り組みが行われているほか,行 政機関にお

いても,実 体法や業法上か らのルール整備に

向けて,現 行制度の見直 し ・改正の審議が盛

んに行われているところである。すでに,国

際機関 において も既設の委員会等でECの 個

別テーマに相当する議論の積 み重ねがあ り,

今後は各国提案 に基づ く具体的な動 きが加速

されよう。

(3)ECフ レームワークのイニシアテ ィブ

ECの 普及に向けて世界 に共通す るビジネ

スルールを形成すべ く,ECフ レームワーク

の提案が諸国か ら相次いでいるが,ECフ レ

ームワークづ くりにおけるわが国のイニシア

ティブについて,① 産業競争力,② 技術開発,
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③ 政府 施 策,の3つ の視 点 か ら課題 を整理 し

た。

まず第1に,産 業競 争力 の点 か らは,ル ー

ルづ く りの イニ シアテ ィブ をとるこ とが重視

され る。民 間活 力 を生 か して任 意の ルー ル を

つ く り,そ の 中で個 々 にメ リッ トを享受 して

い こ うとす る国際 ルール化 の流 れ を無 視す れ

ば市 場 か らはみ出す が,う ま く活用 すれ ば利

益 を得 る こ とがで きる。国際 ルー ル化 へ の参

画 にあた っては,協 調 と競争 の両面 か らとら

える必 要が あ る。

第2に,技 術 開発 の点 か らは,わ が国 の独

自性が あ り,し か も世界標準 として認 め られ

る もの を創造 してい く必要 があ る。世界標 準

は市場 とロ イヤ リテ ィ収 入 とい う付 加価値 を

もた らす ことか ら,特 に標準化 戦略 が重視 さ

れ る。

第3に,政 府施 策の点 か らは,次 の こ とが

重要 であ る。

日米の取 り組 み を比較 してみ る と,米 連 邦

政 府 のECフ レー ム ワー クにお い て国際 的 フ

レーム ワー クづ くりを目指す と して提示 され

て い る9分 野 は,わ が 国 の企 業 ・消 費者 間

ECの 取 り組 み 課題 と も合致 す る もの であ る

が,ア メ リカでは大統 領の指示 に基づ き連邦

政府 をあげ て推 進 され てい るの に対 し,わ が

国で は省庁 の支 援 を得 た民 間 コ ンソー シアム

の具体 的積 み上 げが先行 してい る点 に相違 が

あ る。 また米 政府 は,イ ンターネ ッ トの イン

フラ整備やビジネスの育成支援策を打ち出し

ているほか,基 礎研究の強化や教育制度改革

などイノベーション(技 術革新)を 生み続け

る方策探 しも始めている。これに対 しわが国

では,1998年 度総合経済対策 において情報関

連分野に1,100億 円が措置 されたものの,学

校への情報通信 システムの導入計画は見送 り

となり,教 育 ・人材 に対する重要性の認識の

差が懸念される。

インターネットが産業社会の通信インフラ

としての役割を果たすには,大 容量 ・高速処

理の可能な次世代インターネット技術の開発

促進,お よびセキュ リティ面か らはオープン

性を維持 しつつも運営責任を果たす組織が必

要となる。これらを整備するためのコス ト負

担について,ル ール化 と併せて政府のイニシ

アティブが期待される。

さらに,こ れ までCALS,EDI,企 業 ・消

費者間ECほ どには議論 されて こなか った不

特定企業間ECに ついては,高 い潜在ニーズ

があ り,特 に大規模なシステムを必要 としな

い中堅 ・中小企業にとって開拓 されるべき分

野であることから,政 策的支援が望 まれる。

なお,本 白書 は,一 般 書店 または政府 刊行

物 セ ン ター にて ご購 入 い ただ け ます。 書店 に

ない場 合 や,バ ックナ ンバ ー をお求 めの際 は,

発行元 の(株)コ ンピュー タ・エ ージ社(TEL:

03-5531-OO70)ま でお 問い合 わせ くだ さい。
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学校および企業における情報纏理数欝の嚢状
一拳成9年 度情鞭処理教育実態調査の実施および繕緊概要一

中央情報教育研究所

昭和62年 度 か ら継続 的 に実施 してい る通 商

産業省 か らの委 託調査 で ある 「情報 処理教 育

実態調査 」 の平 成9年 度報告 書が ま とま りま

したので,そ の概要 をご紹 介 します。

当調査 は,わ が 国の情 報処理教 育の現状 や

課題,情 報 産業 の動 向等 につ いて経年 的 な調

査 ・分析 を し,情 報処理 教育 の諸施策 に資す

るこ とを目的 と して,学 校 と企 業 を対 象 にア

ンケー ト調査 を行 い,そ の傾 向 を把握 す る こ

とに努め てい ます。

当調査 の詳細 につ きま して は,中 央情報 教

育研究 所 調査企 画部 調査企 画課(TEL:03-

5531-0173,E・mai1:jittai@cait.jipdec.or.jp)ま

でお問 い合 わせ下 さい。

1.調 査 の実施 概 要

1.1調 査の時期

平成9年12月 ～平成10年1月(調 査票の発

送:平 成9年12月)を 調査票の回収期 間とし,

平成9年 度の実績 を調査 しました。

1.2調 査方法

学 校お よび企業 向 けの調 査票 を作 成 し,郵

送 ・回収 方式 に よるア ンケ ー ト調査 を実施 し

ま した。

1.3発 送/回 答状況

学校お よび企業への調査票の発送,回 答状

況は,下 表の とお りです。

(1)学校

飛
騰
唖
微

教務部門(A票) 教員(B票)

継 回答数 雛 回答数

高校(工業) 122 73 122 72(5息0) 366 203(55.5)

高校(商業) 137 72 137 69(49.6) 411 194(4τ2)

専門学校 157 92 157 88(5&1) 471 262(55.6)

高専 62 40 62 38(61.3) 186 117(62.9)

短期大学 64 27 64 25(39.1) 192 72(3τ5)

大学(文系) 252 i52134

}… 一一・

i82

252 123i51
1-・ 一 一一 ・

(4&8)i72

756 364i1田
'一・・●…

(4&1)i236大学(理系)

(2)企業

艦
撒
回収
微

総務部門(A票) 情報システム部門(B票)

継 蹴 縫 臓
企業全体 2,799 649 2,799 591(21.1) 2,799 626(22.4)

(注)()内 は 回答㈱ 。
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(1)学 校

情報処理関係の学科 を有する商業高校およ

び工業高校のほか,情 報系の専門学校,高 等

専門学校,短 期大学,大 学(理 系お よび文系

学部 ・学科)よ り抽出 した総計794校 を対象

とし,各 学校の教務部門および教員個人向け

に調査を実施しました。

(2)企 業

企業については,(財)日 本情報処理開発協

会の賛助会員企業および(社)情 報サービス産

業協会会員企業のほか,当 協会で調査 ・整理

してい るユ ーザ企業 と合わせ総計2,799社 を

対象 とし,各 社の総務部門および情報 システ

ム部門向けに調査を実施しました。

なお,回 答社 の業種 区分 は,① 「全体」

(回答591社),② 「情報サ ービス企業」(同

140社),③ 「その他の企業」(同451社;コ ン

ピュータメーカ4社 含む)を 使用 しました。

2.調 査 結 果概 要

2.1学 校 における現状

(1)回 答学校 の状況

今回調査票を送付 した学校または学部は,

高等 学 校が97.9%(工 業95.8%,商 業100%),

専 門 学校 で98.9%,高 専94.7%,短 大88.0%,

大 学 の文系 学部 で52.9%,理 系 学部 で84.7%

が情報系 の学 科(*情 報系:「情報処理関連学科など

情報および情報処理等を主眼においた教育指導を行う」と

した)を 有 す る ところで した。

その ため,情 報処理 に関 して関心 の高 いサ

ンプルであ る と言 え ま しょう。

(2)教 員の状 況

回答 のあ った教 員 の うち,最 も平均 年齢 が

低 か ったの は商業高校 の教諭 です(図 表1)。

平均 年齢が と もに30代 で あ る高校 の教諭 と

専 門学校 の教 員 を比 較す る と,同 世代 であ っ

て も高 校の教 諭 は企 業等 で情 報処 理業務 に従

事 した実務経 験年数 が概 して短 く,教 育従 事

年数 は長 いため,新 卒 で教 員 にな る比率 が高

い もの と推測 され ます。 一方,専 門学校 の教

員 は,実 務経 験 をあ る程度経 て教 員 にな る人

が多 い傾 向がみ られ ます(図 表2)。

また,ほ ぼ全 員がパ ソコ ン等 の コ ンピュー

タ を使 用 した経験 を もち ます が,教 職 に就 い

てか ら使 い始め たの では な く,そ れ以前 か ら

すで に使 用 していた人 が多 い ようです 。つ ま

▼図表1回 答のあった教員の年齢 ・実務経験等

項目 工業高 商業高 専門学校 高 専 短 大 大学(文) 大学(理)

男女比率:男 性

(%)女 性

975

25

86.5

13.5

87.4

122

9τ4

2.6

93.1

69

96.9

a1

A'9τ5

25

平均年齢(歳) 392 3&3 37.4 41.9 442 4&8 45.9

実務経験有り(%) 167 11.4 72.1 2&2 33.3 44.5 369

コンヒ。ユータ使用経験有(%) 9&0 96.9 992 9駄1 10α0 10α0、 10α0

(注)男女比率;必 ずしも現在の教育現場の男女教員比率を表すものではなく,調査勲こ回答した教員の男女区分を示している。

▼図表2教 員の平均経験年数(実 務経験,教 育経験,パ ソコン使用経験)

(年)

20

10

0

工業高 商泉 専門学 高専 短大 大学 大学

瞭 雛 験轍 ・融 融 の教育榔 轍 … ソ・ン等の使酬
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り,実 務経験の長い教員(高 専,短 大,大 学)

のほうが使用経験年数は多 く,平 均すると教

職に就 く7～8年 前(企 業 における実務の期

間中)か ら使い始めています。

(3)教 員が所有する情報関係の資格/試 験 と

学校で受験奨励する試験

情報関連科目を指導する教員が保有する情

報関係の資格/試 験 を調べた ところ,専 門学

校以上の学校では,第 一種情報処理技術者試

験が最 も多 く,特 に専門学校の教員の半数は

その合格者でした(図 表3)。

次いで,第 二種情報処理技術者,高 度情報

処理技術者試験が多 く,そ の他 の資格/試 験

としては,高 校の全国商業/工 業高校協会主

催の検定試験や,J検(情 報処理活用能力検

定),CG検 定,マ ルチメデ ィア検定,パ ソコ

ンに関する認定試験,検 定な どがあ りました。

一方,学 校で,学 習 目標 として受験 を奨励

する試験 について調査したところ,最 も多い

回答は,第 二種情報処理技術者 など情報処理

技術者試験に関するもので した(図 表4)。

特に,9割 を超える専 門学校で,第 二種 と

J検 を奨励 しています。 また,日 本語文書処

理技能検定の受験 を最 も多 く奨励しているの

は,短 大であ り,就 職後の ビジネス事務 を見

据 えての指導であると思われます。なお,大

学では3分 の1が,情 報関連科 目の指導では

あえて資格/試 験取得 を学習目標にはあげて

いないという結果となりました。

(4)実 施 されている言語教育

学校では,現 在 どのような言語が指導 され

ているのかを調べたところ,COBOLの 回答

が多かった商業高校 を除 き,全 ての学校でC

言語が最 も多い結果 とな りました。そのほか,

最近の情報通信技術の進展ぶ りや トレンドを

反映 し、JavaやHTML言 語の実施率が高 くな

っています(図 表5)。

▼図表3回 答のあった教員が所有する情報関係の資格/試 験
」
ひ

0

0

0

0

0

6

5

4

3

り
●
-

工業高 商業高 専門学校 高 専 短 大 大学(文)大 学(理)

[霊 の公的試験
日高度情報処理

㊤へ'ンタ㌧資格 ・試験 :蕎謡薯誓理]

▼図表4回 答校で学Nの 目標とする情報関係の試験
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▼図表5回 答校で指導 している言語教育(単 位:%)

学校区分 COBOL 1℃RrRAN C言 語 BASIC アセンブラ V-BASIC CASL PASCAL Java ㎜
工業高校 34.7 30.6 遍 戦㊤ 54.2 33.3 51.4 一 一 8.3 '一

商業高校 鑓吟 2.9 13.0 30.4 1.4 13.0 5.8 ● 一 2.9 一 ←

高 専 2.6 34.2 鑓'外 36.8 44.7 23.7 10.5 23.7 7.9 39.5

短 大 48.0 16.0 運 40.0 8.0 28.0 20.0 12.0 16.0 48.0

大学(文) 35.3 31.4 購腎
21.6 2.0 3L4 5.9 25.5 23.5 41.2

大学(理) 4.2 41.7 繭"
18.1 30.6 9.7 2.8 33.3 18.1 31.9

(注)平成9年 度調査では 専門学校にっいては言語ごとの指導状況を調べていない。

(5)イ ンターネットの導入状況 と教育への利用

ここ数年で,学 校のインターネットへの接

続状況は急速に進み,高 校を除 く全ての学校

でほぼ100%に 近い割合 で導入が完了 してい

る結果が現れました。レポー ト提出など教育

に利用していると回答した教員は,専 門学校

で多 く83.2%に のぼ り,そ の うちの74.6%の

専門学校教員が 「効果がある」 と利用を評価

しています。他の学校は,専 門学校ほど教育

利用率は高 くあ りませんが,効 果については

同様 に高い評価 をしています(図 表6)。

(6)情 報関連教育の指導にあたって直面 して

いる問題点,解 決すべ き課題

教員が,現 在の指導上で 自ら問題 と考える

項 目には,以 下のようなものがあ ります。

①ハード環境不足

②最適な教育ソフト不足

③知識 を備えた教員の不足

④ネットワーク環境などの管理者不足

⑤学生 ・生徒の学力不足

⑥予算不足

⑦情報 ・通信技術の進展スピー ドが早 く,

対応 しきれない

⑧企業で求めるものと学校教育の乖離

⑨新 しい情報技術項目に対する指導上の戸

惑い(イ ンターネッ トの教育活用法,必

要 な言語教育,利 用に際するモラルの問

題)

上記項 目は相互に しか も密接 に結びついて

お り,従 来から幾度 とな く課題 として挙げら

れていますが,今 回特 に注目されるのは,③

お よび⑨ です。特 に,③ は,学 内の教員体制

の脆弱 さを第三者の視点から指摘するものだ

けでなく,自 らの知識不足や新技術等の習得

機会の少なさなどを教員個人が直面する問題

としてあげる意見が多かったことが特徴です。

▼図表6イ ンターネットの教育への利用 とその評価

100

80

60

40

20

0

㈲

工業高 商業高校 専門学 高専 短大 大学・文.大 学・理

… 教育への朋 巴ヨ 鯖 効貼 り(朋校の内数)+HPの 搬 亘 璽 〕"
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2.2企 業 にお ける現状

(1)情 報 システム部 門の人員構 成

情報 サ ー ビス企 業 の平均 的 な情 報 シス テム

部 門の人材配 置 は,第 二種/第 一種情 報処理

技術者,ア プ リケー シ ョンエ ンジニ ア,プ ロ

ダク シ ョンエ ンジニ アが多 く,前 年度 よ りさ

らに増加傾 向 を示 してい ます(図 表7)。

しか も現 状で は,そ れ らの技術 者 と,ネ ッ

トワー クスペ シ ャリス ト,デ ー タベ ーススペ

シャ リス トな どの技 術者 に対 して,さ らなる

不足 感が高 まってい ます 。

昨 今 の社 内業 務 の分 散 化 を反 映 し,EUC

系 システムの増加 とネ ッ トワー クやデ ー タベ

ースの需要拡 大が 関係 してい る もの と思 われ

ます。技 術変動 の激 しい分野 で もあ り,今 後

も技 術者 ニーズの高 い人材 と言 えるで しょう。

(2)社 員 のパ ソコ ン保有 状況 と利用状 況

1997年12月 現在,1人 当 た りのパ ソコ ン平

均 保 有 台 数 は,情 報 サ ー ビス企 業 で1.0台,

そ の他 の企 業 で0.4台 とい う結 果が 出て い ま

す。

また,利 用時 間や業務 にお けるパ ソ コンの

必要 レベ ルで は,情 報サ ー ビス企 業の ほ うが

相対 的 に利用 度 は高 く,業 務上 の必 要度 も高

い結 果 を示 しま した(図 表8)。

(3)イ ンター ネ ッ ト/イ ン トラネ ッ トの利 用

状 況

イ ンターネ ッ トに接 続 してい る企 業の うち,

社 員全 員 がID/Eメ ー ル ア ドレス を保有 す

る割合 は,情 報 サ ー ビス企 業 で64.7%,そ の

他 の企 業で18.3%で した(図 表9)。

(4)利 用 者教育 の実施

一般社 員 に対 し
,パ ソコ ンの基本操 作教 育

を実施 してい る企 業 は,全 体 で66.8%で した。

業種別 にみ る と,情 報 サ ー ビス企 業 で61.5%,

その他 の企 業 では68.0%で す 。

また,実 施 してい る とい う回答 を細 か くみ

る と,ど の内容 も従来 か らの継続 実施 が大半

を占め てい るこ とか ら,実 施率 の高 いパ ソ コ

ン操作 や表計 算 な どは,企 業 におい てす でに

基本 的 な事務 処理 能力 と して定 着 して きてい

る と言 え ます。

▼図表8 社員のパソコン利用平均時間と業務上の必要レベル

(単位 利用時間:1日 当たりの平均時間借),必要レN"レ:%)

区 分

情報サービス企業 その他の企業

利用

繭

必要レベル 利用

繍

必要レベル

必須 躍 望む 穣 必須 必要 望む 穣
役員/部長クラス 2.5 55.0 264 12.9 a5 1.1 248 2τ3 23.0 3.4

課長/係長クラス &8 7α7 2L4 21 一 一 2.2 3&3 33.6 8.9 α9

巡 54 77.1 157 1.4 一 輪 ag 45.2 28.9 10.5 '一

▼図表9社 員のEメ ールアドレス保有状況と利用形態

情報ナーピス企業 その他の企業

ID/Eメ ー"ド レス:全 員保有 図」7% 1&3%

インター耕/イ ントラネットの利用形態 / /
電子メール ga2% 71.2%

情報収集 71.4 644

情報発信く腔開設) 78.9 48.7

社内情報共有 7∠L4 31.4

(注)〃外 外に接続している情轍Wビス企業133社;そ の他の企業3飽社からの回答による

一一32一
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▼図表7情 報システム部門の現状人数と不足人数,平 均経験年数

く情報サービス企業〉 現状の人数平均(人)不 足人数(人)

システムアナリスト(SAN)

システム監査技術者(SAU)

プロジェクトマーネー..ジ ー一(PM)

アプ リケーションエンジニア(AE)

プロダクションエンジニア(PE)

ネ・トワークスベシャリストNSP)

デ ータベ ーススへ●シャリスト(DSP)

その他のテクニカルスへ●シャリスト(TS)

システム 用 理エンジニア(SM)

教 育エンジニア(EE)

デ ペ ロップメントエンジニア(DE)

マイコン ・用システムエンシ'ニア(ME)

第一種情報処理レベル技術者(一種)

処理レベル(二 種)

その他 事務管理職 ・一般事務

その他 業

〈その他の企業〉 現状の人数平均(人)

システムアナリスト(SAN)

システム監査技術者(SAU)

プ ロジェクトマー ージ ー(PM)

アプリケーションエンジニア(AE)

プ ロダクションエンジニア(PE)

ネ ・トワークスへ◆シャリストNSP)

デ 一夕ベーススへ'シャリスト(DSP)

その他のテクニカルスペシャリスト(TS)

システム 用 理エンジニア(S

教 育エンジニア(EE)

デペ ロップメントエンジニア(DE)

マイコン ・ システムエンジニア(ME)

第一種情報処理レベル技術者(一種)

二 処理レベル 者 二

その他 事務管理職・一般事務

そ
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▼図表10一 般社員の情報共有 ・活用 レベル(単 位:%)

利 用 項 目

情報十ビス企業 その他の企業

雛 橡 雛 嫉
表計算を使用してデータ分析を行 う 罐 5.0 驚 11.2

EメWを コミ劫 一ション手段 とす る 撒 6.4 翻
便',

39.6

掲示 ・通知 ・告知 ・報告を電子的に行 う 獺 18.6 38.5 i灘1

鰯プレゼWヨ ンソフトで電子プ レゼンを行 う 鰯 22.9 2α8

帳票やセンターファイルを電子化し共有する 鰯 36.1 22.6 i灘
スケゾ司 レ管理を電子的に行 う 43.6 43.6 19.5 i灘

i敵

1鍾

麗麗

個人や部門等のおムページがあり見られる 聯 24.3 13.0

他部門のデーチぐ一スを見ることが出来る 29.3 醸 1&1

携帯端末で社外から報告・問い合わせ可能 29.3 醸 9.2

他社への発注 ・受注を電子的に行 う 10.0 鰯 134 繊i
電子会議等で効率的なコミ功Lションを行 う 2α0 灘 56 鍵撰

A-←

懸丁稟議や起案等の承認を電子的にもらえる 1α0 灘 〈L7

電子帳票の承認ルー トが自動化されている 1α0 騒 <』5 蟻
(注)1.こ の設問は 総務部門の担当者からみて平均的な一般社員が行える作業項目を回答してもらったものである。

2.繊 細 は 現在できるものと将来(2～3年 後)出来るようになって欲しいもののう6,そOPPnが

高いほうを示 した。

3.情 報サービス企業140枇 その他の企業447社 か らの回答による

(5)一 般社員の情報共有 ・活用 レベル

平均的な一般社員が行える情報共有 ・活用

のレベルを比べると,現 段階では,情 報サー

ビス企業 とその他の企業で大きく差が開いて

います(図 表10)。

現時点では出来ないが,2～3年 後には出

来るようになって欲 しい項目を個別にみると,

稟議や起案等の承 認 を電子 的に もらうなど,

個別の情報活用ではな く,社 内のネ ットワー

クを利用 した情報共有を行える(ワ ークフロ

ー)能 力 を期待 していることがわか ります。

また,そ の他の企業のほうが将来 に期待す

る項目が多いことから,今 後に寄せ る期待度

が高いことを物語っていると言えるでしょう。

▼図表11 情報システム要員に対する教育の年間平均実施状況

(駒立 受贈総人数:人 研修総費用:千 円,社 外¢溶暗:%研 修日数:日)

区 分

受講総人数 研修総費用 ※社外の割合 研修日数

新人 搬 新人 撒 新人 謙 新人 柵
情報トピス企業 28.9 1956 3,589.7 15,464.9 429 71.5 51.3 54

その他の企業 22 16.3 3342 1.33駄2 7ag 83.8 27.2 5.7

(注)1.この設問に関しては 回答サンプル数がかなり少なかったため,こ の結果はあくまでも参考と

しての回答の平均値であることを注記する。

2.r※ 社外の船 』とは 研騰 費用に占める社外研修費の翻合をいう。

一一34一
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(6)情 報 システム部 門の要員への教育実施状況

情 報 システ ム部 門の要員 の うち新 入社 員 に

対 しては,情 報 サ ー ビス企 業で51.3日 と2か

月超 の期 間 を費やす研修 を実施 してお り,そ

の他 の企業 で は,情 報 サー ビス企 業の ほぼ半

分 の期 間27.2日 の新 人研修 を行 ってい る結 果

とな りま した(図 表11)。

一 方
,新 人 以外 の在 職 技 術 者 につ い て は,

情 報 サ ー ビス企 業 で は,平 均 して年 間5.4日,

その他 の企 業 で は5.7日 の研 修 機 会 を設 けて

い ま した。

1人 当 た りの研 修費用 は,情 報 サ ー ビス企

業 の在 職技 術 者 で 平均7万9,000円,新 入社

員 で は12万4,000円 とい う結 果です。

(7)情 報 システム要員 に求め られる知識 ・技術

ここ数年 の企業 環境 お よび情報 シス テムの

変化 は 目覚 し く進展 してい ます 。そ の推 進要

因 はネ ッ トワー ク化 にあ る と言 えます 。その

間,情 報 システム形態 は,基 幹 業務系 の情報

シス テ ムか ら,部 門LANシ ス テ ム,そ して

シス テ ムの 二極 分 化 が 進 み,全 社LANに よ

る基幹系 システム と クライア ン トサ ーバ シス

テムが連動 してい ます 。

そ こで,技 術者 が担 う業務 も,従 来型 基幹

業務 処理 中心か ら,経 営 戦略 を意識 した部 門

シス テム開発,そ して現在 は,全 社 シス テム

に関 わる情 報企画 や広範 囲かつ先 進 的 な技術

能力 が要 求 され る分野 とな り,エ ン ドユ ーザ

コ ンピューテ ィングの基盤 整備 も担 ってい ま

す 。今 後 は電子 商取 引 き(EC)に 代 表 され

る企 業 間連携 に関わ る技術 が求 めれ られて い

ます(図 表12)。

▼図表1290年 代の情報システムパラダイムと情報システム部門の技術者に求められる能力の変遷

1990 1992

(行動の変革)

SIS(戦 略情報システム)

業務の効率化

19941997

(プロセスの変革)(パ ラダイムの変革)

00

BPR(ビ ジネス ・プ ロセス ・リエ ンジニア リンクう

現状システムの戦略的 変革化ネ・トワーク化(オ ープン化

ダウンサイジングィ亘)マ ルチメディア化

エ クス トラネ ッ ト

イン トラネ ッ ト

インターネ ッ ト

ループウェア

C(社 員のデーータ

のネットワーク化 IANに よる部門システム(C/Sシ ステ

(企画部門,先 進部門)

部門r.AANか ら全社LAN

魔当
務を扱う業務系情報システ

*業 務の処理主体

*開 発 ・管理重視

(92年度日田店果}

①プロジェクト管理

②プログラミング技法

ンステム分析・設計・評価技法

・解決技法

ンステム運用管理技法

*コ ス ト肖1臓を主眼

(全払 ユーザ都門)

基幹業務システムとC/Sシ ステムの連動

〔鷲劃

匡』噸 コ 口[===コ

ビジネスリテラシー

(sc年度額田6恥

①ネットワークシステムの要求定義

システムの全体樋

③システム分析・要求定義

④情報戦略の立案

⑤情報化構想の立案

*情 報企画,全 社システム担当

*EUCの 基盤整備

(97年度㎜ 一現在と㈱

①寛ANAAN

②C/Sシ ステム

③エンドユーザツール

④基幹備 ‖シス予ム

⑤データベース

① イン トラネッ トシステム

②EC・(zaLS

③ 暗号化・セキ ュリティ

④ グルー プウェア

⑤ 開発言語

口 ⊂コ "一 化
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4.学 校 と企 業 との連携 によ る情 報 化 人

材育成への期待

学校や企業を取 り巻 く情報化環境は,年 々

目覚 ましく進展 しています。今回の調査から

も,そ れぞれの現場でインターネットに接続

されているパソコンが確実に増えるなど,情

報化の高 まりを映す結果が得 られました。

現在,そ れぞれの学校では,少 子化が もた

らす18歳 人口の減少 とい う大 きな構造変革の

前に,そ して,教 育の質 を高めるという意味

からも,従 来のカリキュラム等の改革 を実施

するところが多 く,情 報関連科 目,言 語科 目

における指導内容,方 法の見直 しが進 んでい

ます。例 えば,商 業や工業などの専門高校で

は近年,実 習や課題研究 に力 を入れています。

専門学校では,企 業のニーズや時勢の流れに

即 し,講 座の内容 もより実務教育の色合いが

濃 くなっており,高 専,短 大,大 学では,積

極的に実学教育に取 り組んでい ます。

そのなかで,い ま特に注 目されているのは,

大学 と企業 との連携です(図 表13)。

社会に向けて門戸 を開 く大学 と,実 践能力

を持 った人材 を求めている企業 との両者の意

図を結び合わせる役割を果たす ものとして期

待されています。

その背景には,学 校サイ ドの事情 もさるこ

とながら,昨 今の企業 を取 り巻 く厳 しい経済

状況も大きく関係 していると言えます。

これまでも一部の学校 と企業の間では,企

業人 を講師に招 く,企 業見学や企業実習 ・研

修 を実施する,共 同研究 を実施するなどの交

流が行われていました(中 央教育研究所では,

平成5年 度か ら8年 度 まで 「産学連携の推進

に関する調査研究」に取 り組んできた)。

企業にとって,① より優秀な人材 を確保で

きる,② インター ンシップ制度 などによる就

労体験を経た新卒者はより明確な意思を持っ

ているため定着率が高い,③ 新入社員の教育

費等の人件費削減につながるなどのメリット

があると考えられるならば,学 校 と企業の連

携 した交流,人 材育成の方向は,今 後ます ま

す積極的に進む ものと予想されます。

▼図表13産 学連携の実施状況とインターンシップ制度

(学校からの回答) (%)

商業高 工業高 専門学校 高専 歓 大学・文 大学・理

産学連携の実施 4τ2 261 545 81.6 240 3駄2 80.6

インタ→物 プ制導入
一 一 一 一 68 34.2 生0 2L6 15.3

(企業からの回答) (%)

情報炉ビス企業 その他の企業

産学連携の実施 26.1 12.2

インターWップ制導入 5.8 3.1

(注)1.産学連携の実施:以 下のような交流PS,現在実施されている割合である。

*学生/教 員の企業実習,*企 業からの研修受け入れ(社会人教育),*企業または学校から⊇

*共同研究・醗*資 金や施設の提供/借 用

2.イ ンターンシッフ制導入:イ ンターンシッフ制度という名称を知っており,現在導入している割合。

一一36一

義



ぎ

"W
{

旙

∨
、
う
'
考

イ
ー

いまの時代に求められているのは,実 社会

で通用する即戦力です。企業において,情 報

システムが企業の経営戦略の1つ となってい

る現在,社 員にも情報活用能力が基本的な能

力 として広 く必要とされ,情 報 システム技術

者 に対 しては,よ り高度化,先 進化 し,細 分

化 した技術が求め られています。かたや,学

校 においては,真 に卒業時にもつべ き教養 と

実力 を備えた学生の育成を改めて考えるべき

ときを迎えています。

学校教育と企業で求める能力の乖離を図る

1つ の視点 として,学 校側で想定する情報系

学科の卒業生が卒業時に身につけているであ

ろう能力のレベルと,企 業の情報 システム部

門の責任者が期待する,情 報系学科 を卒業 し

た新 入社員の能力について調査 したところ,

両者の認識 には若干の相違がみ られました。

高校,専 門学校,高 専では,基 礎的な情報

処理能力(想 定 レベルは第二種情報処理技術

者試験の午前レベル)を 身につけさせ,輩 出

することを目指す傾向にあ りました(図 表14)。

短大,文 系の大学ではパソコン ・ソフ トを

使 いこなす能力(試 験 区分では,初 級 システ

ムア ドミニス トレー タレベル),大 学の理系

では専門的な情報処理能力(同 第一種 の午

前 レベル)の 育成 を目指 しているようです。

それに対 し,企 業 は3～4割 程度が満足の

評価 を与えていま した。

本来,企 業では,各 社固有の教育体系等 を

」■RnacREROR,T

用意しており必要とする能力 ・知識も異なる

ので,全 ての企業が学校教育に対 して専門性

を望んでいるとは言えないで しょうが,実 際

に使 えるスキルをもったスペシャリス トを必

要 とする傾向に進んでいることは確実です。

また,学 校では,職 業学校 を除けば,企 業の

ニーズに合わせた人材 を輩出することを教育

理念とするところは少ないでしょう。

しかしながら,今 後の 日本社会では,そ れ

ぞれの学校がもつ方向性 を失うことなく,社

会や企業のニーズに合わせた人材教育を行う

場 としての学校教育に寄せる期待が益々増大

していくものと考えます。

5.お わ りに

平 成9年 度 の調査及 び こ こ数年の調査 を通

し現 れ て きた傾 向 と して,本 報 告の 中で も触

れ ま したが,学 校 と企業 にお け る情報化 の対

応 ・活用状 況,そ して技術 者 の育成 に対 す る

意識 に,学 校格差,企 業格差 が広が って きて

い る こ とが問題 点 としてあ げ られ ます。

また,企 業 に関 しては,自 社 の情報 シス テ

ム部 門業務 をア ウ トソー シ ング して いる とい

う と ころが 増 え て い る傾 向 にあ る よ うです 。

特 に最 近で は,ト ー タル ・コス ト ・オブ ・オ

ー ナ ー シ ップ(TCO)と い う経 営 的視 点 を

重視 した概 念が 普及 しつつ あ りこ,情報 システ

ム業 務 に絡 むア ウ トソー シ ングは今後 ます ま

す広 が りを見せ る こ とで しょう。

▼図表14学 校卒業時の情報処理に関する能力の達成レベル

(学校・情報系学科の卒業生について)(%)

学

校

側

の

評

価

能力の目安 商業高 工業高 専門 高専 猷 大学(文) 大学(理)

基礎的なパソコン操作 &7 軌7 1.1 一 一 120 2.0 2.8

基礎的な情報処理能力 輔
ら㍉、千ヌ

55ξ6

覧

叫6 3116 28.0 13.7 16.7

専門的な情報処理能力 2.9 6.9 148 18.4 &0 5.9 鰯
パソコン・カトを使いこなす 3&3 222 28.4 10.5 ㌶ 與4 15.3

システム開発が出来る能力 一 一 一 一

8.0 5.3 一 一 ao 16.7

企業の評価・新入社員の満足度 36.1 45.3 34.3 27.4 37.7
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一
ー一議勲状魂 藝麹

…総務 部

1.理 事会 の開催

(1)平 成10年6月17日(水)に 平成10年 度第1

回理事会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認

されました。

・平成9年 度事業報告書 について

・平成9年 度収支計算書,正 味財産増減計算

書,貸 借対照表および財産 目録 について

・平成10年 度事業計画の変更 について

・平成10年 度収支予算の変更 について

・平成10年 度における借入金の限度額の変更

について

・組織規程の変更について

・諸規程について

・平成10年 度補助金の受入れお よびこれに伴

う補助事業の実施について

【卦 報】(平 成10年4月 以降)

10.6.9妹 背 光雄(前 評議員,東 洋信託銀

行会長)

企画室

「先進的情報システム開発実証事業」公

募について

当協会では,平 成10年 度補正予算による

「先進的情報システム開発実証事業(電 子商

取引の実用化等)」 の実施 について,情 報処

理振興事業協(IPA)よ り委託 を受け,7月

6日 か ら公募の受付 を開始 しました。これは

デジタル空間における新規 ビジネスの展開や

高度情報化技術 を活用することにより企業シ

ステム改革を行おうとする企業を支援 し,日

本の経済構造改革 を目指す ものです。16兆 円

にのぼる総合経済対策の一環で,今 次経済対

策における約500億 円の補正予算 に より行 わ

れます。

本事業では,電 子商取引等の先進的情報シ

ステム開発 ・実証実験,お よび電子商取引等

の先進的情報システムの普及 ・拡大に資する

要素技術開発を対象 とします。

具体的な内容は,当 事業趣意書,お よび73

ページの公募要領 をご覧 ください。応募方法

は公募要領にあります通 り,提 案書等の書類

を当協会宛てに郵送で提出することとなって

お り,期 間は9月1日(当 日消印有効)ま で

です。なお,応 募に関する問い合わせ及び提

出先は下記の通 りです。

(財)日本情報処理開発協会

企業間電子商取引推進機構

〒135-8073東 京都江東区青海2-45

タイム24ビ ル10階

EAX:03-5500-3660

URL:ht加://www.jipdec.(》r.jp/

応募様式等の請 求,問 い合わせの受付 は

EAXの み とな ります。
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先進的情報システム開発実証事業趣意書

(電子商取引の実用化)

98年7月3日

機械情報産業局

情報政策企画室

1.デ ジタル経済革命で 日本経済の回復 を

日本経済は,消 費 ・投資 の冷 え込 み,

銀行の貸 し渋 り,産 業の自信喪失か ら実

体経済悪化の悪循環に陥っている。

このような現状を改善 し,日 本経済が

再 び力強い歩み を続けるために,16兆 円

の景 気対策 を実施 した。 この うちの約

500億 円 を活用 して,コ ス ト削減 や資本

収益率の向上 につながり,日 本の経済構

造の改革に資するデジタル経済革命の実

現を目指す。

1.構 造改革 と需要喚起に向けた16兆 円

(1)現 在の 日本経済は,金 融 システム不安か

ら起 こる消費者 ・企業の消費 ・投資意欲の

減少,急 激な資産圧縮を目指 した金融機関

の貸し渋 り,経 済の構造的弱点 を意識 した

極端な自信喪失から起こる更なる意欲減退

が,実 体経済 を悪化 させ,未 だ回復 には至

っていない。

(2)こ の ような状況の中,我 が国経済を力強

い回復軌道に乗せるとともに,21世 紀にお

ける活力ある我が国経済社会を実現するた

めに,社 会資本整備 と減税 による思い切っ

た内需拡大策を講 じ,国 内需要の喚起 を図

るとともに,経 済構造改革を強力に推進す

ることが,先 の総合経済対策16兆 円の狙い

である。

2.デ ジタル経済革命 は基盤構築から実用化へ

(1)現 在世界的に 「デジタル経済革命」が進

んでいると言われているが,高 度情報技術

を活用することにより,コ ス トの削減や資

本収益率の向上,納 期や配達時間の短縮化

など,企 業 システムだけでな く,経 済社会

や 日常生活に大 きな変化をもたらすものと

期待 されている。株価の低迷など市場の状

況が悪い現状において,情 報化分野に対す

る投資が内需拡大に貢献 し,国 内需要の喚

起に大いに役立つ ものと期待され,今 次経

済対策 においては約500億 円がデジタル経

済革命に向けた予算 として計上された。

(2)従 来事業で電子商取引の共通基盤製作が

進み,日 本における電子商取引導入の機は

熟 している。今回の補正予算では経済波及

効果および経済構造改革効果の視点を重視

し,今 後 はデジタル経済の実現 を目指 した

事業 として推進 してい くことを目標 とし,

これまで構築 して きた共通基盤 を活用 しな

がらデジタル経済革命の実現を具体化させ

る。

ll.デ ジ タル経 済革命 の3つ の視点(選 定基

準1)

今次事業の目指す方向は以下の3点 で

あ り,高 度情報化技術 を活用することに

よって,日 本の経済構造改革 を目指す。

(1)デ ジタル ・ピックバ ン 〈.日本経済の

再構築)

(2)新 規 ビジネスの展開

(3)企 業 システム改革

1.デ ジタル ・ピックバン(日 本経済の再構築)

日本経済 を根底から強化する上で,情 報技

術の活用,電 子商取引の導入を推進 し,経 済

構造,産 業構造 を改革する。

(1)経 済構造改革 ・
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高度情報技術の活用により,金 融,証 券,

製造,流 通,販 売 といった現在の活動範囲の

垣根 を越えた活動が可能 となり,日 本経済に

新たな活力を生み出す ことが可能となる。

さらに金融部門だけでなく,不 良資産 を抱

えた不動産部門や建設,労 働市場の流動化 な

ど,情 報技術の活用が強 く求められている。

(2)市 場構造改革

高度情報技術 を用いることによって,諸 外

国か ら指摘 されている不透明な商慣行や系列

化を,オ ープンで競争的な取引関係に構築す

ることが促 される。さらに標準化や情報の互

換性の維持は,利 用者が単 に便利 になるとい

うだけではなく,コ ス ト改善,資 本収益率の

向上につながる。

また高度情報技術 を用いた製品のライフサ

イクル管理により,マ ニフェス ト ・システム

を活用 した廃棄物問題やリサイクルなど地球

環境保護に資することが可能となる。

2.新 規 ビジネ スの展 開

デ ジ タル空 間 において は,従 来 の社 会 とは

別 の世 界が展 開 され てお り,全 く新 しい分 野

にお ける ビジ ネスの創 出や発展 が期待 され る。

ネ ッ トワー ク を通 じた コンテ ンツの販売 や

医療 ・教育 の ビジ ネス,ネ ッ トの特性 を生か

した コンサ ルテ ィ ング業務 に加 え,認 証,セ

キ ュ リテ ィー,エ ー ジェ ン トサ ー ビス な どの

基盤技術 に関す る ビジネスの発展拡 大が期待

されてお り,こ れ ら新規 ビジネスの展 開 を積

極 的 に支援 す る。

3.企 業 システム改革

先進 的情報技 術 を活用 し,企 業 組織 ・業務

の 改 革(BPR=BusinessProcessRe-

engineering)を 行 うこ とは,企 業 お よび企

業グループの業務体系を根本から改革するこ

とになり,資 本収益率の大幅な改善が期待で

きる。一方では個別企業グループではなく,

中小企業 を含んだ地域 コミュニティー的活動

に関しても,情 報技術 を通 じてシステム改革

を図り,連 携強化 と効率改善が期待で きる。

皿.実 ビジネスへの展開を優先(選 定基準2)

低迷 す る 日本経 済 を根底 か ら改 革 し,

再び活力あ るものへ と再生 させ るために

は,本 予算で採択 されたプロジェク トが

速やかに実用化され,経 済構造改革 に役

立 たなければならない。そのために,す

ぐに実用化 ・普及が可能で,企 業や業界

が総力 を挙 げて取 り組むプロジェクトを

最優先で採択する。さらに長期的に見て

も意義のあるものを優先する。

基本的な考え方

本予算は低迷する日本経済の起爆剤と位置

付けてお り,日 本経済の活性化,構 造改革等

に速やかに直結す るプロジェクトを最優先に

採択することにする。

単なる実験に対する支援で終わってしまっ

ては,大 きな経済波及効果 を期待す ることは

不可能であり,限 られた予算 を有効 に,か つ,

その効果 を何十倍 にも増大 させ るためには,

速やかに実用化 ・商業化 に移行することがで

きることが必要。

個別の考え方

(1)基 本企業戦略 に位置付 けられていること

プロジェクトが本腰を入れて実施されるた

めには,単 に企業の一部部局が実施するので

はなく,全 体 としての戦略 における位置づけ

がはっきりとしていることが必要。
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(2)財 務部 門 を含め た支援 体制 があ る こと

上 記(1)と 関 連 して,プ ロジ ェ ク ト実 施企

業 自身が財務 部 門 を含 めて,当 該 プ ロジ ェク

トを企 業戦略 の 中心 と位置付 け,全 面的 なバ

ックア ップが期 待 で きる もので ある必 要が あ

る。特 に プロ ジェ ク トの拡 が りを考 えた場 合,

プロジ ェク ト実施企 業の資金持 ち出 し等 を も

含 め て本 気 で取 り組 む姿勢 が見 られ る こ とが

重 要。

(3)ユ ーザ ー を把 握 してい る こと

単 なる実験 では な く,実 用化 され るこ とが

目的で あ り,ユ ーザ ー と して使 いやす い もの

として仕上 が る必 要が ある。ユ ーザ ー に受 け

入れ られ やす い もので あればあ るほ ど普及 に

拍車 がか か る。

(4)コ ア技術 が確立 され てい るこ と

実証 実験 を早 く実 用化 を させ るために,コ

ァ とな る技術 につ いて は,今 か ら開発す るの

では な く,す で に技術 が確立 されてい る必 要

があ る。

(5)商 業化 計画 が立 って いる こと

今 回実験 した こ とが,す ぐに活 用 され る こ

とを考 え た場 合,実 験 終 了後 直 ち に実 用 化

(商業化)さ れ るこ とが望 ま しい。

情報セキュリ貢 対策室

1.セ キ ュ リテ ィ対策/シ ステ ム監 査 に

関 す る調査 ・研 究

昨年度に引き続 き,セ キュリティ技術 とそ

の産業の今後のあ り方を探るための調査研究

を進めています。

昨年度は,「 セキュ リテ ィ対策検討委員会

(委員長 今井 秀樹 東京大学教授)」 におい

て,セ キュ リティ関連技術 とセキュリティ製

品の関連およびセキュリティ製品と産業 ・サ

ービスの関連の整理を行い
,セ キュリティ技

術要素の体系化 を行いました。

本年度は,昨 年の成果 を踏 まえて,セ キュ

リテ ィ技術要素の将来動 向を探るとともに,

同要素技術を背景 としたセキュ リティ産業の

需要予測を試みる予定です。

一方,セ キュ リティ対策を確保するための

重要な役割を担っているシステム監査に関す

る調査研究を引き続 き進めています。

本年度は,シ ステム監査 を普及させる観点

から,ネ ッ トワーク環境の情報 システムを監

査するための方策を検討 し提案する予定です。

また,わ が国の システム監査の実態 に関する

アンケー ト調査についても実施する予定で準

備を進めています。この結果は,シ ステム監

査の普及策 を検討する材料として活用すると

ともに,隔 年で発行 しているシステム監査白

書(平 成11年5月 発行予定)に も利用 します。

さらに,シ ステム監査 をビジネスとする企

業を紹介するため通商産業省が作成している

「システム監査企業台帳」の作成にも協力 し

ています。毎年6月 が申告 を受付ける期間で

すが,現 在は申告内容 をチェックしていると

ころです。この結果は,9月 頃に都道府県の

図書館,全 国の商工会議所,各 地の通商産業

局に閲覧用 として配付する予定です。

2.プ ラ イバ シーマ ー ク制 度の 運用 と国

際情勢 に係 る調査

平成9年 度協会内に設置 した 「個人情報保

護に係る環境整備検討委員会(委 員長 堀部

政男 中央大学教授)」 では,個 人情報保護 に

係 る国際情勢の把握と,そ の調査結果 に基づ

くわが国の対応について検討 してきました。
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特 に,平 成10年10月 にEU(欧 州共 同体)に

おい て発 効す る 「個 人 デー タ処理 に係 る個 人

情報 の保 護及 び当該 デー タの 自由 な移動 に関

す る欧州会議 及 び理事 会の指 令(1995年10月

採択)」(EU指 令)へ の わが 国の 具体 策対 応

策 と して 「プ ライバ シーマ ー ク制度 」 につい

て検討 して きま した。

その成果 を受 けて,平 成10年4月 よ りプラ

イバ シーマー ク制度 を当協 会 の 自主 的事 業 と

して運用 開始 しま した。 この制 度 は,通 商 産

業省 が定 め た,い わ ゆる個 人情 報保護 ガ イ ド

ライ ンに準拠 して個 人情報 の取 扱 い を行 って

い る事業 者 を認定 して,そ の証 と してのプ ラ

イバ シーマ ー ク(図 参 照)を 事業 活動 の様 々

な場 面 に使 用 す る こ とを許 可 す る もの で す 。

(詳細 につ い て は,JIPDECREPORTを ご覧

下 さい。)

▲図 プライバ シーマークのサ ンプル

制度運用に際 し,4月 初頭 よ り東京 を皮

切 りに全国8地 区において事業者 を対象の中

心 とした説明会を開催いたしましたが,多 く

の事業者 か らの関心 を集 め,約2,000人 の参

加 を得ることがで きました。引き続き,消 費

者等へのPRを 行 っている ところです。

本制度 は,事 業者か らのプライバ シーマー

ク付与の申請を受けて個人情報保護の取扱い

を審査する指定機関の協力を得て運用してい

ますが,現 在は(社)情 報サー ビス産業協会 を

指定機関としています。

本制度の運用を通 じて,わ が国の事業者 に

おける個人情報の取扱いが更に適切な方向に

進むよう,関 係各位の協力 を得て努力 を重ね

ていきます。

また,本 制度の運用 とあわせ て,EU指 令

への各国の対応状況 と,主 要国の個人情報保

護への取組み状況の詳細について調査を行う

とともに,連 携の強化 を図ってい く予定です。

3.JPCERTICC(コ ン ピ ュ ー タ緊 急 対

応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCが 平 成10年1月 か ら3月 の3

か月間 に不正 アクセスの報告 を受 け た件数 は

139件,4月 か ら6月 の3か 月間 は197件 で し

た。 これ らの報告 か ら対応 策 を検討 して,関

連す るサ イ トに情 報の提供 あ るい は交換 を行

なっ てい ます 。 また,対 応 策 を 「緊急 情 報」

や 四 半 期 毎 の 「活 動 概 要 」 に と り ま とめ,

JPCERT/CCの ホー ムペ ー ジ にア ラー トと し

て掲載 してい ます。

インターネ ッ トにお ける不正 アクセスへの

関心 の高 ま りと ともに,一 般ユ ーザ ー にお け

るJPCERT/CCの 認 知度 も高 まっ てお り,情

報提 供 メー リング リス トへ の登 録 も増加 傾 向

にあ ります。

一方
,啓 発 活動 と してネ ッ トワー ク関係 の

イベ ン トにお いて各種 セ ミナー を開催 した り,

企業等 のセ ミナー に協 力す るこ とな どを通 じ

て,ネ ッ トワー ク管理者 に安全 対 策 につ いて

の注意 を喚起 してい ます 。

JPCERT/CCの 活動状 況 や,不 正 ア クセ ス

に関す る最新の セ キュ リテ ィ技 術情 報 に関 し

て は,今 後 もホー ムペ ー ジ(URL:http:〃

www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して発 信 して い き

ます ので ご利用 くだ さい。
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4.ICAT(認 証 実用化 実験協議 会)の 運営

平成7年 度か ら広域ネ ットワークでの認証

技術に関わる調査,設 計,開 発 を行 ってきて

お ります。

平成9年 度は,平 成8年 度 に開発 した楕円

曲線,新 規ハ ッシュ関数を利用 した認証局ア

プリケーションを開発 しました。更にこれら

のツールを使用し,階 層構造 を持った広域的

な認証機構 に関する実証実験 を行いました。

・平成10年 度 は,平 成9年 度に引 き続いて更

に大規模 な認証局モデルを設定 して実証実験

を行い認証局アプリケーションの普及に務め

ます。また,実 証実験の成果である認証機構

のプロ トコルを8月 に開催 される国際会議の

場で提案するために準備を進めています。

なお,ICATは,以 上の活動 をもって終了

する予定です。

調査部

1.企 業情 報化 調 査研 究委 員会

第1回 委員会(委 員長 高原 康彦 千葉

工業大学教授)を 開催 し,平 成10年 度の調査

の基本方針 について検討 を行いました。

本年度は,9月 下旬にアンケー ト調査票 を

配布 し,11月 上旬 に回収締切の予定です。

2.情 報化 白書98年 版 の発刊 と99年 版編

集 活動 の ス ター ト

標記 白書98年 版がまとまり,6月11日 にプ

レス発表,19日 発刊 に至 りました。今回の副

題(総 論 テーマ)は 「情報 ネットワーク社会

の枠組みづくり」。

電子商取引の環境整備に向けた世界的な取

り組みを主軸に,デ ジタル経済における企業

経営 と電子化に適合するビジネスルールの設

定,社 会生活 に広がるネッ トワーク環境と健

全な発展のための社会制度の構築,グ ローバ

ルな枠組みで進展す る情報ネットワーク社会

の国際ルールづ くりにおいて協調と競争の両

面から対処すべきわが国の課題をまとめてお

ります。各論は,基 本的な構成 を継承 しつつ

最近1年 の動 きを中心にまとめてお り,分 野

別情報化動向,情 報産業の動向,標 準化やセ

キュ リティ等の環境基盤,欧 米アジアの情報

産業 と施策 など広 く情報化の現況と課題を捉

えております。これら動向を数値や年表で示

すデータ編,ま た,今 回新 たにURL－ 覧 も付

しました。全532ペ ージ,5,250円 。一般書店,

政府刊行物サービスセンター等でお求めいた

だけます。(な お,詳 細 はJIPDECREPORT

にて紹介 してお ります。)

98年版の発刊後,引 き続 き99年版の編纂に

向けて 「情報化 白書編集専門委員会」(委 員

長 廣松 毅 東京大学教授)を 設置 ・開催。

総論テーマ,各 論構成等,編 集企画の立案検

討 を開始 しました。追って開催予定の 「情報

化白書編集委員会」(委 員長 石井 威望 慶雁

義塾大学大学院教授)に お ける審議 を経 て,

執筆 にかかる手順 としてお ります。

3.主 要 国 に お け る情 報 政 策 に 関 す る調

査 研 究

今年度 よ り,事 業 名 を 「海外 にお ける情報

化 の動 向 に関す る調査研 究 」 か ら標 記 に変更

致 しま した。

アメ リカで は,InternetLaw&poliCyForum

(民 間 コ ンソー シ アム)が,中 心 とな って電

子 的認証 問題 に取 り組 んで お り,4月 にアメ

リカ50州 にお け る電 子 ・デジ タル署 名 法制 定
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に向け た状況 を と りまとめ ま した。 イギ リス

政府 は,4月 に 「OurInformationAge」 と題

す る情報化へ の ア クシ ョンプラ ンを発表 しま

した。 この プラ ンで は,(1)教 育改 革,(2)ア

クセス の拡大,(3)競 争並 び に競 争力 の促 進,

(4)品 質 の向上,(5)政 府の革新 の5項 目を重

要課 題 として取 り上 げて い ます。

4.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

1984年 に第1回 フ ォー ラムが東京 で開催 さ

れ て以 来,日 独 交互 に開催 し昨年11月 には第

11回 を長野 で開催す るまで に至 りま した。

本事 業 は情 報技術 分野 の第 一線 の学者,産

業 界の代 表 に よる技術 的,人 的交流 を第一義

としてお ります。東 洋大学学 長 菅野卓 雄氏

が 日本 側議 長 をつ とめ 、全体 はニュー メデ ィ

ア,コ ンピュー タ,半 導体 の三分 科会 よ り構

成 されてお ります。次 回の第12回 フ ォー ラム

は,来 年 の5月 に ドイツ連邦共和 国で開催 さ

れ る予定 です。

5.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け広 報

わが 国の情報 通信 産業及 び 情報化 一般 の最

新 の 動 き を 内 外 に紹 介 す る た め,英 文 誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を

発行 して い ます。

最 近の号 で は,JIQNo.112で 「医療情 報 シ

ステ ム」 をテー マ に,日 本 におけ る医 療情報

シス テムの 開発状 況 を紹 介 し,JIQNo.113で

は 「日本 の ゲーム産業」 をテーマ に,日 本 が

世界 を リー ドす るテ レビゲーム産業 につ いて,

発展段 階 か ら現在 に至 る までの状況,産 業構

造,市 場,現 在抱 えて い る問題 な どを紹 介 し

て い ます 。 また,今 年度 は,Informatization

WhitePaperをJIQNo.114〔 特 別号 〕 と して

発行 します 。

今後は,日 本の個人情報保護の現状 をテー

マに取上げ,当 協会が取 り組むプライバ シー

マーク制度を合わせて紹介するほか,電 子商

取引の推進状況 などを取上げる予定です。

6.講 演 ・セ ミナ ー

7月23日,24日 と2日 間 にわた って,機 械

振興 会館 ホー ル にて 「シス テム監査 特別 講演

会」 を開催 しま した。

シス テム監査Q&A110の 改 訂 に伴 い,講 演

会 を開催 した もので110の 項 目に対 して詳細

に説 明 を行 い ま した。参加 者 は,第1日 目が

177名,第2日 目が173名 と多数 の参加者 が あ

り、熱心 に聴 講 されてい ま した。

●第1日 目

平成10年7月23日(木)10:00～16:00

・「システ ム監査 の基本 的事項 」

鳥居 壮 行氏(駿 河 台大学 文化情 報学部

教授)

・「システ ム監査 の準 備 ・計 画 一シス テ ム監

査 を効率 的 に実施 す るため に一」

八鍬 幸信氏(札 幌大学 経営 学部教授)

・「企画 業務の監査 」

山崎 隆義氏((株)三 菱総合研 究所 産業

戦略研 究セ ンター長)

・「開発業務 の監査」

喜 入 博 氏(日 本ユ ニ シス(株)監 査 室長)

● 第2日 目

平 成10年7月24日(金)10:00～17:30

・「コ ン ピュ ー タ シ ス テ ム の 設 備/運 用 管

理 一情 報 システ ムの成 果 を享 受 す る ため

の運用業務 の監査 ポ イ ソ トー」

木村 裕 一 氏((株)日 立情 報 シ ス テ ムズ

シス テム監査 室).

・「ネ ッ トワ ー ク管理/保 守 業務/ド キ ュメ

ン ト管理」
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本田 実氏(三 井情報開発(株)カ スタマ

サー ビス部教育営業室部長)

・「EUC/シ ステム環境の変化 とシステム監

査の対応」

川辺 良和氏(イ ンターギデオン 代表)」

・「進捗管理/要 員管理/外 部委託/災 害対策」

深田 純男氏(船 橋市役所 高齢者福祉課

長)

・「システム監査報告 計画書 と報告書の様

.式 例」

斎藤 隆氏(東 京情報大学 経営情報学部

助教授)

・「プライバシー保護 とシステム監査一プラ

イバシーマーク制度への対応一」

芳仲 宏氏((株)CRC総 合研究所 シス

テム監査等担当)

7.改 訂版 シ ステム監 査Q&AllOの 発行

システム監査Q&A110が 改訂 され ま した。

詳細は、巻末の広告をご覧 ください。

技術企画部

1.複 雑 系情 報 処理 に関 す る調 査研 究

近年,自 然界の振 る舞いや社会の諸現象を

複雑系(ComplexSystem)と して捉えた研

究が盛 んになっています。情報処理の分野に

おいても,そ の処理対象である複雑な諸問題

の解決のための方法論として 「複雑系」が注

目されています。

このため 「複雑系情報処理調査専門委員会」

(委員長 中島 秀之 電子技術総合研究所情報

科学郡部長)を 置いて,引 き続 き,複 雑系へ

の情報技術応用の視点か ら調査研究を行って

います。

海外 における複雑系に関連する基礎理論,

要素技術 等の研究 開発動向 を調査するため,

本年5月 には調査員 を欧州に派遣 し,複 雑系

の視点か ら分散 ・協調システム等の最新の研

究状況を調査 しました。今後は,引 き続 き内

外の基礎理論,要 素技術等の調査 を行 うとと

もに,本 調査研究の最終年度であることから,

複雑系への情報技術の応用の視点から,こ れ

らの諸理論,諸 技術の適用の方法や範囲の整

理,情 報技術の今後の研究開発のあ り方など

について検討することを予定 しています。

2.オ ン トロ ジ ー工 学 に関 す る シ ン ポ ジ

ウ ム の 開 催

「オ ン トロジー工学 一知識 の外 在化 と共有

を目指 して 一」 と題す るシ ンポ ジウム を,平

成10年7月17日(金),機 械振興 会館 ホー ルに

お い て 開催 しま した。 この シ ンポ ジ ウ ム は,

大 規模知 識ベ ー スに関す る調査研 究(平 成9

年 度 を もって終 了)の 一環 と して平成8年 度,

9年 度 に実施 した 「オ ン トロジー工学 に関す

る調査研 究」 の成 果報告 と参加 者 との意 見交

換 を目的 に開催 した もので,大 学関係者 と企

業研 究 者 を中心 にお よそ152名 の参 加 が あ り

ま した。"

調査 研究 成果 の報 告 では,は 、じめ に 「オ ン

トロジー工 学の提案 」 と題 して,オ ン トロジ

ーの定義
,必 要 とす る背景,工 学的視点 か ら

の オ ン トロジーの要件 な どについて調査研 究

成 果 として報告 され,続 い て,言 語知識 や テ

キス トに関連す るオ ン トロジー,オ ン トロジ

ー を構 築す るための基礎 理論 や環境 ・ツール
,

また,問 題解 決,計 画(ス ケ ジ ュー リング),

ビジネ ス活動,法 律運 用,情 報検索,機 械 設

計,デ ー タベー スの領 域 にお けるオ ン トロジ
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一の活用例 な どの調査結 果が報告 され ま した。

また,こ れ らの報告 を挟 んで 「知識 を科学

す る哲学 」 と題 す る招待 講演 が行 われ ま した。

オ ン トロジーは本来哲学 の言葉 で あ り,オ ン

トロ ジー に対 す る哲学 の立場 な どにつ いて講

演が行 われ ま した。

シンポ ジ ウム最後 のセ ッシ ョンのパ ネル討

論 で は,「 情 報基 盤,社 会基 盤 と して の オ ン

トロジー」 をテ ーマ に,会 場参加者 を交 えた

熱心 な議論 が行 われ,オ ン トロ ジーの重要性

が再 認識 され ま した。

3.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィに 関 す

る 構 築 ・運 用

わが国 にお ける産学 官 に よる研 究開発 を促

進す るための一環 と して,様 々 な分野 の研 究

者 が イ ンター ネ ッ トを介 して,オ ープ ンに参

加 ・交流 し,情 報収 集 ・提供 お よび意 見交換

な どを行 う場(コ ミュニテ ィ)が 必要 とな り

ます。

通商 産業省 では,バ ーチ ャル ・ライブラ リ

の実現 に向 けて,電 子情 報通信技術 に関す る

研 究 開発 情報 イ ンフラ と して,WWWサ ーバ

ーに よる産学官研 究 開発 コ ミュニ テ ィを構 築

す る こ とと しま した。 当協 会 では これ に協力

して,電 子 情報 通信 分 野 に 関連 してい る約

1,100の 国 内研 究機 関 ・研 究 室 のWWWサ ー

バ ーか ら研究 開発 に関す る情報 を収集 ・整備

を行 い,併 せ て検索機 能 を含 む各種 の ナ ビゲ

ーシ ョン機能 によ り
,イ ンターネ ッ トを介 し

て最新 情報 を提 供 してい ます。

海外 か らの アクセス に応 じるため に英 語 で

の情 報提供 お よび検 索機 能 も実現 してい ます 。

また,国 家 プロジ ェク トの情報提 供 につ い

ては,グ ローバ ル ・イ ンフ ォメー シ ョン ・イ

ンフ ラス トラクチ ャ(GII)の1つ の プ ロ ジ

ェ ク トで あ る グ ロ ー バ ル イ ンベ ン トリ ・プ ロ

ジ ェ ク ト(GIP)の 日本(通 商 産 業 省)イ ン

ベ ン ト リ と して 位 置 づ け,G7各 国 と有 機 的

に連 係 し,同 コ ミュ ニ テ ィの 一 つ の サ ー ビ ス

機 能 と して構 築 ・運 用 を行 っ て い ます 。

さ ら に,北 海 道 大 学 で 開発 したIntelligenレ

PADを 使 用 し,WWW利 用 者 が,イ ン ター ネ

ッ トを介 して 検 索 した 多 くの 結 果 デ ー タ につ

い て,利 用 者 の ニ ー ズ に合 わせ て デ ー タの 絞

り込 み を効 率 的 に行 う こ との で きる ツ ー ル キ

ッ トを 開発 し,産 学 官 研 究 開発 コ ミュ ニ テ ィ

の サ ー ビス 機 能 の 一 部 と して提 供 して い ま す 。

本 事 業 の 関 連 サ イ ト

・G7Glol)alInventoryProject(GIP)

htΦ://www.gip.int/

・産 学 官研 究 開発 コ ミ ュ ニ テ ィ

httP://www.9iP.jipdec.or.jp/

・情 報 化 関連 政 策 ホ ー ムペ ー ジ

http://www.9iPjipdec.or.jp/policy/

4.次 世代 電 子 図書館 システ ム研 究開発

事業

通商産業省および情報処理振興事業協会委

託事業である 「次世代電子図書館システム研

究開発事業」は,平 成7年 度から平成9年 度

までの前期で次世代電子図書館システムのア

ーキテクチャおよび個別技術についての実装

規約の開発を行うとともに,電 子図書館 シス

テムのあるべ き姿 と課題について検討 し,報

告書 として取 りまとめてきました。

平成IO年 度からは後期 として,前 期で開発

してきた技術の実証 を行うためのプロ トタイ

プシステム構築を行っていきます。プロトタ

イプシステム構築にあたっては,国 立国会図

書館の協力を得て,2002年 開館が予定 されて

いる国立国会図書館関西館のプロトタイプモ

一・-46一

遥



S
〆
▲

己
～

ξ
マ
葺

メ
「
'
{

i
i

び
9

デル とな る もの を想定 して構 築 してい くこ と

にな りま した。

す なわ ち,当 プロ ジェ ク トが前期 で 開発 し

た アーキテ クチ ャを基 盤 と して,入 力系,検

索 系,表 示系 お よびエ ージ ェン ト系 の各技術

に加 え,図 書館 としての必要 な機能 を新 た に

補 完 した システム と して構築 す る ことに な り

ます。

なお,昨 年度 まで に開発 した アーキ テ クチ

ャお よび個 別技術 の研 究 開発 内容 を論 文集 と

して取 りま とめ ま した。

当事 業 の詳 細紹 介 とと もにWWWに 掲 載 し

てい ます ので,参 考 と して下 さい。

http://www.dlib.jipdec.or.jp

▼表1モ デル研修上期 日程

中央情報教育研究所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のために次の研修事業,調

査研究事業および普及啓蒙事業を実施 してい

ます。

1.平 成10年 度 上期研 修 事 業

(1)高 度情報化人材の研修

本研修は,高 度情報化人材育成 カリキュラ

ムに準拠した 「モデル研修」 と時宜およびニ

ーズに合致 した 「特別テーマコース」を,毎

年継続 して実施 しています。

本年度の上期(4月 ～9月)に 開催する研

修 は,表1お よび表2の とお りです。

コース名 期 間 日 数

●システム監査技術者
・システム監査総論 7.03～7.17 7日 間
・システム監査実践 8.27～9.08 7日 間

●プロジェク トマネージャ
・プロジェク ト管理総論 9.30～10.02 3日 間

●プロダクシ ョンエ ンジニア
・構造化 アプローチによるシステム設計 8.31～9.02 3日 間
・オブジェク ト指向によるアプ リケー ション開発 9.16～9.18 3日 間

●ネ ットワークスペシャリス ト
・通信回線と通信機器 8.26～8.28 3日 間
・データ伝送技術 とアーキテクチャ 9.03～9.04 2日 間
・ネ ッ トワー ク ソフ トウェ ア 9,10～9.11 2日 間
・LANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価 9.16～9.18 3日 間
・WANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価 9,21～9.25 4日 間
・ネ ッ トワークシステムの運用 と保守 9,28～9.30 3日 間

●データベーススペシャリス ト
・データベースの基礎理論 9.01～9.02 2日 間'

・データベースシステムの設計 と運用 9.07～9.09 3日 間
・データベースの技術動向 9.16～9.17 2日 間

●第一種共通カリキュラム研修 」

・コ ン ピュー タ アーキ テ クチ ャ 9.10～9.11 2日 間
・コンピュータ科学基礎 9.16～9.17 3日 間
・通 信 ネ ッ トワー ク 9.28～9.30 3日 間

▼表2特 別テーマコース上期日程

コース名 期 間 日 数

●提案型設計行動力修得 7.15～7.17 3Ei間

●ソフトウェア営業SEの 基本と実際 7.21～7.22 2日 間

■C/Sシ ステム開発におけるプロジェクト管理 7.23～7.24 2日 間

●「2000年 問題」とシステム監査 7.27 1日 間

●個人情報保護とシステム監査 8.04・ 1日 間

●アウ トソー シングのシステム監査 8.07 1ヤ日 間

●情報セキ ュリティのマネジメン ト 9.29～9.30 2日 間
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今 後 の 研 修 日程 や 内 容 の 詳 細 に つ い て は,

教 務 第 二 課(TEL:03-5531-0176)ま で お 問

い 合 わ せ い た だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧 くだ さ

いo

(2)情 報処理技術 インス トラクタ研修

本研修は,情 報処理教育に携わるインス ト

ラクタ等(情 報処理教育推進指導者)の さら

なる資質の向上に向けて,毎 年継続 して実施

しています。研修コースは,情 報処理技術 イ

ンス トラクタ研修 と企業内研修リーダ養成研

修の2種 類があ ります。前者は,情 報処理専

門学校等の教員や企業等における情報処理教

育担当者等を対象に,指 導上のポイン トや技

術 ・知識の修得を,後 者は,地 方における情

報処理教育担当者等を対象に,技 術 ・知識等

の修得を,主 たる目的に しています。

①情報処理技術インス トラクタ研修

本年度の上期(7月 ～8月)に 開催する研

修は,表3の とお りです。

なお,下 期(10月 ～3月)に 開催予定の研

修は,上 期開催状況の結果を参考にして,受

講対象者のニーズにあった研修を企画する予

定です。

▼表3情 報処理技術インス トラクタ研修の上期日程

コー ス名 期 間 日 数

●教育エニジニアコース
・教育エンジニア～イ ンス トラクション業務～ 8.24～8.28 5日 間

・教育心理学入門 8.24～8.26 3日 間

● システムア ドミニス トレータコース
・システムア ドミニス トレー タ育成 カリキュラムの 7,30～7.31 2日 間

指導ポイント(2回) 8.20～8.21 2日 間

・システムア ドミニス トレータのためのWebマ ス

ター入門

OHTML入 門編(2回) 7.09～7.10 2日 間

8.18～8.19 2日 間

○イントラネット入門編 8.20 1日 間

・上級 システムア ドミニス トレータ

○上級システムア ドミニス トレータの実態 と今 8.19 1日 間

後の役割 ・期待

○業務改善やデータ分析の推進ができる実践的 8.20～8.2豆 2日 間

情報化リーダ養成

●情報化人材育成 ・指導コース
・第二種共通カ リキュラム共通知識の指導ポイント 8.04～8.07 4日 間

●システム技術コース
・C言語プログラミング入門とその指導ポイント 8.24～8.28 5日 間

・VisualC++の 実践演習(基 礎) 8.10～8.11 2日 間
・VisualC++の 実践演習(応 用) 8.24～8.25 2日 間
・Javaプ ログラミング入門 7.23～7.24 2日 間

・Javaプ ログラミング応用 8.17～8.18 2日 間

・小規模ネ ッ トワー クにお けるデータベース作成 7.30～7.31 2日 間
・小規模ネ ッ トワー クの設定 と運用 8.27～8.28 2日 間
・小規模ネ ッ トワークシステムの作 り方 7.27～7.28 2日 間

・Webア プ リケーション作成入門 7.22 1日 間
・オブジェク ト指向プログラミング入門 8.07 1日 間
・ソフ トウェアライセ ンス管理入門 7.29 1日 間
・データマイニ ングとデータウエアハ ウスの動向 8.06 1日 間
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今 後 の 研 修 日程 や 内 容 の 詳 細 に つ い て は,

教 務 第 一 課(TEL:03-5531-0175)ま で お 問

い 合 わ せ い た だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご 覧 くだ さ

いo

②企 業 内研 修 リー ダ養 成研修

本研 修 は,す べ て地域 ソフ トウェ アセ ンタ

ー に委託 して実 施 してい ます
。

本 年度 の研修 内容 は,以 下 に示す とお りで

す 。

・システム 開発 技法 関連 コー ス

・ネ ッ トワー クの構 築 ・管理 技術 関連 コー

ス

・デ ー タベ ース技術 関連 コー ス

・プ レゼ ンテー シ ョン技 法 関連 コー ス

・情報処 理利活 用技術 関連 コー ス

2.調 査研 究事 業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国の学校等教育機関や企業における情

報処理教育の実態や最新動向を広範かつ継続

的に把握 し,教 育施策の検討に資することを

目的 として本年度 も継続 して当該調査を実施

します。

例年通 りアンケー ト調査を中心に調査 し,

具体的な検討 ・分析作業は,情 報処理教育実

態調査委員会の下に企業,学 校および国際比

較の各分科会を設け実施 します。また,調 査

項 目について は,企 業(情 報サー ビス企業,

ユーザ企業)お よび学校教育機関(高 等学校,

専門学校,高 等専門学校,短 期大学,大 学)

における情報処理教育の実施体制,内 容,方

法,課 題 に関する固定項 目と情報処理技術者

に対するニーズの変化に対応した人材育成方

法,1997年 にシンガポールで実施された調査

をベースに日本,北 欧 との3者 比較等の項 目

で構成する予定です。

現在,調 査項 目の検討 を行 ってい ますが,

年内にアンケー ト調査 を終了する予定です。

(2)教 科研究調査

標準 カリキュラムに則 して高度な情報処理

技術者を目指す技術者の効果的な育成を図っ

ている専門学校およびその他教育機関の情報

処理学科を,「情報化人材育成学科」 として

通商産業大臣が認定する 「情報化人材育成学

科認定制度」の支援作業を中心に実施します。

また,新 学科種別II類(B)の 設置を想定 して,

現状の情報処理専門学校 におけるシステムア

ドミニス トレータ教科の実施状況等について

調査 を実施する予定です。

(3)高 度情報処理技術者育成指針に関する調

査研究

ソフトウェア開発工程における作業を共通

的に規定する 「ソフ トウェアライフサイクル

プロセス(SLCP)」(国 際標準)等 に基づ き,情

報化人材 として類別 された人材像の担当業務

範囲等との対応関係を調査研究し,今 後の標

準 カリキュラム改訂時の参考とする予定です。

また,最 新の情報技術動向等について経年

的に調査を行い,前 記同様 に,標 準 カリキュ

ラムの充実 に資する予定です。

現在,JIS版SLCPに 沿 った共通 フ レーム

(SLCP-JCF98)の 関連資料等の収集 を行って

います。

(4)国 際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

標準カリキュラム等の人材育成関連情報を

国外へ広報するため,昨 年度 に引 き続 き 「改

訂版標準 カリキュラムの概要」を英訳 し,ホ

ームペ ージ等 を利用 して公 開するとともに
,

国外の先進的人材育成 システム,情 報処理教

育実施事例お よび情報処理技術者試験等の情
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報 を収 集 し,わ が 国 との比 較 ・検 討 に よ り,

今 後 の人材 育成策等 の検討 に資 す る予定 です 。

また,SEARCC・SRIG-PS(東 南 ア ジア地

域 コ ンピュー タ連合 ・情 報処理技 術者 育成部

会)と の有 機 的な連携 を図 る と ともに検 討 活

動 に積極 的 に参加 ・協力 す るため,専 門家 の

派 遣 を行 い ます 。(7月6日 か ら7月10日 の

日程 で,オ ー ス トラ リア ・ダー ウ ィ ンでの

SRI(}PS会 議 に,委 員2名 を派遣)

(5)高 度 情報化 人材育 成 のため の基 盤整備

前年度 に一 回 目の改 訂 を終 了 した標 準 カ リ

キュラム は,時 代 の変 化 に応 じて常 に刷新 を

図 ってい くこ とが求 め られ るこ とか ら,今 後,

利用 者等 の意 見や最新 の技術 動 向等 を経年 的

に把 握分析 し,標 準 カ リキ ュラムの品質等 の

維持,改 良等 を図 る必 要 があ ります。

本年 度 は,Webサ ーバ環 境 を構 築 し,「 改

訂版 標準 カ リキュ ラムの概 要」 を広 くホーム

ペー ジで公 開 し,改 訂版標準 カ リキ ュラムの

一層 の普及 ・定 着 を図 る と ともに
,標 準 カ リ

キ ュ ラム利 用者か らの意 見等 をホー ムペ ー ジ

等 を利 用 し収 集す る予 定です 。

現 在,Webサ ーバ 環 境 の 設計 と機 器 の 選

定,ホ ー ムペ ージ化 の検討 を行 ってい ます 。

(6)高 度情報 化人材 育成 のた めの応 用調査研

究

本 事 業で は,標 準 カ リキ ュラム に沿 った教

育 の普 及 ・向上 を図 るため に,標 準 カ リキ ュ

ラム に準 拠 した学習 用 テキス トをは じめ とす

る各種教材,教 育手法 等 の調査研 究 を行 って

い ます 。

この 一環 と して,動 画 や グラ フィクス,音

声 や文 字 な どの多様 な情 報 を容易 に取 扱 い,

またシ ミュ レー シ ョンな どを視覚 的 に表示 さ

せ,擬 似体 験教 育 を可 能 とす るな どの マルチ

メデ ィア教材 の研 究 開発 をテ ー・一白マ に,平 成8

年度より3年 計画で実施 しています。

本年度は,本 テーマの最終年度 として,こ

れ までに開発 したシステムア ドミニス トレー

タ対応プロ トタイプ教材を拡充 し,広 く外部

か ら利 用で きるWebサ ーバ環境上 に展開 し

利用実験 を行い,今 後のシスア ド遠隔教育の

実現可能性を調査研究する予定です。

現在,利 用実験方法の検討および 「学習者

管理システム」の機能等について検討を行っ

ています。

(7)新 技術 を利用 した情報処理技術教育シス

テムに関する調査研究

情報システムが多様化,高 度化する社会的

ニーズに適応するためには,そ のニーズに応

えるべ き専 門的な知識 ・技術を備えた情報処

理技術者が求められています。このため,企

業の技術担当者は,自 社の研修部門あるいは

外部 の研修機関において,よ り専 門的 な知

識 ・技術の修得 を図ってきています。

しかしながら最近は,企 業側の様 々な事情

によって,こ れまでの研修方法での技術修得

は困難なものとなってきています。その主要

な理由としては,

①十分な研修等の教育時間(地 理的条件 を

含む)が とれないこと

②十分な研修等の経費の支出が困難なこと

などがあげられます。

このような背景から本事業では,平 成9年

度 に情報処理技術教育お よび新技術の実態調

査を行うとともに,い つで もどこか らで も利

用可能な 「情報処理技術教育システム」のプ

ロトタイプ基本構想の設定を行いました。

本年度はこの成果を踏まえ,情 報処理技術

教育 システムのプロトタイプ構築に係る教材

用データベースを作成 し,シ ステム構成要素

の動作テス ト,機 能検証等 を行い,今 後の実
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用システムの構築に反映させる予定です。

現在,情 報処理技術教育システムプロ トタ

イプ用インフラ技術の設定 とシステム機能の

仕様設定を行うための準備を行っています。

3.普 及啓 蒙 事 業

(1)情 報処理教育機関等 に対する普及啓蒙

産業界のニーズに即 した高度情報処理技術

者教育の推進と,地 域における情報処理技術

者の育成 を活性化 し,地 域の情報化の推進に

資するため,情 報化人材育成学科認定校 をは

じめ とする情報処理専門学校の教職員や企業

における情報処理教育担当者を対象に,講 演

や意見交換等 を内容 とした 「地域交流セミナ

ー」を開催するとともに
,情 報化人材育成学

科認定校(1類 校)を 対象 に交流会を開催す

る予定です。

(2)高 度情報化人材育成標準 カリキュラム等

の普及 ・頒布

①高度情報化人材育成標準カリキュラムの普

及 ・頒布

13種 の改訂版標準 カリキュラムを未改訂の

4種 とともにCD-ROM1枚 に格納 し,平 成9

年11月15日 か ら販売 しています。

口 「SC1997高 度情報化人材育成 標準 カリキ

ュラムCD-ROM版 」

定価:12,600円(本 体価格12,000円+消 費

税。送料別)

② テキス トの普及 ・頒布

改訂版 システムア ドミニス トレータ育成カ

リキュラムに準拠 したテキス トを作成 し,平

成10年3月10日 か ら販売 しています。

口 改訂版 システムア ドミニス トレータテキ

スト

定価:3,675円(本 体価格3,500円+消 費

税)

ま た,当 研 究 所 が 監 修 した第 二 種 共 通 テ キ

ス トは,コ ン ピュ ー タ ・エ ー ジ社 か ら出版 さ

れ,平 成10年3月30日 か ら販 売 して い ます 。

③ 購 入 等 の 問 い 合 わ せ 先

調 査 企 画 部 普 及 振 興 課(TEL:03-5531-

0177)ま で お 問 い 合 わ せ い た だ くか ,CAIT

ホ ー ペ ー ジ(http://www.cait.jipdec.or .jp/)

を ご覧 くだ さい 。

・情報処理技術者試験センタ

1.平 成9年 度事 業報 告

(1)情 報処理技術者試験の実施

当協会は,昭 和59年4月 に通商産業大臣よ

り情報処理技術者試験の実施機関に指定され,

情報処理技術者試験セ ンタ■一…において年2回

(春 ・秋期)の 試験 を実施 しています。

平成9年 度 における試験の実施概要は表1

の とお りです。

また,試 験の啓蒙普及のため,試 験案内ポ

ス ター,上 級 ・初級 システムア ドミニス トレ

ータ及びマイコン応用システムエンジニア試

験のパンフレットを作成 し配布 しました。

(2)情 報処理技術者試験 に関する国際交流

中国の情報処理技術者試験機関およびシン

ガポールの日本 ・シンガポールソフトウエア

技術研修センター等に対して試験問題等の情

報提供を行いました。

また,CAITが 情報処理技術者育成の国際

協力 として実施 しているインドのニューデリ

ーで開催された東南アジア地域コンピュータ

諸国連合(SEARCC)・ 情報処理技術者専門部

会(SRI(}PS)及 びSEARCC97に 職員 を派遣

し,日 本の情報処理技術者試験の統計分析結
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▼表1平 成9年 度情報処理技術者試験 実施概要

春期試験 秋期試験

試験期 日 平成9年4月20日(日) 平成9年10月19日(日)

試験案内書 ・願 平成9年1月7日(火) 平成9年7月1日(月)

書の配布および ～平成9年2月7日(金)
～平成9年8月8日(金)

受付期間

試験区分 プロジェク トマネージャ試験 システムアナ リス ト試験

システム運用管理エンジニア試験 システム監査技術者試験

プロダクションエ ンジニア試験 アプ リケー ションエ ンジニア試験

デー タベーススペ シャ リス ト試験 ネ ッ トワークスペ シャリス ト試験

マイ コ ン応用 システムエ ンジニア 上級 システム ア ドミニス トレータ

試験 試験

第一種情報処理技術者試験 第二種情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験 初級 システムア ドミニス トレー タ

試験

試験地 札幌 帯広 旭川 函館 青森 盛岡 仙台 秋 田

山形 郡山 水戸 宇都宮 前橋 東京 埼玉 千葉

八王子 横浜 川崎 厚木 新潟 長岡 長野 甲府

静岡 岐阜 名古屋 豊橋 四日市 富山 金沢 福井
京都 大阪 神戸 姫路 和歌山 松江(春)米 子(秋)

岡山 福山 広島 山口 徳島 高松 松山 新居浜

高知 福岡 北九州 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎

鹿児島 那覇

応募者数 220,766名 284,348名1
受験者数 138,555名 192,543名

1

合格者数 17,900名 40,152名
1

合格者発表 第二種情報処理技術者試験 第二種情報処理技術者試験

(官報公示) (平成9年6月12日) 初級システムア ドミニス トレー タ

第一種情報処理技術者試験 試験

(平成9年7月8日) (平成9年12月9日)
プロジェク トマネージャ試験 システムアナリス ト試験

システム運用管理エンジニア試験 システム監査技術者試験

プロダクションエンジニア試験 アプリケー ションエ ンジニア試験

デー タベーススペシャリス ト試験 ネ ッ トワー クスペシャリス ト試験

マイ コン応用システムエ ンジニア 上級 システムア ドミニス トレー タ

試験 試験

(平成9年7月25日) (平成10年1月28日)

果の紹 介 と次年 度以 降 のSRIG-PS活 動 方 向 に

つい て側 面的 な協 力 を行 い ま した。

〔ニ ューデ リー〕

間

員遣

期

派

派遣先

平成9年12月1日 ～12月7日

榎本 晃(当 協 会情 報処理技 術者 試

験 セ ンター技術部 次長)

SEARCCSRIG-PSお よびSEARCC,97

(3)情 報処理術者試験に関する海外調査

わが国における情報処理技術者試験の試験

実施 ・運営に関する課題を検討する上で基礎

となる情報を得るため,海 外の試験機関にお

ける試験の実施状況,運 営体制に関する調査

を行いました。

期 間

派遣員

平成9年9月27日 ～10月5日

鈴木道夫((財)電 力中央研究所 考

査役補佐)

岡本嘉之(INSエ ンジニアリング(株)

常務取締役α心事業部長)
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林 佐 利(当 協 会 情 報 処 理 技 術 者 試

験 セ ン ター 総 務 部 企 画 課

主 任 部 員)

派遣 先 イ ギ リ ス(TheBritishComputer

Society(BCS))

オ ラ ン ダ(StichtinghetnationaaI

eXameninStitUUtVOOr

infomatica(EXIN))

フ ラ ンス(SYNTECINFORMATIQUE)

2.平 成10年 度 事 業計画

(1)情 報処理技術者試験の実施

通商産業省が実施している情報処理技術者

試験について,通 商産業大臣の指定試験機関

として以下の13区 分の試験 を年2回(春 ・秋

期),全 国56地 区において実施 します。

なお,第 二種情処理技術者試験 は春 ・秋期

の年2回 実施 します。

(春期実施の試験区分)

① プロジェク トマネージャ試験

② システム運用管理エンジニア試験

③プロダクションエンジニア試験

④データベーススペシャリス ト試験

⑤マイコン応用システムエンジニア試験

⑥第一種情報処理技術者試験

⑦第二種情報処理技術者試験

(秋期実施の試験区分)

① システムアナ リス ト試験

② システム監査技術者試験

③アプリケーションエンジニア試験

④ネットワークスペシャリス ト試験

⑤上級システムアドミニス トレータ試験

⑥初級システムア ドミニス トレータ試験

⑦第二種情報処理技術者試験

(2)標 準 カリキュラムの改訂 に対す る支援協

力

標準カリキュラムに準拠 した試験を実施す

るため,中 央情報教育研究所 において実施す

る標準カリキュラムの改訂作業に支援 ・協力

を行います。

(3)情 報処理技術者試験 に関する国際交流

東南アジアの情報処理技術者の育成等に貢

献するため東南アジア地域コンピュータ連合

(SEARCC)の 活動 に協力 を行います。

また,情 報処理技術者試験の実施 ・運営体

制の改善 ・整備等に資するため海外の試験実

施機関との情報交換および実態調査等を行い

ます。

一一 産業情報化推進センタ

1.ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル に関 す る検 討

当セ ンターで は通 商産業省 か らの委託 を受

け て,「EDIに 関 す る調 査 研 究 」 事 業 及 び

「中小 企 業 向 け物 流EDIパ イ ロ ッ ト ・モ デル

調査研 究 開発 」事 業 を行 ってい ます。

また,当 セ ン ターで は,EDIに 積 極 的 な情

報 処理 ベ ンダー各社 の参加 を得 て,シ ンタッ

クス ル ー ル検 討 委 員会 を設置 し,CIIシ ンタ

ックスルールの保 守 を行 ってい ます。 その成

果 と して,CIIシ ン タ ックスル →ル ・バs-一一ジ

ョン3.0を リリース しま した。

現 在,EDIFA㏄ の シ ンタ ックス ル ール の

最 新 バ ー シ ョンで あ るISO9735バ ー ジ ョン4

の規格 案 につ いてISOで 賛 否 の投 票 が実 施 さ

れてい ます。当 セ ン ターで は,学 識者,業 界

有 識 者 等 か らな るISO/TC154国 内審 議 委 員

会 を設置 して,こ の規格 案の分析検 討 を行 っ

てい ます。平 成10年1月 及 び4月 に,セ キュ

リテ ィ機能等 を除 く,基 本構 文 のパ ー トに関
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して,最 終 ドラ フ トの投 票 が 行 わ れ ま した。

最 終 ドラ フ トで は,当 委 員 会 の 審 議 の結 果,

日本 と して提 出 した改 善 内 容 が 盛 り込 まれ,

平成10年 中 にはバ ー ジ ョン4が 発行 される見

込 みです。

上 記CII,EDIFACTの2つ の シ ンタ ックス

ルール につ いて,新 バー ジ ョン開発 と平行 し

て,当 セ ンターで は,電 子 デ ー タ交換標準 化

調査研 究委 員会 を設 置 して,平 成7年 度 か ら

3年 計 画 でJIS化 の検 討 を行 い,平 成9年 度

末 にはJIS原 案 を作成 しま した。

さらに,EDIの 普及 に資 す るた め,業 界横

断的 に使 用可 能 な標準 企業 コー ドの登録管 理

を行 って い ます。 この登 録 社数 はCII標 準 に

基づ くEDIを 実施 してい る企 業 数 の 目安 とす

る こ とが で き ます が,平 成10年6月 に は

4,100社 を越 え ま した。

2.ユ ー ザ シ ス テ ム の高 度 化 に関 す る検 討

(1)EDIに おけ るユ ーザ問題等 の検 討

EDIを 実 現 す る情 報通信 技術 と して どの よ

うな ものが適す るか,メ ー カー を交 えて業界

お よび業際 の標準 として推奨 で きる仕様 をユ

ーザ と共 に検 討 します
。 今年度 は 「全銀協 標

準 通 信 プ ロ トコ ルTCP/IP手 順(拡 張Z手

順)」 を取 り上 げ,製 品 の普 及状 況 を調 査 す

る予定 です。

また,TCO(TotalCostofOwnership)に

つ いて研 究 を深 め るた め,TCO研 究 会(仮

称)を 設立 し,EDIユ ーザ にお ける情 報化 投

資効 果 を測 定す るため の研 究 を行 う予定 です 。

(2)ADCメ デ ィアの普及 に関す る検討

通信 ネ ッ トワ・…一ク上 のEDIと 並 行 して,実

際 に生 じる物 流 を情 報 と一体 化 させ るための

「ADC(AutomaticDataCapture:自 動 デ・・…タ

収 集)メ デ ィア」 の技術動 向お よび標 準化 動

向 につ いて検討 を行 う予 定 です。

今 年 度 は特 にRFID(RadioFrequency

IDentification:無 線 認 識)に 焦 点 を当 て,現

在 の実用性 能 や将来 的可 能性 な どを広 く調査

し,産 業 界 に与 える影響 を検討 す る予 定です 。

3.ECの 基盤整 備 に関 す る調 査研 究

昭和63年 度から10年 間,産 業界を取 り巻 く

EDIに 関する法制度問題 について,調 査検討

して きた 「産業界のシステム化およびそれに

関する制度問題の調査」を継承する形で進め

ていきます。

従来は受け払い中心で,ク ローズなネット

ワーク環境前提 としたEDIを 用いた企業間取

引に重点 をおいた検討をしてきましたが,最

近の2年 間では,新 しい企業間電子データ交

換 として,最 近注 目されているオープンネッ

トワーク環境,電 子商取引をも視野に入れた

検討を進めてきました。

今年度からは,国 際化,ネ ッ トワーク化が

進む企業間取引についての産業界の実態を調

べ,今 後求め られる法制度関連の事項につい

ての把握および問題点の抽出を中心に調査研

究を進めるほか,海 外の動向についても引 き

続 き調査を行う予定です。

4.ECの 普及促 進 に関 す る調査研 究

わが国のECの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な

共通課題の検討お よび関係者の情報交換の場

として,61(平 成10年7月 現在)の 業界団体

お よび関係4省 庁(オ ブザーバ:運 輸省,大

蔵省,建 設省,通 商 産業 省)で 組 織 す る

「EDI推 進協議会」の事務局 と して,今 年度

も各種活動を行っています。.

まず,平 成10年 度の普及 ・啓蒙活動 として

は,年4回 の普及研修会(6月30日,9月4
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日,12月4日,3月5日)と 平成6年 か ら開

始 したEDIフ ォー ラム(7月10日)を 開催 し

てお ります。6月30日 に開催 した第1回 普及

研 修 会 「国内外 のEDI最 新事 情」 に は230名

と,当 初 予定 の定 員 を大 きく超 える ご参加 を

いただ きま した。 また,7月10日 には 「エ レ

ク トロニ ック コマ ー ス(EC:電 子 商 取 引)

の国 際展 開」 と題 してEDIフ ォー ラム1998が

開催 され,149名 の ご参加 をい ただ きま した。

今後 の研 修 会等 の プロ グラムの詳細 はEDI推

進協 議会 の ホームペー ジ を参照 して下 さい。

httP://www.ecom.or,jp/jedic/index.htm

また,同 日,EDI推 進協 会総会 が開 かれ,

新 会長,副 会長 の選任 とむこ う1年 間の 同協

議 会 の活 動内容等 が承認 され ま した。総 会終

了 後 は,電 子 商取 引関連4団 体(EDI推 進 協

議 会,CALS推 進 協議 会,電 子 商 取 引実 証推

進協 議 会,JIPDEC・ 企業 間電 子 商取 引推 進

機 構)合 同の技術 交流 会が通商 産業省機 械情

報 産業局 の林次 長 を始 め,多 くの皆 様 に ご臨

席 をいただ き開催 され ま した。

EDI推 進協 議 会 の会員 の皆 さまの ご協 力 に

よ り実施 してお ります 「国 内外 のEDI実 態調

査 」 を,本 年度 は,年 内の実施 を予定 してお

ります ので,ご 協力 の程お願 い致 します。 な

お,昨 年 度 の調査 結 果 につ きま しては,「 国

内外 のEDI実 態 調査 報告 書」(平 成9年8月

上旬発 行予定)を ご参照 下 さい。

また,EDIに 関す る各種 の国 際活動へ の対

応 の検討 や情 報交換 を行 ってい ます。そ の一

環 と し て,本 年 度 は 既 に,4月 のDISA

EC/EDI,98(米 国:フ ロ リダ州 オー ラ ン ド)

に参加 し,ま た,11月 に東 京 で 開催 予定 の

CALS/ECJapan1998に,EDI推 進協 議会 の

立 場 で わが 国 にお け るEDI/EC等 につ い て

の報告を行う予定です。

5.産 業 の 情 報 化 に係 る 普 及 ・広 報

(1)「 産業情 報化 シンポジ ウム」 の開催

平成10年 度 の 「産 業情 報化 シ ンポ ジ ウム」

を,平 成10年10月30日(金)に 開催 致 します。

場所 は 日経 ホー ル(東 京都 千代 田区大 手 町)

を予 定 してお り400名 の定員 で企 画 してお り

ます。 プロ グラムの詳 細 は,9月 下旬 にEDI

推 進協 議 会の ホームペ ー ジに,ま た,10月 上

旬 に 日本経 済新 聞本 紙 に公 開予定 です。

(2)広 報誌 「産業 と情報」 の発行

わが 国産 業界の情報 化動 向 を広 く各 方面 に

周 知 す る ため,「 産業 と情 報」 を発 行(年2

回:9月,3月)し,会 員 ・関係 者へ配付 し

てお ります。 また会員外 の方 には有 料 でお分

け してお ります。 ち なみ に最新号(9月 発行,

37号)は,EDIフ ォー ラム1998特 集号 の予定

です。

〈電子商取引実証推進協膳会〉

1.運 営 委員 会/理 事 会 の 開催

平成10年4月 に開催 された平成10年 度第1

回運営委員会において,

・国際課 ・調査課の新設等 について

平成10年6月 に開催 された平成10年 度第2

回運営委員会 ・同第1回 理事会において,

・平成9年 度事業報告 ・'同収支決算報告等

について

平成10年7月 に開催 された平成10年 度第2

回理事会 にて

・会長 ・運営委員の選任等について

それぞれ審議の上,原 案 どお り承認 され ま

した。
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2.総 会/合 同懇親 会 の開催

平成10年7月10日 に東京プ リンスホテルに

おいて平成10年 度総会が開催 されました。総

会では平成9年 度事業報告 ・同収支決算,平

成10年 度事業計画 ・同収支予算がそれぞれ報

告されました。また,総 会終了後,EC関 連

4団 体 による合同懇親会がおこなわれました。

3.ワ ー キ ン グ グ ル ー プ(WG)の 活 動

ECOMの ワー キ ング グル ー プ で は,平 成

9年 度 活 動 の成 果 と して,ECに 関 す る様 々

な約款 や ガ イ ドラ イ ンをECOMPhase1の 成

果 と して取 りま とめ ま した。各 ワー キ ンググ

ルー プのECOMPhase1成 果報 告書 は下記 の

とお りです 。

ガイ ドラ イン:

認証局運 用 ガイ ドライ ン(1.0版)

相互認 証 ガイ ドライン(α 版)

ICカ ー ド利 用 ガ イ ドラ イ ン(接 触/非 接

触)(1.0版)

ICカ ー ド型 電 子 マ ネー シ ステ ム の セ キ ュ

リテ ィ ・ガ イ ドラ イン(1.0版)

民 間部 門 にお け る電子 商取引 に係 わ る個 人

情報保 護 に関す るガ イ ドラ イン(1.0版)

消 費者 ・出店者 間の売 買 に関す る運用 ガ イ

ドライ ン(1.0版)

電子公 証 シス テム ガイ ドライ ン(1.0版)

ビジネス プ ロセ ス検 討 ガ イ ドラ イン(α 版)

モ デル約款:

電 子小 切 手 方式 に よる後 払 い決 済 モ デ ル

(VO.5)

仮想財 布 口座 に よる即 時払 い方式 決済 モ デ

ル(VO.5)

ECOMキ ャ ッシュ前 払 い方 式 決 済 モ デ ル

(1.0版)

クレジットタイプ電子商取引用標準決済モ

デルおよび標準約款(1.0版)

サ イバ ーモールに関するモデル契約(1.0

版)

(消 費者/モ ール 間,出 店 社/モ ール間,

モール/モ ール間)

技術評価基準(評 価モデル):

本人認証技術評価基準(1.0版)

インターネ ット上のクレジ ット決済システ

ムのセキュリティ機能評価書(1.0版)

モール構築技術実証評価モデル(表 現 ・表

示及び操作性)(1.0版)

複合 コンテンツ対応技術に関する評価モデ

ル

消費者ECの ための商品グループ別商品属

性情報モデル

解説 ・分析書:

電子商取引の ダイナ ミズムと制度的課題

一国際取引を背景 として一

海外のEC関 連企業 ・組織等の動向調査

認証に関わる諸外国の法制度調査報告書

消費者 ・企業間ECに おける ビジネスモデ

ル解説書

消費者 ・企業間ECに おけるビジネスプロ

セス解説書

暗号利用技術ハンドブック

4.プ ロ ジ ェク ト連 絡 調整 委 員会 の活動

プロジェク ト連絡調整委員会では,毎 回2

～3プ ロジェク トか らの現状報告やECOM

WGの 活動状況報告 を行い,相 互の連携,調

整,交 流 を図っています。平成10年3月 から

平成10年7月 までの間には,第20回 から第22

回まで計3回 プロジェク ト連絡調整委員会を

開催 しました。
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5.普 及 広 報 関 連 の 活 動

(1)ECOMか わ ら版 の発 行

会員 向 け ニ ュー ズ レター と して 「ECOM

かわ ら版」 を平 成10年3月 ～平 成10年7月 の

間 に3回 発行 し,WGの 進捗 状況,ビ ジ ネス

シ ョー にて実施 した ア ンケー トの集計結 果等

を会員 に報告 しま した。

(2)ECOMセ ミナーの 開催

平 成10年3月 ～平成10年7月 は以 下の 日程

でECOMセ ミナ ー を開催 しま した。

● 第21回ECOMセ ミナー

平 成10年5月27日(水)13:30～16:15

・「通 産省 にお けるEC推 進政 策」

芳川 恒志氏(通 商産 業省機械 情報産 業局)

・「サ イバ ー コマ ース シテ ィ」

由上 万 基 氏((財)関 西 情報 セ ンター 技

術調査 部 担 当部長)

・「ジャパ ンネ ッ ト」

中村 吉人氏(三 菱 商事(株)マ ルチ メデ ィ

ア事業部 次長)

阪上 仁 志氏(同 上 主事)

● 第22回ECOMセ ミナー

平成10年6月16日(火)13:30～16:15

・「デ ジ タル革命 に向 けた課題 と展望 」

大 山 永 昭氏(東 京 工業大学教授)

・「カードレス・カードシステム・プ ラットフォーム(CCP)開

発実験 」

渡 島 幸 生氏((株)野 村 総 合研 究所 サ イ

バ ー コマ ース事 業部)

・「メデ ィアポー ト名古屋」

新 保 尚二氏((株)名 鉄 コンピュー ターサ

ー ビス マルチ メデ ィア事業部課 長)

● 第23回ECOMセ ミナ ー

平 成10年7月16日(木)13:30～16:15

・「電子商取 引 の推 進 につい て」

鶴崎 孝嗣氏(通 商 産業省機 械情報 産業局

情 報政 策企 画室 課長補佐)

・「EC実 験 にお ける複合 コ ンテ ンツサ ー ビス

開発 ・提 供 プ ロジ ェク ト」

今井 仁 氏(ぴ あ(株)EC推 進室 室 長)

・「消 費者 ・企業 間ECに お け る ビジネスモ デ

ル」

大 野 仁 勝氏(ビ ジ ネス プ ロセ スWG主

席研 究員)

(3)展 示 会へ の参加

ビジネス シ ョー98東 京 に出展

平 成10年5月19日 ～22日(東 京 ビ ッグサ イ

ト)

ECOMブ ー ス を設 置 し,フ ェー ズ1成 果

や フェーズ2の 活動予 定 な どを来場者 の方 々

に紹 介 しま した。ECOMブ ー ス に は多 数 の

方 々が立 ち寄 られ,ECに つ い て いろ い ろ と

質 問 をいた だ きま した。 また,同 時 にECに

関す る意識 調 査 をお こ ない,約1,400名 もの

回答 を得 る ことがで きま した。

併 設 の プ レゼ ンテー シ ョンシア ター にお い

て以 下 の よ うな プ レゼ ンテ ー シ ョンもお こな

い ま した。

プ ログ ラム:

・ECOMの 活動方 針

・電子商 用取 引 にお け る消費 者取引

・EC電 子 決 済 シス テム 実現 へ の現 状 と今

後 の動 向

・ECに お け る取 引相手 の確 認(本 人認 証)

・ネ ッ トワー クとセ キ ュ リテ ィ

(4)WWWサ ーーーバ ー に よる情報提 供

What'snewの 項 目 を設 け,ECOMに 関す

る情報 や電子商取 引 に関す る情 報 を会員及 び

一般 の方 にい ち早 く提供 す る と共 にメー リン

グ リス トの活用 に よ り,新 規情報 をホー ムペ

ージ上 に発 表す る毎 に電子 メー ルで知 らせ る

サ ー ビス を実 施 して い ます 。 尚,WGの 中間
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成 果 等 の 順次 掲 載,英 語 版 の ペ ー ジ を拡 充,

強化 す るな ど,ホ ー ムペ ー ジ情報 の更新 に力

を入 れた結 果,ア クセス件数 は昨年 を上 回る

結 果 とな ってい ます 。

▼ホームページへの来場件数の推移

(直接目的の文書を指定 した場合はカウントされません)

964月 9610月 973月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

事務局内 638 637 了99 916 1175 1032 1192 1131 1179

事務局外 295 3989 6601 7749 10015 9852 9824 9198 10600

全体 933 4626 7400 8665 11190 10884 11016 10329 11779

10月 11月 12月 981月 2月 3月 4月 5月

1210 1148 1435 1351 1200 1575 1458 1018

11328 12524 11527 9852 9984 9206 3772 13298

12538 13672 12962 11203 11184 10781 4338 14267

16000

14000

12000

10000

8000

6000

4000

2000

864月 4月 フ月 10月 981月 4月

ロ 事 務 局 外

国 事 務 局 内

▼ECOM-Webサ ーバへのget数 の推移

(読み出された ファイルの数 です。1ペ ージに文章 と図が2つ ある場合には,get数 は3と な ります)

㎜
蜘

姻

鋤
鍋

鋤

鋤
励

㎜

50

9649610

657418697

11

19978

964

月

37

月

9 5月 7月 9月 11月 18

月

9

451

468881

3月 5月

ロ事務局外

田事務局内
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6.プ ロジ ェク トの進 捗状 況

ECOM活 動 の柱 の ひ とつ として,19の 実

証実験等の連携 ・調整があ ります。これらの

プロジェク トは通商産業省および情報処理振

興 事 業協 会(IPA)の 「エ レク トロニ ック ・

コマー ス推 進事 業」 と して進 め られ てい る も

の です。

プロジェクト名(愛 称等) サイバースベース上でのECを 利用し

た

商施設プロデュースの実験一まちこ一

エレクトロニック・マーケット・ブレース

幹事会社 NTTデ ータ通信(株) 日本IBM(株)
参加 企業数('98.1末) 104 7

実験開始 97.4.1 97.4(Virtual)

97.7(ReaD
モニター人数('98.1末) 11,316 5,200(ReaD,1,800(Wtua1)
モニターの特色 情報に敏感で購買行動が活発な高感

度の女性を対象
インターネットモニター:全 国オープン

で募集

プリペイドカードモニター:三 鷹/幕 張

地域の住民・就業者中心
モールの特色 CD-ROM利 用 による、3次 元モール を

実現

2次 元/3次 元モール を利用者が選

択。入 口の共通モールのテーマは遊び

心。仮想商店は田店者の独 自性を尊

重。
出店数('98.1末) 104 56(ReaD,56戊rtuaD

プ ロヅ ェクトの ホームへ。一ジ http://www.machiko.orjp http://www.emp.orjp/
利用 認証局(ベ リサイ

ン,GTE,独 自等)

一 クレジット会社にて認証局を運営

(購入時)本人認証方法 ログイン時:ユ ー ザ①とパ スワー ド、決

済時:ペ イメントパ スワー ド+ロ グイン時

のパスワー ド

ICカード用パスワード

ICカード格納の個人認証情報

カードの種類 使用しない ICカ ー ド

決済手段 クレジット/現金 クレジット/プリペイド
利用技術 NetworkedReality、3DCG、 セ キ ュ リテ

ィ

Icカ ー ド、iKP、 楕 円 エル ガ マル 、

ESIGN

売れ筋商品 衣類(洋 服、下着など)、食料品 CD

平均単価 2,000円 1,500円 ～2,000円(～%rtual)

500円 ～1,000円(Real)

成果 ①コミュニケーションやショッピングに

対する3次元の有効性(チ ャットや3次 元
の街からのショッピング)、②商品販売ノ

ウハウ(商品表示方法、おすすめ商品

企画等の有効性、売れ筋商品・価格帯

の把握)、③決済手段の有効性 ・安全

性、④フォーラム・チャットなどの運用ノ

ウハウ

・電子決済におけるセキムリティ確保

は、技術的には十分実用に耐えうる事

を確認。
・電子SHOP/ICカ ードSHOPの 事業化

においては、通貸費の低減などのインフ

ラ整備および電子市場におけるマーテ

ィング・ノーハウの蓄積など、課題を残

す。
成果の公表方法 商用化「まちこ」にて活用 ・IPA報告会にて発表

・WEBに より、成果概要を公表
今後の計画 1998年3月 より商用化 当実証実験は平成10年2月 末 日にて

終了
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プロジェクト名(愛 称等) 上田地域仮想社会における

ケーブルインターネット・構築と実証実験
JapanNet

幹事会社 上田商工会議所 三菱商事(株)

参加企業数('98.1末) 企業63十 公共団体8+個 人29 20

実験開始 97.4 96.11

モニター人 数('98。1末) 100(CableModem) 1,000

モニターの特色 インターネットビギナーからエキスパ ー

トまで

ビジネスピープルと一般生活者の双方

をターゲットとして募集

モールの特色 CATVを 利用した高速アクセスの実現 PC関 連商品、食品、ゲームソフト等各

種物品+デ ジタルコンテンツ(企業信用

情報)をSET決 済により販売。会員認証

書の利用により表示価格を変更可能。

出店数('98.1末) 63 10

プロシ'エクトの ホームへ0一ジ httPl//www.ueda.nejp/ http://wwwjapannet.orjp/

利用認証局(ベ リサイ

ン,GTE,独 自等)

一 独自認証局

(購入時)本人認証方法 一 独自認証局発行による認証書による
認証

カードの種類 一 磁気ストライプ、ICカード

決済手段 クレジット/現金他 クレジット(SET準 拠)

利用技術 ケーブルインターネット、MOボ ックス 認証技術(RSA公 開鍵暗号方式)、暗

号技術(Misty等)

売れ筋商品 地酒 PC関 連商品

平均単価 2,000～3,000円 2β70円

成果 (1)スピーディな環境の実現

(2)グローバルで開かれた環境の実現

(3)ソフト面での技術的成果

①開発物
・認証システム

・カード決済システム(SET準 拠)

・電子署名システム

・ショッピングモールシステム

・商品取引センターシステム、等

②標準文書
・相互認証に係る各標準文書

③実証実験
・米国CommerceNetと の世界初の国

際間相互認証実験の実施
・複数企業間電子商取引

・電子ショッピング/電 子出版

成果の公表方法 Web上 で公開 IPA最終成果発表会で公表予定

今後の計画 上田ケーブルビジョンが、4月1日 か

ら、当協議会の事業を引き続きプロバイ

ダ業務を行う

本プロジェクトの成果を今後の認証・セ

キュリティ関連事業に活用していく
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プロジェクト名(愛 称

等)
Sm頭CoUarClub CybemetClub

幹事会社 (株)三菱総合研究所 ユーシーカード(株)

参加 企業数('98.1宋) 34 13

実験開始 97.1 96.6.24

モニター人数('98.1末) 521 5,000

モニターの特色 特に限定しない モニター にはサイバ ーネットカー ドを発

行

モールの特色 少額決済から、高額な商品まで幅広い

レンジでの決済が行える。

富士通・日立の2系 統を用意し、各々

異なった購入形態が体験出来る。

出店数('98.1末) 10 63

プロジェクトのホームページ http://www.scc,orjp/ http://www.uccaxd.cojp/

利用認証局(ベ リサイ

ン,GTE,独 自等)

独自認証局 独自認証局

(購入時)本人認証方法 デジタル署名および独自認証局発行
の証明書

CAの デジタル署名による

カードの種類 磁気ストライプ(リアルモールでも利用

できる専用カード発行)

磁気ストライプ

決済手段 クレジット(SET)/電 子 小切 手 クレジット(SECE)

利用技術 電子 小 切 手 、本 人 認 証 、SET-CAFIS

連 携

認証 局 、ゲー トウェイ、ファイヤーウォ
ール
、加盟店管理

売れ筋商品 お酒 お酒、地方特産物

平均単価 2,800円 5,000円 ～10,000円

成果 電子小切手方式と国際標準と目される

SETを ベースとしたクレジットカード決済

の2通 りの決済方式が選択できることに

より、小額取引から、一定金額以上の買

い物まで、幅広 いレンジの決済に対応

することが可能となった。

・SETに 準拠したSECEの 構築

・コンシューマレベルの認証局の立ち

上げ
・複数の暗号技術の導入

・会員、加盟店への意識調査

成果の公表方法 学会等での発表を予定 IPA報 告会にて公表。

今後の計画 マーケティング用の実用化モールの立

ち上げを平成10年6月 以降に予定

・ECシステムの安定稼動

・認証、モールシステムのスピードアッ

プ
・相互運用性

・意識調査に基づいたECの 普及、マ
ーケットの拡大
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プロジェクト名(愛 称

等)

多 目的ICカ ードを利用した利便性の

高いショッピングシステム

.CCC(サ イバーコマースシティ)

幹事会社 沖電気工業(株) (財)関西情報センター

参加 企業数('98.1末) 4 125

実験開始 一 97.4

モニター人数('98.1末)
一 8,000

モニターの特色 一 限定はしない(全国から広く募集)

モールの特色 一 関西圏を中心とした総合モール

出店数('98.1末)
一 205

プロジェクトのホームペーヅ
一 http://www.commercecity.orjp/

利用認証局(ベ リサイ

ン,GTE,独 自等)

一 サーバ ー認証はVerisign、 個 人認 証は

CybemetClubの 認 証局

(購入時)本人認証方法 一 電子決済の場合はSECE

カードの種類 ICカ ー ド 磁気ストライプ

決済手段 ICカ ードによる相互認証 クレジット/銀行決済

利用技術 ICカ ー ド、ICカ ー ドによる価値転送技

術 、

SECE、 商品検索等

売れ筋商品 一 家電商品、お歳暮、お酒

平均単価 一 ■ 4,000円 ～5,000円

成果 ①沖電気独 自のICカード間の価値転

送プロトコルに基づくハイセキュリティIC

カード

②利便性、安全性に優れた消費者向

け及びリテーラ向け機器

③金融機 関の電子マネーの発行・管

理を一括して行うマネー管理センタ

CCCモ ールは96年10月 に開設し、会

員企 業への出店の依頼と支援を行な

い、98年1月 には、出店する電子店舗の

数は、関連企業等が出店するサブ店舗

の数を含め約200店 舗に達した。開設以

来、98年1月 末までの期間に、約40万

人、約220万 ヒットのアクセス、約1700件
の売上があった。

成果の公表方法 5月13日 ～15日 に開催予定の成果発

表会での研究成果発表とデモの実施。

CCCコ ンソーシアムの会員交流会、総

会において、会員企業に報告し報告書

を配布する。

今後の計画 ・実証実験のためのコンソーシアムを

早期に結成し、システムの安全性、利便

性などの評価を行う。
・システムの更なる改善を実施する。具

体的には次の通り。

①利用可能な機器の拡大

②ポイント機能などの組み込み

③オープンループ型への展開に向け

た暗号処理の高速化とセキュリティの見

直しなど

CCCコ ンソーシアムは98年4月 に解散

するが、これまでの活動のなかで構築し
たECイ ンフラおよび蓄積したノウハウを

活用して、引続き「CCCク ラブ」という名

称のもとに、フォローアップ活動を実施し

ていく。さらに、「企業間EC研 究会」を設

置する。
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プロジェクト名(愛 称

等)

メディアポート名古屋 Sm飢Co㎜e㏄eJapan

幹事会社 中部ニュービジネス協議会 (株)東 芝、～ηSAインターナショナル

参加企業数('98.1末) 113 32

実験開始 97.4 97.4

モニター人 数('98、1末) 5,813 30,000

モニターの特色 都市利用者は、会員制 特に限定しない

モールの特色 予約街、ギフト街、ブライダル街等の機

能的区切りをしたモール

消費者と利便性を考慮し、バーチャル

とリアルの両モールを設定

出店 数('98.1末) 104 14(VirtuaD,650(Re司)

プ ロシ'エクトの ホームベ ージ http://www.(加.orJP/mpn http://www.sd.orJp/

利 用認証 局(ベ リサイ

ン,GTE,独 自等)

SETは 独 自認証 局、SSLは ベ リサイン Verisign

.

(購入時)本人認証方法 デジタル署名+ID+パ スワード デジタル署名+ID+パ スワード
カードの種類 磁気ストライプ 磁気ストライプ/ICカ ード併用
決済手段 クレジット(SET) クレジット(SET)/VISACASH

利用技術 SECE、 認 証 局、VRML EMV仕 様ICカ ー ド

売れ筋商品 食料品、アイデア商品 お酒・お花・食料品・衣料品など

平均単価 4,581円 1,863円(VISACASH-Real)、

8,421円(Credit-Red)、

5,113円(バ ー チ ャル モ ー ル 購 入)

成果 電子決済の利便性や受容可能性の検

証、商品までのたどり着きやすさを含め

た商品プレゼンテーションの有用性の検

証、仮想都市のマーケットとしての可能

性の検証。

サイバースペース上の異業種の協業

により、EC実 現に必要な技術の開発、

社会的利便性や受容性などを検証。

成果の公表方法 セミナー、出店者向けの説明会 特に公表しない

今後の計画 4月1日 より事業化する。 特になし
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プロジェクト名(愛 称

等)

仮想展示会を中心としたECの 大規模実
証実験

バーチャルシティ構想 ・

幹事会社 ソフトバンク(株) 日本電気(株)

参加企業数('98.1

末)

2 80

実験開始 97.6 97.5

モニター人 数('98.1

末)

13,000 8,500

モニターの特色 特になし 特に限定しない

モールの特色 WWWサ ーバー上に大規模な商品展示

会のコンテンツを蓄積する

テーマ性を重視し、新しいライフスタイル

を提案する高集積商業モールズ。また、バ
ーチャルモールの他に公共施設・駅・百貨

店に端末を設置。

出店数('98.1末) 1000 60

プ ロシ'エクトの ホームへ㌔

ジ

http://com-path.neJP/ http://www.v-city.orjp

利 用認 証局(ベ リサ

イン,GTE,独 自等)

一 NEC独 自認証局

(購入時)本人認証
方法

ID十 パ スワード 1D+パ スワード、指紋(ICカ ー ド使用時)

カードの種類 一 ICカ ー ド

決済手段 一 クレジット/銀 行口座決済

利用技術 情報ナビゲーション、負荷分散機構等 暗号、認証、電子決済、ユーザインター

フェース、商品画像等のマルチメディア技

術、次世代キオスク端末

売れ筋商品 一 ソフトウェア、コイン、書籍

平均単価 一 5,000円 ～7,000円

成果 1)個人属性や利用目的に対してもっとも

高い満足度が期待される検索方式や表示
方

式を提供するための指針が得られた。
2)負荷分散方式の観点から、サービス品

質を決定する因子の変動を説明する総合

特性を導き出し数値化。

・出店者環境(他 業種 ,多 種 商品出店

等),利 用者環境(会 員数/属 性,ゲ スト参

加,ア クセス数等)等 の整備,充 足の中

で,バ チャルモールにて2000件 弱の取引

件数を得た。
・商品画像情報データベースを利用する

システムおよび,商 品画像情報データベ
ースの商品の画像情報と文字情報(ビジネ

スプロトコル)に 関する評価をおこない,そ

れぞれ,操 作性,運 用性において良好な

結果が得られた。

成果の公表方法 検討中 ・バーチャルシティコンソーシアム総会

・IPA主催の最終成果発表会

今後の計画 PC製 品仮想展示会 「COM-PATH」 にっ

いては、ソフトバンク(株)の事業としてサー

ビスを継続する予定。

・平成10年4月 にバーチャルシティ構想

の締めくくりとして,バ ーチャルシティコンソ
ーシアム総会ならびに成果報告会を開催

予定。
・実証実験モール「VMALL」 は

,平 成10
年3月 に終了し,その後NECが 運用する
「Shoppi㎎Wodd」と統合して,実 証実験成

果を継承,新 電子ショッピングモールとし

て,平 成10年4月 より運用開始。
・実用化を目的とした新たな商品画像情

報システムの開発、運用を実証実験の成

果を踏まえて行い,EC事 業の基盤の確立

と発展を図る。
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プロジェクト名(愛 称 電子公共サービス統合システム カードレス・カー ドシステム・プラットフォー

等) ～ワンストップ ・サービスの実現 ～ ム(CCP)開 発実験

幹事会社 (株)電算 (株)野村総合研究所
参加企業数('98.1 6 10

末)

実験開始 97.7 96.6(モ ー ル 運 用 開 始 は96.10.2)

モニター人 数('98.1 モニター実験時3,500名 、実運用実験時 8,500

末) 200名

モニターの特色 長野県更埴市において公共サービスを セキュリティを重視するインターネットユ

利用する一般的な市民 一 ザ ー(女 性 約6%
、Macintoshユ ー ザ

13%)
モールの特色 一 インターネット販売実績を有する店舗等

が 出店。Shop-A(CCPプ ロトコル 準拠)と

Shop-B(SECE)の2つ のモール と電子決済

● を体験 できるTestShopを 設 置。

出店 数('98.1末) 2(パ ブ リックターミナル) 5

プ ロジ ェクトの ホームペ ー http://www.city.koshoku.naganojp/ones http://www.ccp.orJP
ジ top/onestop.htm

利用認証局(ベリサ 一
独自認証局

イン,GTE,独 自等)

(購入時)本人認証 一
lD十 パ スワード(電 子署名)

方法
カードの種類 一

無し
決済手段. 一

クレジット(SECE)

利用技術 MISTY 動的鍵管理機能、SECE

売れ筋商品 一 オリジナルの 日本酒、パソコン関連商品

平均単価 一
5,000～7,000円 程 度

成果 ・全国で初めて、住民基本台帳の異動届 ◇電子決済に係る課題抽出及び技術・ノ
を電子申告の形態で運用した。 ウハウの蓄積
・ワンストップ ・サー ビスの効 果 が実 証さ

◇ ビジネスプロトコル・標準規約類の策
れ、利用者から有益であるとの評価を得 定・検証
た 。 ◇ECシ ステム・機能に係る性能・ニーズ
・サービス提供側の効率化の可能性が実

面での実証
証された。 ◇CCP-Protocol(4者 モ デル)とSECEの
・実用化に向けた課題が抽出された

。 接続運用によるモール主体の存在意義の
・利用者ニーズなどの知見を得た。 検証

◇ECの 速やかな普及¶◆新たな社会イン
フラ

成果の公表方法 Webサ イトの立ち上げを検討中 CCP開 発実験のウェブペごジ、各種セミ

ナ一等

今後の計画 現システムによる実用化は見合わせる。 ◇SET(verLO)に 準 拠 した決 済サ ービス

コンソーシアムの拡大を図りつつ、実用化 (ペイメントゲートウェイの立上げ)や モー
に向けた課題解決のために活動を継続す ル・店舗事業

る。 ◇各種業界(金 融・旅行・運輸等)を対象

としたSECE導 入支援事業やECシ ステム構

築事業
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プロジェクト名 E¢実験における複合コンテンツサービ

ス開発魂 供プロジェクト

会話型マルチメディア情報(MHEG)

相互交換実験

幹事会社 (株)ぴあ NTTソ フトウェア(株)

参加企業数 1 8

プ ロジ ェ外 の ホームへ㌧

シ'

なし http://www.ntts.cojp/

利用技術 商品情報記述技術 MHEG(ISO/IEC13522-5)、MP

EG1、 イベ ント処 理 、 マル チメディア操

作(商 品属性情報)

成果 本プロジェクトによって開発されたコン

テンツ記述標準フォーマット(商品情報

記述技術)は 、「コンテンツ記述言語」「コ

ンテンツ定義」「商品記述」の3層 から構

成されている。また本標準フォーマットは

オブジェクト指向に基づいているため、あ

る商品と別の商品の関係を明確に記述

でき、類似の商品が追加されても最小限

の記述追加ですむ。くわえて、複数の商

品の組み合わせの記述が可能、さらに

HTML言 語に混在させ商品情報が記述

可能、といった特徴を持つ。

・MHEG実 装規約…1:N通 信プロファ

イル及び1:1通 信プロファイルの利用形

態について規約書として編纂した。
・MHEGビ ューア…1:N通 信プロファ

イル、中機能レベルに準拠したビューア

プロトタイプをMacOS、Windows95の 各環

境上で開発した。
・MHEGオ ーサリングツール…1:N通

信プロファイル、中機能レベルに準拠し

たオ ーサリングツール プロトタイプを

Windows95の 環境上で開発した。
・MHEGマ ルチメディアタイトル…MH

EGオ ーサリングツールを使用し、通信販

売タイトル、観光案内タイトルの2種 の実

験用データを作成した。
・技術評価実験…作成したマルチメデ

ィアタイトルを開発 したMHEGビ ューア

にて動作させ、MHEGの 技術評価実験

を行った。

成果の公表予定 ECOM及 びIPAの 成果発表会にて公

表。

web上 で公開し、ダウンロー ド可能

・MHEG実 装 規約

・MHEGビ ューアロードモジュール

・MHEGオ ー サリングツール ロードモジ

ユ一一ル

今後の計画 今回開発した複合コンテンツの流通基

盤に、各社が持つマーケティング情報を

安全に流通させるための技術開発を進

める予定。具体的には、今回開発された
コンテンツ記述標準フォーマットの中に

顧客の個人情報を記述し、ユーザの各

個人のニーズに合った商品情報の提供

を各社共同で行うことを可能とする。

プロジェクトとしては、初期の目的(MH

EGのECへ の適用検証)に 対し一定の

成果をあげられたことを受け、活動終了と

なる。今後は、高度放送方式の有力候補

としてJIS,ARIB(電 波産業会)等 に検

討が引き継がれ、次世代ECの プラットホ
ームとして活用されることが期待される

。
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プロジェクト名 コマース・ナビゲーション・システムの技

術開発

セキュアコマースプロトコルを実現する

共通プラットフォームの開発

幹事会社 (株)セゾン情報システムズ (株)日立製作所/富 士通(株)/日 本電

気(株)
参加企業数 8 3

プ ロヅ ェクトの ホームへ'一

ヅ

http://home.saison.cojp/SIS/ なし

利用技術 言 語:C,C十 十,Java,JavaScript等

暗 号:DES,RSA

SET(SecureElectro垣c

Transaction),ISO/IEC9594-8(I

TU-TX.509),暗 号 方 式:RSA、DE

S、SHA-1

成果 【個人情報 の保護 コンセプト】
・クライアントに消 費者 本 人の 「個 人情

報」を保 管 ・蓄積
・サーバ は

、クライアントの許 可のもと、

個人情報を取得 して使用

【提供 システム】
・個人情 報コミュニケーション・ライブラリ

・パーミッション・コントロール ・システム

・パ ーソナル ・マネージメント・システム

【実装技術 】
・クライアントでの個 人情 報 の保 管 ・蓄

積 に対す る保 護 、ID・パ スワー ド管理 、

暗号化(DES)
・クライアント・サーバ 間 での通信 時 の

個 人情 報保護 、パ ーミッションによる認証

(DES、RSA、SSL)

・クライアント・サ ーバ 間での個 人情 報

交換インターフェイス、WWWブ ラウザの

プラグイン・モジュール

以下の機能を持つセキュアコマースプ
ロトコル及び消費者クライアントライブラリ

を開発した。
・クレジットカード支払機能

SETプ ロトコルに従った支払決済機

能
・銀行取引機能

(1)ATM機 能

(2)ショッピング連動資金移動機能

成果の公表予定 インターネット上 にデモ ンストレーショ

ン・サイトを公開

URLhttp://www.c-navtnejp/

平成9年12月 からECOMWebサ イト
に公開

今後の計画 現プロトタイプ・モデルのシステム開発

は終了。

運用的課題、技術的課題を整理し、研

究・開発計画を再検討。

・SECE実 用性の検証と改善

・インターオペラビリティの確保

・グローバル標準化に向けた貢献とそ

の結果の吸収

」
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プロジェクト名 Eρ用非接触ICカ ード及び汎用端末用
リーダライタユニットの技術開発

幹事会社 (財)ニューメディア開発協会/ICCS

参加企業数 5/44

プ ロジ ェクトの ホームへ'一

ジ

なし

利用技術 ISO10536、7816

成果 ■非接触(密 着型)ICカ ードの開発
・実装規約書に基づく設計仕様・試験

仕様等の作成
・「非接触電力伝送機能」、「非接触信

号伝送機能」、「クロック生成機能」、「リセ

ット信号生成機能」を有するRFインタフェ
ースチップの開発

・RFインタフェースチップの各機能の基

準値の決定
・剰余計算機能付きデジタル信号処理

回路を開発
・剰余計算機能による高セキュリティ機

能の実現

■汎用端末リーダライターユニットの開

発
・1SO10536準拠非接触ICカ ードに対応

する端末リーダライターユニット(=CCD)

の仕様を作成
・当該CCDは 電磁誘導方式スモール2

コイル型
・前記CCDを 組合加盟5社 が試作

・前記CCDと 密着型ICカ ードとの結合

試験に成功
●

成果の公表予定 実装規約書を1998年2月 に公開。汎用

端末リーダライターユニットに関するその

他の成果は、1998年3月 現在公表の方

向で検討中
■

今後の計画 ■密着型ICカード
・密着型ICカ ードを使用した実証実験

を計画予定

■汎用端末リーダライターユニット
・前記CCDを 活用した機器の開発と普

及を支援
・関係アプリケーションの開発と普及を

支援
・ユーザ要求仕様の策定を支援
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先端情報技術研究所

先端情報技術研究所(AITEC)で は,内 外

における先端情報技術の研究開発活動に関す

る調査研究を通じて,政 府支援の研究開発の

あ り方 について検討する調査研究事業(技 術

調査部)と 第五世代 コンピュータ技術研究成

果の普及促進事業(第 五世代普及振興部)両

事業を実施 しています。

技術調査部事業については,委 託事業 を除

き,平 成9年 度事業が終了 しましたのでこれ

を中心に,ま た,第 五世代普及振興部につい

ては,平 成10年 度事業を中心 に紹介 します。

1.技 術 調査 部 の活 動

(1)情 報技術の研究開発体制のあ り方等調査

研究

情報技術,特 にソフ トウェアの研究開発 に

ついての日米比較の観点から,米 国の情報技

術政策 と研究開発の仕組みを調査するととも

に,わ が国のソフ トウェア産業が抱 える問題

点とその競争力強化について検討を行いまし

た。

実施に当たっては,当 該分野の専 門家から

なる 「情報産業の研究開発体制のあ り方に関

する検討作業委員会」(委 員長 後藤 滋樹

早稲 田大学理工学部情報学科教授)を 設置 し,

内外の調査会社 に委託 して必要な情報の入手

を行うとともにこれらを分析し,日 米比較の

観点か らの米国政府の情報技術政策と研究開

発の仕組み,わ が国の情報技術における研究

開発の問題点とその解決方法,提 言 といった

内容で以下の資料 を取 りまとめました。

○資料 わが国が行う情報技術研究開発のあ

り方に関する調査研究(そ の2)

なお,以 下の調査資料については,内 外の

調査 会社 に委託 して実施 した ものです。

・調査 資料 米 国 にお け る情報技術 企業 のM

&A戦 略

・調査 資料 ソフ トウェア産業振 興の ための

国 の役割(ア ンケー ト調査)

・調査 資料 米国政府 の政府 調達 にみ る中小

企 業支援 制度

・調査資料 米国 国立研 究所 の運営 形態 と技

術 移転

・調査資料 欧州の主 要情報技 術 プ ロジェ ク

ト

(2)諸 外 国の情 報技 術 の調査 研 究

今後 の情 報産 業 を牽引 す る可 能性 のある情

報技術 の現 状 と将 来動 向 を調査 し,わ が 国 と

しての技 術 開発 の方向 な ど今後対応 すべ き事

項 の分析 を行 い ま した。

a)ペ タフロ ップス ・マ シン研究動 向調査

米 国 で は,超 高性 能 コ ンピュー タ開発 につ

いてASCI(AcceleratedStrategicComputing

Initiative)プ ログ ラム を計画 し,2004年 まで

に100テ ラ フ ロ ップ ス を実現 しよう と してい

ます 。

さ らにテ ラの1,000倍 の ペ タ フロ ップス の

性 能 を持 つ ペ タフロ ップス ・マ シンの研 究 を

させ てい ます 。

この動 向調査 は,平 成8年 度 に引 き続 き実

施 した もの であ り,「 ペ タフ ロ ップス ・マ シ

ン技 術 調査 ワー キ ンググル ー プ」(主 査 山

口喜教 通 商産業省 工業技術 院電子技術 総合

研 究 所計算機 方式研 究室 長)を 設置 し,調 査

研 究 を実施 しま した。

平 成9年 度 は,ペ タフロ ップス ・マ シ ンな

どの超 並列 コ ンピュー タに関 して,米 国の研

究 開発 動 向,わ が 国 にお け る研 究 開発の課 題

と展望,技 術 ロー ドマ ップか らみた研 究 開発

の方 向性等 につ いて調査 研 究 を行 い,以 下の
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資料 を取 りまとめ ま した。

○資料 ペ タフロ ップスマ シン技 術 に関す る

調査研 究II

b)人 間主体 の知的情 報技術 の研 究 開発動 向

調査

ア メ リ カで は,NII構 想 を実現 す る具 体 的

な情 報技術 の研 究 開発 計 画 であ るHPCC計 画

を情 報基盤構 築の 国家戦略 と して位 置付 け て

推進 して来 ま したが,1997年 か らは計画 お よ

び運 営 組 織 の 構 成 が 整 理 され,新 た にCIC

(Computing,Information,andCommunications)

研 究開発計 画 として実施 して い ます。 この計

画 の5つ の柱 の1つ と してHuCS(Human

CenterdSystem)の 研 究 開発 が あ ります が,

これ は情 報処理 シス テム と通信 ネ ッ トワー ク

をさ らに使 い やす くし,幅 広 い利用層 に利 用

で きる様 に しよう とい う ものです 。

この ため,わ が国 と して もアメ リカの この

様 な人 間主体 の知識情 報技術 の研 究開発動 向

を調査 しつつ,わ が 国の 中期 的 な研 究課題 を

検討す る必要 か ら 「人間主体 の知 的情報技 術

調 査 ワー キ ン グ グル ー プ」(主 査 奥 野 博

日本 電信 電 話(株)NTr基 礎 研 究 所 主幹 研

究員)を 設置 し,調 査研 究 を実施 してい ます 。

平成9年 度 は,エ ー ジェ ン ト指 向 ソフ トウ

ェア,マ ルチモ ー ダル イ ンター フェース,仮

想 現実 等 の研 究 を 「人間 中心 と した利 用技 術」

と して体 系 的 に捉 え,米 国 の研 究 開発 動 向,

注 力すべ き技術 課題 と研 究 シナ リオ,海 外調

査 報告 とい った内容 で以下 の資料 を取 りまと

め ま した。

○資 料 人 間主体 の知 的情報 技術 に関す る調

査研 究

(3)ス ーパ ー コンパ イラシス テムに関す る調

査研 究

通商産 業省 では,平 成IO年 度か ら次 世代 の

超高速コンピューティングについての先導研

究を予定 していますが,こ の事前調査 を平成

10年9月 末 までの期間で当研究所が行 うこと

となりました。

主な調査事項としては,多 様 なアーキテク

チャを持つスーパーコンピュータの実効性能

向上と次世代超高速コンピューティングのア

プリケーションがあ りますが,前 者 について

は,多 様 なアーキテクチャを持つスーパーコ

ンピュータの中で,2010年 に利用 されると予

測 される超広域分散コンピューティングに焦

点を当て産業面,技 術面,政 策面で何が最 も

課題 となっているかについて検討を行い,次

の様に取 りまとめ を行い ました。

・産業面:従 来の数値計算 にとらわれない市

場性の考慮が必須の課題

・技術面:次 世代で必要 とされる要素技術の

しぼり込み並びに既存技術の次世

代での応用可能性の把握が重要な

課題

・政策面:米 国のNGI等 に相当す る日本での

計画実現が必須の課題

以上の課題を念頭において,現 在のコンピ

ュータアーキテクチャに対する実効性能向上

のための要素技術の中で,超 広域分散 コンピ

ューティングの構築に有効な要素技術が何か

について検討するため,米 国をはじめ とする

海外か ら専門家を招へいして,わ が国の専門

家 との討議 を行 うシンポジウム(タ イ トル:

2010年 の超広域分散 コンピューティングを目

指 して)を 開催 しましたが,現 在その取 りま

とめを行っています。

後者については,超 広域分散 コンピューテ

ィングのアプリケーションとして,計 算規模

の拡大の著 しい科学技術計算における応用な

らびに最近注目されているビジネス分野にお
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ける応 用 に関 して,そ の ソフ トウェアの構 成

方法 や並 列化 手法等 につ いて内外 の文献 や関

連機 関の資料 を中心 に調査 を行 ってい ます。

これ まで調 査 検 討 して きた資 料 を も とに,

超広 域分 散 コ ンピュー テ ィングの ア プ リケー

シ ョンにつ いて,最 も望 ま しい もの は何 かに

つい て考 察 を行 い,報 告書 として取 りま とめ

を行 ってい ます。

2.第 五 世 代 普 及 振 興 部 の 活 動

(1)IFS(ICOTフ リー ソフ トウェ ア)を ベ ー

ス と した新 た なソフ トウェア資 源 の創 造

第 五 世代 コ ン ピュ ー タ技 術 の成 果 で あ る

IFSの 普 及促 進 を図る ため,先 端 情報 技術 研

究所 で は,平 成7年 度 以来,知 識処理 お よび

並 列 記号 処 理等 の分 野 につ い てIFSを ベ ー ス

とした研 究提 案 を公募 して きま した。

応募 があ っ た提案 につい ては,査 読委 員 に

よる査 読 を行 った後,「 知 的 ソフ トウ ェア委

託研 究審査 委 員 会」(委 員 長 淵 一博 慶

応 義塾大 学理工 学部管 理工学科教授)に よっ

て採 択 テー マ を選定 し,内 外 の大 学 に委託研

究 の形 を とって新 たな ソフ トウ ェア資源 の創

造 を実施 して きま した。

これ らソフ トウェア資 源 は,ド キ ュメ ン ト

や動作 をチ ェ ック した後 に,先 端情 報技 術研

究所(AITEC)のWWWホ ームペ ージ に公 開

し広 く利用 に供 して きま した。

平成10年 度 は,新 たな ソフ トウェアの 開発

は行 わず,今 まで に蓄積 したIFSやIFSを も

とに開発 した拡 大IFSを 利 用 し易 くす るため

に,イ ン ター フェ ー ス,エ ラー メ ッセ ー ジ,

利 用手 引 き書等 の改 良 を中心 に行 うこ ととし,

この ような整備 ・改 良の提 案 を公募 し,応 募

され た提 案 を審査 委員 会 にて審査 し,現 在委

託 の準備 を進 めて い ます。平成10年 度 の委託

研 究 の件数 は,19件 を予定 してい ます。

今 年度末 には,こ れ らの整備 ・改良 され た

ソ フ トウ ェア を含 むIFSお よび,拡 大IFSを

引 き続 き公 開 し広 く利 用 に供 してい く予定 で

す。

(2)第 五世代 コ ンピュー タ研 究開発 成果 の普

及

a)IFSの 維持 改 良お よび公 開

第五世代 コ ンピュー タプロ ジェク トお よび,

その後継 プロジ ェク トで開発 され無償公 開 さ

れた100本 の プログ ラムの内,特 にUND(環 境

に移植 され たプ ログラムの配布 や利用 サー ビ

ス を引 き続 き行 い ます。

特 に,IFSの ベ ース となって いるUND(上 の

並 列 論 理 型 言 語KL1の 処 理系KLICの 改版 と

普及 を行 ってい ます。

また,今 年 度 はパ ー ソナル コ ンピュー タで

も手 軽 にKLICが 使 え る様 に,ウ イ ン ドウズ

版 のKLICの 開発 に着手 す る と ともに,並 列

デー タベ ース管 理 シス テムKappaの ドキ ュメ

ン ト整備 をお こ なってい ます 。

b)IFSの 普及広 報活動

KLICプ ログ ラ ミング コ ンテ ス トの実 施 や

これ に伴 ったKLIC講 習会 の 実施等IFSの 普及

促 進 に関す る事 につ いて は,平 成10年 度 も前

年 度以 前 と同様 に行 い ます が,KLICプ ログ

ラ ミング コンテス トにつ い ては;皆 さんが参

加 し易 い様 に次 の点の改 良 を行 い ま した。

・自由部 門=〉 ア イデ ィア コース

(従 来 と変 わ りませ んが,ご 自分 で 考

えた素晴 しい アイデ ィア を期待 してい

ます)

・逐次 部 門=〉 エ ン トリコー ス

(与 え られ た課題 に対 して,応 募 した

プログ ラムが とにか く正確 に稼働 す る

事 が 目的です 。従 って,入 賞者 は多数
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です)

・並 列部 門=〉 ス ピー ドコー ス

(与 え られた課 題 に対 して逐 次型 コ ン

ピュー タを用 いて も,並 列 型 コン ピュ

ー タを用 いて も構 い ませ んが
,色 々な

条件 で使 った場合,処 理 が速 い事が評

価 の対象 とな ります)

なお,KLICプ ログ ラ ミング コ ンテ ス トに

つ い て お 知 り に な りた い 方 は,AITEC

NEWS#18を ご覧 にな るか,AITECの ホ ー

ムペ ー ジをご覧下 さい。

http://www.icot.or.jp/AITEC/
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先進的情報システム開発実証事業

(電子商取引の実用化等)

公募要領

平成10年7月

(財)日 本情報処理開発協会
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先進的情報 システム開発実証事業(電 子商取引の実用化等)公 募要領

(財)日本情報処理開発協会

平 成10年7月6日

1.事 業 の 目的

「電子商取引」に関 しては、平成7年 度及び8年 度の補正予算 を活用 し、IP

A事 業として企業聞及び企業対消費者の間の電子商取引に関す る実証 プロジェク

トが実施され、システム構築や管理、課金 ・決済、セキュ リティ確保等に関する

共通基盤技術開発 と共にその実証が行われてきたところである。 この結果 として、

我が国産業界には多 くの技術、知見が蓄積 され、本格的電子商取引時代の幕開け

も近づいている。

今後は、 これまでの蓄積 を生か し、 さらなる技術開発の推進や地域等のニーズ

に基づいた、或いは、よ り実用に近い電子商取引システムの構築 と実証実験 を行

い、もって、電子商取引の本格的実用化 を促進 し、我が国経済の構造改革、景気

浮揚を図ることを目的 とす ることが必要であ り、今次平成10年 度補正予算を活

用 してlPAの 委託を受けて、電子商取引の実用化事業を実施する。

※lPA=情 報処理振興事業協会

2.公 募 の 対 象

本事 業 に つ い て は 、 以 下(1)、(2)の 技 術 開 発 、 実 証 実 験 を公 募 の 対 象 とする。

(1)電 子商取引等の先進的情報システム開発 ・実証実験

従来事業で電子商取引の共通基盤整備が進み、日本における電子商取引導入

の機は熟 している。今回の事業では経済波及効果及び経済構造改革効果の視点

を重視 し、デジタル経済の実現 を目指 した事業と して推進 してい くことを目標

としている。

このため本事業においては、これまで構築 してきた共通基盤 も活用 しつつ、

本格的な電子商取引等の先進的情報システムを実用化 してい くために必要な技

術開発及び実用化実験を実施する。また幅広い普及 を目指すためにも、大規模

な投資を必要 とするものに限 らず、中小企業においても利用できるものの開発
・実証実験の実施や新規 ビジネスの創生を目指す。

分野 ごとの分類 と、事業の例は以下の通 り。

①企業一企業間電子商取引
・ネッ トワークを活用 した受発注 ・決済システム

・CAD・CAM間 のデータ交換技術を活用 した、設計 ・生産一貫シス

テム



r

・事業の効率化や リサイクルに資する製品ライフサイクル管理システム

②企業一消費者間電子商取引
・消費者ニーズに応 じた商品検索購買システム

・よ り高度な電子決済システム(lCカ ー ド含む)

・デジタル ・コンテンツ流通管理システム

③地域活性化
・ECリ ソースセ ンターによる業種を越 えた地域産業の活性化

・ネ ッ トワーク活用による地域共同事業の実施

④その他の先進的情報 システム
・高速 ・高機能ネ ッ トワー ク技術等の先進的技術を用いたアプリケーシ

.ヨ ン

※上記は参考のための一例であ り、本格的な電子商取引の実用化の事業であ

れば利用技術 ・適用フィール ドは問わない。

(2)電 子商取引等の先進的情報 システムの普及 ・拡大に資する要素技術開発

電子商取引の先進的情報 システムの普及 ・拡大のためには、実 ビジネスにお

いて利用可能な高度技術の確立や信頼性の向上が必要 となる。生産性向上のた

めの統合管理技術の開発や相互運用性向上、技術の標準化の問題が存在すると

ともに、課金 ・決済を安全に行 うための暗号や透か しの技術、認証技術、ネッ

トワークにおける課金技術、 コンテンツの配信 をネッ トワーク経由で行 うため

の変換技術、関係者間でのセキュ リティーを確保す るためにネッ トワーク上で

仮想的に閉域網 を構成する技術、大容量情報を効率的に電送するための高速 ・

高機能経路制御技術等、多くの要素技術が必要 となる。 これ らの中には、既に

確立された技術 もあるが、他方、今後 さらに発展、成熟が望まれ る技術分野も

多い。 このため構造改革や新規 ビジネスの支援な どに資する要素技術の開発 を

本制度によ り実施する。

3.応 募 要 件

上記については、以下の点を考慮するものとする。

① 情報技術 を活用 した経済へのインパ ク ト

日本経済を根底か ら強化する上で、情報技術の活用、電子商取引の導入 を

推進 し、経済構造、産業構造を改革する事業を優先す る。

(D経 済構造改革

高度情報技術の活用によ り、金融、製造、流通 ・販売、物流といった現

在の活動範囲の垣根を越えた活動が可能とな り、 日本経済に新たな活力を

生み出す ことが可能となる。
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(2)市 場構造改革

高度情報技術を用いることによ り、オー プンで競争的な取引関係を構築

標準化や情報の互換性の維持によるコス ト改善、資本収益率の向上。

製品のライフサイクル管理による地球環境保護などの プロジェク ト。

(3)新 規 ビジネスの展開

デジタル空間においては、従来の社会 とは別の世界が展開されており、

全 く新 しい分野における ビジネスの創出や発展が期待 され る。

ネッ トワークを通 じたコンテンツの販売や医療 ・教育の ビジネス、ネ ッ

トの特性を生か したコンサルティング業務に加え、認証、セキュリティー

エージェン トサー ビスなどの基盤技術に関す る新規 ビジネスの展開も優先

される。

(4)企 業 シス テ ム 改 革

先 進 的情 報 技 術 を活用 し、企 業組織 ・業務 の改革(BPR=Business

ProcessRe-engineering)を 行 う こ とに よ り、 企 業 及 び企 業 グルー プの業

務体 系 を根本か ら改革 し、資本収 益率の大幅 な改善 が期待 で きるもの を優

先す る。 また個別 企業 グルー プではな く、 中小企業 を含ん だ地域 コ ミュニ

テ ィー的活動の活性 化、新た な事 業創出 な ど従前 の産業組織変革 に貢献す

る事 業 も優 先 され る。

② 事業の継続 ・発展性

本予算は低迷する日本経済の起爆剤 と位置付 けてお り、 日本経済の活性化、

構造改革等に速やかに直結す るプロジェク トを最優先に採択することにする。

単なる実験に対する支援で終わ って しまっては、大 きな経済波及効果を期

待することは不可能であ り、限 られた予算 を有効に、かつ、その効果を何十

倍にも増大 させるためには、速やかに実用化 ・商業化に移行することができ

ることが優先される。

4.契 約 条 件

(1)契 約形態

請負方式とする。

(2)開 発費用、実験費用の規模 ・範囲

1プ ロジェク ト当た りの開発費用、実験費用の上限 ・下限は特に定めない。

経費と しては、人件費、外注費及び技術開発及び実証実験に必要不可欠な機器

の利用に係 る費用を対象とする。
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(3)実 施期間

契約締結から技術開発、実証実験の成果の納入までの期間については、各プ

ロジェク ト毎に必要最小限の期間を設定するもの とする。

(4)成 果物の納入及び評価並びに開発費用、実証実験費用の支払い等

最終成果物として、開発 された技術を含むソフ トウェア及びそれに係 る実証

実験の結果を(財)日 本情報処理開発協会(JlPDEC)に 納入す るものとす

る。JlPDECは 、 これを受けて検査を行い、成果物の内容に問題がなけれ

ば開発費用及び実証実験費用の支払いを行 う。提案者は最終成果物 を納入する

時点において、その概要を自社のサーバ又はJlPDECが 指定するサーバ上

・にホームページ(日 本語、英語)を 立ち上げ、第三者による外部評価が受けら

れるようにする。

個々の契約ごとに、必要に応 じ、開発の途 中段階における中間成果物(基 本

設計書、外部設計書等)の 納入時期 を定めることができるものとする。JlP

DECは 、それ らの中間成果物が納入される都度、その作成に要する費用に見

合う開発費用、実験費用の部分払いを行 う。

JlPDECは 技術開発及びそれに係 る実証実験の途中段階において、少な

くとも毎年、開発及び実験の進捗状況についての フォローア ップ審査 を行 う。

その結果、効果が上がっていないと判断 された場合には、開発途中、実験途中

で契約を打ち切ることとする。

(5)成 果物に関する知的財産権等の取 り扱い

成果物に関する知的財産権は、開発者がlPAに 対 して対価を支払 うことにより、

lPAと開発者 との共有とする。権利共有の対価は開発金額の20%と する。ただ

し、技術開発の レベルが高 く、かつ、国際標準の作成に大き く寄与する等公共

の利益に供するものである場合には、lPAは 当該対価の支払いを免除することが

できる。開発成果物は、開発者の判断によ りIPAと 協議の上 フリー ソフ トウェア

として一般の利用に供することができる。

また、開発 された成果物が商品化 され、ライセンシング(利 用許諾)に よる

収入があった場合には、IPAに 対 してロイヤ リテ ィを支払 うもの とする。 ロイヤ

リテ ィの額は、開発者のライセンシング収入の2%と する。ただ し、IPAに 対す

るロイヤ リテ ィ支払累積額は、契約金額を限度 とする。

(6)イ ンタフェースの公開

提案者は、成果物の うち相互運用性 を確保するために必要なインタフェース

については非差別的に公開することを原則とする。

(7)プ ロジェク ト完了後の フォロー

提案企業等は、プロジェク ト完了後、提案書に記載 した成果の活用 ・普及に

関する報告を定期的に協会に行 うもの とする。協会は、必要に応 じて提案企業

一
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等に技術開発、実証実験の成果の普及についての協力を要請できるもの とす る。

5.提 案書の記載内容

別添資料 一1を 参 照 。

6.提 案書作成上の注意

① 提案書はA4サ イズ用紙、縦置き ・横書 きで 日本語により記載す る。

② 原則 として、ワー プロ書 きとする。

7.応 募 方 法

(1)提 出 期 限

平 成10年9月1日(当 日消 印 有効)ま で にJlPDEC宛 て郵 送 で 提 出す る こ と。

(2)提 出書類

提案するテーマ毎に下記の書類を1つ の封筒に入れ、 「先進的情報システム

開発実証事業(電 子商取引の実用化等)」 と表に朱記の上、提 出すること。

財務諸表については、提案者が大学等の研究機関に所属 してお り、当該組織

で作成 していない場合は、実施体制を構成す る組織の内の財務諸表を作成 して

いる機関のもの を提出する。また、企業コンソーシアムの場合は、 「主な参加

企業」の内の1社 のもの を提出する。

・先 進 的 情 報 シ ス テ ム 開 発 実 証 事 業(電 子 商 取 引 の 実 用 化 等)・ 開 発 テーマ申 請 書

(別 添 資 料 一一2)…1部

・先 進 的 情 報 シ ス テ ム 開 発 実 証 事 業(電 子 商 取 引 の 実 用 化 等)・ 開 発 テーマ提 案 書

(別 添 資 料 一3)…5部

・会 社 概 要 表 ま た は 企 業 コンソーシアム概 要 表(別 添 資 料 一4)・ ・ ・ ・ ・ ・ …1部

・直 近 の 過 去2年 分 の 財 務 諸 表 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …1部

(注意)提 出書類は返却 しません。機密保持には充分配慮 します。

(3)応 募に関する問い合わせ及び提出先

日本情報処理開発協会 企業間電子商取引推進機構

〒135--8073東 京都江東区青海2-45

タイム24ビ ル10階

FAXO3-5500-3660

応 募様式等の請求、問い合わせの受付はFAXの み とします。
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「

ルーユジケスび及査審ぽ

[日6月7

日17～日6月7

日1月9

10月 上 旬

公募要領の配布

公募締切

書類審査 ・ヒア リング

受託候補者の内定

公募説明会

全国9ケ 所
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[別 添 資料 一1]

1.先 進的情報 システム開発実証事業(電 子商取引の実用化等)・ テーマ申請書

記入要領

テーマ申請書の記入に当たっては、別添資料一一2の 様式を使用 して記述する。

以下に各項 目の記入要領を示す。

ただ し、複数の団体 ・企業が共同 して提案する場合は、その代表となる団体 ・

企業が申請す るものとする。

1.申 請 者

申請 者 の 団体 ・企 業 名 、 代 表者名 を記 し、代表者の 押印 をす る。

2.分 野名

提案す る技術開発及び実証実験のテーマが属する技術分野を以下の中か ら選

択 し記述する。

(1)先 進的情報 システム開発実証事業(企 業一企業間電子商取引)

(2)先 進的情報 システム開発実証事業(企 業一消費者間電子商取引)

(3)先 進的情報 システム開発実証事業(地 域活性化)

(4)先 進的情報 システム開発実証事業(そ の他の先進的情報システム)

(5)電 子商取引の普及拡大に資するような要素技術開発

3.テ ーマ名

30字 以内で技術開発及び実証実験の内容を的確かつ具体的に表現 した、簡

潔でわか り易い名称 を記述する。

4.連 絡 担 当 窓 口

連 絡 担 当 窓 口の 企 業 ・団体 名、氏名、所属(部 署 名 、 学 部 名)、 役 職 、 所 在

地 、 電 話 番 号(代 表 、 直 通 を明 記)、Fax番 号 、E-Mai1ア ドレス を記

述 す る。
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∬.先 進的情報 システム開発実証事業(電 子商取引の実用化等)・ テーマ提案書

記入要領

テーマ提案書の記入に当た っては、別添資料一3の 様式で 日本語で記述する。

以下に各項 目の記入要領 を示す。なお、文字の大きさは 「9ポ イン ト以上」 とし、

様式の枠内に収まるように記入する。また、提案の際は、参考資料等の資料の添

付は しないこと。

1.分 野名

テーマ申請書に記入 した技術開発及び実証実験の対象技術が属する分野及び

・テーマに関す る主なキーワー ドを記述する。

2.テ ー マ 名

テー マ 申請 書 に記 入 した テ ー マ名の 和文 名(及 び英 文 名)を 記 入 す る。

3.目 的と目標及び社会的インパ ク ト

本提案で実施 しようと している技術開発及び実証実験のテーマの目的と目標

について記述する。本テーマを実施することによ り解決 ・改善 される技術的、

社会的な問題点、及び技術開発、実証実験による成果について、その内容を記

述する。

また、本テーマの実施により、産業界等に与える波及効果や成果物の情報化

社会における有用性について記述す る。

4.技 術開発及び実証実験の概要

提案する技術開発及び実証実験の内容について、その概要 を記述すると共に、

その先進性を記述する。

5.ベ ースとなる理論、技術及びそれに対す る提案者の寄与の度合・

本テーマのベースとして用いる理論 ・技術 および核 となる理論 ・技術につい

て記述す る。特に、提案者が直接関与 している理論 ・技術については、必要な

らば主な参考文献(論 文名、著者名、掲載雑誌名、発表年等記載の こと)及 び

その寄与の度合いを含めて記述する。また、既に第三者が取得 している特許権

等の工業所有権及び著作権 を利用する場合はその旨を明記するとともに、使用

に際 しての条件を記述する。

6.提 案者の提案テーマに関する実績

本提案で実施 しようとしている技術開発、実証実験テーマについて過去に提

案者が関与 した実績について、以下の二つの観点か ら記述する。

(1)本 テー マに直接関わる技術開発、実証実験の内容とその成果
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(2)本 テーマに関連 した技術開発、実証実験の内容 とその成果

7.技 術開発及び実証実験の内容と構成

本テーマにおける技術開発、実証実験の具体的な内容について、 「4.技 術

開発及び実証実験の概要」で記述 した内容 をブレークダウン し、その技術及び

ソフ トウェア、実証実験の内容、構成、実現方式が明確になる形で記述する。

ブ レークダウンする際には、以下の観点から記述するものとする。記述する内

容が多い場合は、このペー ジの様式を使用 して、 この記載項 目を最大A4・4

ページまでの範囲で記述する。

(D目 標達成のためのサ ブテーマ

(2)サ ブテーマ間の関係、及び開発手順、実験手順

(3)サ ブテーマ毎に開発す る技術及び ソフ トウェアの内容(機 能、構成)、 実現

方式(稼 働環境)

(4)サ ブテーマ毎に実施す る実証実験の内容(実 験項 目)、 実験方法(実 験環境)

8.成 果物 とその完成度

本テーマの実施によ り最終的に納入され る技術開発、実証実験の成果物の内

容について、詳細に記述する。また、技術開発及び実証実験の成果の完成度に

ついて、プロ トタイプなのか/試 行的なものなのか、製品に近いものか/実 用

に近いものなのか等を記述す る。特に、技術開発の成果がどのような形態(論

文、新 しいアルゴリズム、 ソフ トウェア等)に なるのか、どのような大きさ

(要素技術か、全体システムか)の ものになるのかが明確になるように記述する。

9.類 似プロジェク トの実施状況

世界的に見た場合に、提案されたプロジェク トに類似 した技術開発、実証実

験が存在するか否か。ある場合には、そのプロジェク トとの類似点と相違点並

びに、提案プロジェク トの世界的な レベル等について記述する。

10.成 果の普及計画

本テー マの実施後、技術開発、実証実験の成果をどのように活用するのか、

その普及の方策 を具体 的に記述する。また、以下の点が具体的に見 えるように

記述す る。
・対象マーケッ ト:ど のような業界、業種、あるいは業務の中で、どのような

ユーザにどのような形で利用されるのか。

・普及方法:成 果をどのような方法、形態で普及させてい くのか。
・普及体制:成 果 を普及 してい くための体制 をどのよ うにす るか。

特に、開発成果物の知的財産権の考え方、取扱い(フ リー ソフ トウェアとする、

ライセンシングによ り普及 させ る等)に ついて明確に記述す る。
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11.実 施スケジュール

本テーマの実施のスケジュールについて、7項 で記述 したサブテーマ間の前

後関係 を明 らかに しつつ、線表等 を使用 してわか りやす く記述する。

12.実 施体制

本テーマの実施体制について、技術開発、実証実験それぞれについて以下の

項目について記述する。

(1)リ ーダ、並びに主要担 当者の氏名、及び所属機 関

(2)体 制図

(3)異 なる組織が含まれる場合(企 業複合体の場合を含む)そ の関係と役割分担

13.リ ーダの経歴

技術開発、実証実験の リーダの主な経歴 を簡潔に記述す る。

14.予 算額

技術開発、実証実験の人件費、諸経費等について、予想所要経費を年度別に

記述す る。記述する金額の単位 は千円とする。

15.他 の制度への応募状況

本テーマに類似 した内容で、国 引PAの 事業を含む)、 特殊法人等の公的団体

(NEDO等)ま たは自治体等の助成制度に応募 しているか否かについて記述する。

応募、または予定 している場合は、助成制度の名称、本提案 との関係について

記述する。また、創造的ソフ トウェア育成事業及び高度情報化支援ソフ トウエ

ア育成事業等に応募 していた場合についても、その旨を記載すること。

以 上
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τ刀〃添資料 一2」

(財)日本情報処理開発協会 御中

受付番号

申請者 印

先進的情 報 シス テム 開発 実証 事業(電 子商取 引の実 用化等)

分野名:

開発テーマ名:

連

絡

担

当

窓

口

企業 ・団体 名:

氏 名:

所 属1(部 署 名 、 学 部 名)

役職:

所在地:〒

TEL:

FAX:

E-Mail:
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』

進的 システム 発

τ別派if$'4-3」

巳
子 引の 用化 ア ーーマ

1.分 野 名:

(キ ー ワ ー ド)

2.テ ー マ 名:

(英語名)

3.目 的 と 目標 及 び 社 会 的 イ ンパ ク ト

4.技 術開発及び実証実験の概要

5.ベ ースとなる理論、技術及びそれに対する提案者の寄与の度合:

参考文献

6.提 案者の提案テーマに関する実績:
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7.技 術開発及び実証実験の内容 と構成

一一86一
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8.成 果物 とその完成度

9.類 似 プ ロジ ェク トの 実 施 状 況

10.制 度 の 普 及 計 画
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11.実 施 ス ケ ジ ュ ー ル

12.実 施 体 制

13.リ ー ダ の 経 歴:
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14.予 算 額

15.他 の制度への応募状況
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会 社 概 要 表

τ別訴資料 一4]

会 社 名

(代表者氏名) ()

所在地(都 市名)

関 係 会 社設 立 年 月

資 本 金

社 員 数 人 技 術 者 数 人

主 要 加 盟 団体

会社の主要業務:

株 主 名 持 株 割 合

(%)

一一90一
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企業コンソー シアム概要表

●

名 称

(代表者氏名) ()

設 立 趣 旨

設 立 年 月 年 月 参加企業数

事

務

局

企 業 ・団体名

担当部署名

担当者役職

担当者氏名

住 所 〒

TEL

FAX

主な参加企業名
、

一91一



情 報 化 新 時 代 の 主 役
システムア ドミニス トレータ

「改訂版テキス ト」発刊のお知らせ

平成10年 秋期に行 われる情報処理技術者試験(国 家試験)は,昨 年10月 に公表 された標

準カリキュラム(改 訂版)に 準拠 して実施 されます。 このたび当研究所は,標 準 カリキュ

ラムの改訂 にそったシステムア ドミニス トレータ ・テキス トを発刊いたしました。これを

機に,情 報化人材開発 ・教育の教材又は受験参考書としてご活用いただくようお願い申し

上げます。

1.販 売 価 格3,675円(本 体価格3,500円 十 消費税)

2.体 裁B5判,496ペ ージ

3.購 入 方 法

・全 国 の書 店
,官 報販売所,政 府刊行物 サ ー ビス セ ンター等 で注文 に よ り

購 入 で きます 。

・または直接
,東 京官書 普及(株)通 信販 売課(03-3292-3701)へ 電話で

ご注 文 くだ さい。

4.問 い合 わせ先

・ご不 明 な点 が ご ざい ま した ら
,電 話03-5531-0177(普 及振 興課)へ

お問 い合 わせ くだ さい。

5.そ の他

・標 準 カ リキュ ラム改訂版(CD-ROM:定 価12
,600円/枚)も 上記 の方法 で

購 入 で きます。

酬麟轟婿籠舞
〒135・-8073東 京都 江 東 区青 海2--45タ イム24ビ ル19階

URLhttpVAwwvw.catt.jipdec.or.jp/

蓑

轡 済絶滅
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改訂版システム監査Q&A110
[====================コ 発行(財)日 本情報処理開発協会

改訂版システム監査Q&A110は 、通商産業省

が改訂したシステム監査基準に基づき、システム

監査をめぐる数多くの項目の中か ら重要な110

をピックアップし、これらを質問の形に整理 し、

個々の問題点に検討を加え、それに対する回答を

具体的にわかりやすく解説 したものです。

当協会では、本書を 「改訂版システム監査基準

解説書」の姉妹本として位置づけ、この2冊 によ

りシステム監査の導入、実施を円滑に進めるにあ

ちっての絶好のガイ ドとなるものであり、システ
ム監査の理解とシステム監査導入、実施上の問題

点が解決できるものと確信する次第です。

1本 書は、システム監査に関する重要な110の

質問について解説 し、回答するものです。

2本 書は、改訂版システム監査基準解説書の姉

妹本として位置づけています。

3本 書の利用に当たっては、次のことに留意 し

てください。

(1)質 問は、その内容により大別して次のよ

うに分類 ・整理しています。
・システム監査の基本的事項(|5問)

・システム監査の準備 ・計画(11問)

・企画業務の監査(12問)

・開発業務の監査(12問)

・運用業務の監査(32問)

・保守業務の監査(4問)

・共通業務の監査(17問)

・ドキュメン ト管理(3問)

・進捗管理(2問)

・要員管理(4問)

・外部委託(4問)

・災害対策(4問)

・システム監査報告書(7問)

(2)各 質問ごとに独立 して回答をとりまとめ

ています。多少の重複がありますが、他ペ
ージを参照 しなくてよいように、そのまま

としました。

(3)付 属資料として、システム監査人が作成

すべき ドキュメン トの様式例および(財)日

本情報処理開発協会が作成したシステム監

査規程(モ デル)を 掲載 しています。

【内容 ・目次 】

システム監査Q&AllO

駅日本情報処理開発協会

1.シ ステム監査の基本的事項

1.シ ステム監査とは何か

2.シ ステム監査をめぐる人、組織、制度

3.シ ステム監査基準の基本的理解

H.シ ステム監査の準備 ・計画

1.シ ステム監査の導入準備

2.監 査計画

3.監 査実施

皿.企 画業務の監査

lV,開 発業務の監査

V,運 用業務の監査

1.コ ンピュータセンタの設備

2,運 用管理

3.EUC

4.シ ステム環境の変化とシステム監査の対応

5.ネ ッ トワーク管理

VI,保 守業務の監査

W.共 通業務の監査

1.ド キュメン ト管理

2.進 捗管理

3,要 員管理

4.外 部委託

5.災 害対策

W.シ ステム監査報告書

*参 考資料としてシステム監査関連の基準、規則等

を末尾に収録しています

【価樹

一 般3
,700円/会 員2.960円(税 別・送料別)

B5判 、 カバー付 、364ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.or.jp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーションでもお求めいただけます。
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■好評基準解説書シリーズ

改訂版システム監査基準解説書
[========二=二===============コ 監修 通商産業省

情報システムは、従来のメインフレーム

を中心とする集中処理型のシステムから、

クライアントサーバーのような分散処理型

のシステムへ変化するとともに、オープン

なコンピュータネットワークの世界的な広

まりへと進展しています。

このような情報化の環境変化にともない

通商産業省では昭和60年1月 に策定 ・公

表されたシステム監査基準を平成8年1月

30日 に全面的に見直 しを行い 「改訂シス

テム監査基準」を公表いたしました。

改訂の主なポイントは、ダウンサイジン

グ、ネットワーク化等情報化環境の変化へ

の対応、阪神 ・淡路大震災を踏まえた地震

対策の強化、国際化への対応等となってい

ます。

全体構成は、総括的事項を示した 「一般

基準」、システム監査の具体的内容を示し

た 「実施基準」、監査結果の取りまとめ事

項を示した 「報告基準」の3基 準で旧基準

と変りはありませんが、一般基準9項 目、

実施基準191項 目、報告基準8項 目の合わ

せて208項 目(旧 基準は127項 目)と 今

回の改訂により大幅な増強 ・増補がなされ

ています。

本書は、「改訂システム監査基準」を詳

細に解説したもので、基準の改訂に合わせ

て全面改訂を行いました。

【目次】

発行(財)日 本情報処理開発協会

「'、

Lシ ステム監査基準

●澱襲あ陸・■聞 ■纏.

霧=
2.シ ステム監査基準の解説

3.一 般基準

4,実 施基準

(1)企画業務

(2)開発業務

(3)運用業務

(4)保守業務

(5)共通業務

① ドキュメン ト管理

②進捗管理

③要員管理

④外部委託

⑤災害対策

5.報 告基準

〈参考 〉

・情報 システム安全対策基準

・コンピュータウイルス対策基準

・ソフ トウェア管理ガイ ドライン

・コンピュータ不正アクセス対策基準

【価 格 】

一般4
,000円/会 員3,200円(税 別 ・送料別)

B5判 、 カバー付 、496ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.or.jp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーションでもお求めいただけます。

盛



■ 好評基準解説書シリーズ
コ

コンピコ.一夕不正アクセスi暗主巡弐預涯
〔=====================ニ コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

近年インターネットの普及と拡大が進む

につれ、セキュリティの重要性が注目され

いています。

特に、他人のコンピュータにネットワー

クを介して侵入し、データの改ざんや破壊、

不正な利用等を行う不正アクセスに対する

認識が高まっています。米国では、すでに

不正アクセスが社会問題化していますが、

最近わが国でも不正アクセスの被害が起き

始め、その対応への取り組みが始まりつつ

あります。

こうした状況から通商産業省では、不正

アクセスによる被害の予防や発見および復

旧ならびに拡大および再発防止について、

企業等の組織および個人が実行すべきポイ

ントをガイ ドラインとして取りまとめ、平

成8年8月8日 に 「コンピュータ不正アク

セス対策基準」を策定 ・公表いたしました。

本書は、基準全体の構成に沿い 「システ

ムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ネットワークサービス事業者基準」、「ハ
ードウェア ・ソフトウェア供給者基準」の

全136項 目について詳細に解説したもの

です。

K

.〉撚 畷鞠

【目 次 】

Lコ ンピュータ不正アクセス対策基準

2.コ ンピュータ不正アクセス対策基準の解説

3.シ ステムユーザ基準

4.シ ステム管理者基準

5.ネ ッ トワークサー ビス事業者基準

6.ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

〈参考〉
・通商産業大臣が指定した者(届出先)

・情報システム安全対策基準
.

システム監査基準

コンピュータウイルス対策基準

ソフトウェア管理ガイドライン

【価 樹

一般3
,000円/会 員2,400円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー付 、294ペ ー ジ

〆一 、

【申し込み先】 燕 雀 霞処理開発協会 誤 認 ㌶ 認 印
.

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーションでもお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ ▲鎌 瀬 簑

改訂版コンピュ一夕ウイルズ暗主問1預i長
[========================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

情報化社会の進展は、私たちに様々な恩

恵をもたらす一方で、コンピュータウイルス

という新たな社会問題を生み出しました。

通商産業省では、平成2年4月10日 「コ

ンピュータウイルス対策基準」を告示(第

139号)し てから今日まで、コンピュータウ

イルス対策の指導に取り組んできました。

この間、情報システムを取り巻く環境は

ネットワーク化の進展とも相まって著しい

変化を遂げています。そのため、通商産業

省では同基準を情報システムの現状に即し

た内容とするため全面的に見直しを行い、

平成7年7月 に 「改訂コンピュータウイル

ス対策基準」を公表いたしました。

本書は、基準全体の構成に沿い、「シス

テムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ソフトウェア供給者基準」、「ネットワー

ク事業者基準」、「システムサービス事業者

基準」の全104項 目について詳細に解説

したものです。

芦
'

、

'

鰺

.

欲

、

、

・

束
二

戸

吟

ト篭、才

【目次 】

1.コ ンピュータウイルス対策基準

2.コ ンピュータウイルス対策基準の解説

解説 についての留意点

(1)システムユーザ基準

(2)システム管理者基準

(3)ソフ トウェア供給者基準

(4)ネッ トワーク事業者基準

(5)システムサー ビス事業者基準

3.コ ンピュータウイルスの概要

〈参考〉
・通商産業大臣が指定した者(届 出先)

【価 格 】

一般2
,500円/会 員2,000円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー付 、206ペ ー ジ

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.or.jp

アぴ シ

1
※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターおよび政府刊行物サービスステーションでもお求めいただけます。



産業情報化推進セ ンター(CII)発 行 図書 の ご案内

懸

国内夘のEOt実 態謂蜜報告書
"1998年 度 断 口

曽■■営■■■■■■■■■■■ 一

本書は、国内企業の電子データ交換の実態を、EDI推 進協議会(JEDIC)会 員である業

醗 筆羅麟 縫鑑罐鍵駆 芸㌔禦9罐鑑を羅i懸
り、昨年度に続く第2回 目の調査結果です。 また米国の調査会社に依頼して実施した、米

国におけるEDI実 態調査(EDIに 関する連邦政府の政策及び活動、インターネットEDIの'
標準化動向等)の 結果 も記載 しています。

ED∬ で寅揚 ず るネ ・ybワ ー ク ・

繍灘　癒巖態,鱗藻講 義秘 露た鯉 器羅i熱、

ピジ鋼

を鑑匡蛋 嶽綴 響鞠麟 襲次戚三鷲か鉄環腰 綱篠
は、EDIが 必要 とされ る背 景 とそ の効果 、EDIを 導入 す る際 の手 順 、産 業界 のEDI化 の現

状 を説 明 します。 第ll編 では現状 のEDI標 準 の大 きな3つ の流れ 、CII標 準(日 本)、UNl
EDIFACT(国 連)お よびANSIX12(米 国)に つ いて 、 デー タ交換 の詳細 な説 明を して い

ます 。

〈 価 格:税 ・送料込 みの価格 です〉

「国 内外 のEDI実 態 調査報 告書 一1998年度版一」
一般価 格:3,000円 会員価 格:2,400円

rEDIで 実現す るネ ッ トワー ク ・ビジネ ス社 会 一経 営 者 ・ ビジネス マ ンのため のEDI読 本一」
一 般価格:1 ,800円 会員価格:1,500円

(会員とは、産業情報化推進センター(σ1)の 会員・(財)日 本情報処理開発協会(∬PDEC)の 賛助会員・

EDI推 進協議会(JEDIC)の 会員をいいます。)

膿調 練禦認識撫=蒜 認=蹴 忠鎖 し皆瓢.
〈 申込 ・問合先 〉

(財)日 本情 報処理 開発協 会 ・産 業情 報化 推進 セ ンター
〒105-0011東 京 都港 区芝 公 園3-5-8機 械振 興会館3F

電話03-3432-9386FAXO3-3432-9389

〈お 申込 は、FAXも し くはE-mail(kumeda(dU'ipdec.or・jp)で お願 い いた します 〉

L



当協会への連絡窓口

本 部

東京都港区芝公園3-5-8(〒105-OO11)

機械振興会館内

総

企

務

画

部TEL(03)3432-9371

室

情報セキュリティ対策空

調

開

技

査

画

発

企術

郡

部

部

総 務 関 係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432--939]

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431-4324

(コンピュー タ緊急対応センター事務局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

付属機関

中央情報教育研究所

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル19階TEL(03)5531-0171(代 表)

FAX(03)5531-Ol70

情報処理技術者試験センター

東京都港区虎 ノ門1-16-4(〒105-OOO1)

アーバン虎 ノ門ビル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)3591-0428

産業情報化推進センター

東京都港区芝公園3-5-8(〒105--OO11)

機械振興会館3階TEL(03)3432-9386(f懐)

FAX(03)3432-9389

(電子商取引実証推進協議会事務局)

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル10階TEL(03)5531-0061(代 表)

FAX(03)5531-0068

企業間電子商取引推進機構

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル10階TEL(03)5500-3600(代 表)

FAX(03)5500-3660

先端情報技術研究所

東京都港区芝2-3-3(〒105-OO}4)

芝東京海上ビル牙 ング2階TEL(03)3456-25|1(代 表)

FAX(03)3456-3158

平成10年7月 発行

川PDECジ ャーナルN・ ・97

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

◎1998
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